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序 章   策定にあたって 
 
 
１ 策定の趣旨 

全国的に人口減少や少子高齢化が進む一方で、グローバル化やデジタライゼーションの急速な進

展等により、日本の産業構造や就業構造、経済社会システムは大きな変革の時期を迎え、先を見通

すことが難しい時代となる中、次代を担う子供・若者一人一人が、生まれ育った環境に関わらず、

将来に夢や希望を持ち、それを実現するために必要な資質・能力を育成していくことが重要となっ

ています。 

とりわけ乳幼児期は、生涯にわたる人格形成の基礎を担う重要な時期であり、乳幼児期の教育・

保育がその後の学校教育における生活や学習の基礎となるほか、胎児・乳幼児期における環境要因

がその後の健康状態に影響を及ぼすことから、核家族化や地域コミュニティの希薄化が進む中でも、

子育て家庭が悩みや不安を抱えて孤立したり、子供たちが虐待や貧困などのリスク環境に取り残さ

れたりすることのないよう、社会全体で見守り、支援していく必要があります。 

このため本県では、令和２（2020）年に、本県の総合計画「安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジョン」

の子供・子育てに係る分野別計画として「ひろしま子供の未来応援プラン」を策定し、乳幼児期か

らの質の高い幼児教育・保育や、全ての子育て家庭に妊娠期から寄り添う「ひろしまネウボラ」の

構築などによる子育ての安心感の醸成、児童虐待防止対策など、子供たちを社会全体で育んでいく

ための様々な施策を総合的に推進してきました。  

しかしながら、令和２（2020）年度から始まったコロナ禍の影響もあり、経済的な不安定さや子

育てへの不安・負担、児童虐待、ひきこもりなど、子供・若者を取り巻く課題は、複雑かつ複合化

しています。こうした状況は、若い世代や子育て家庭の子供を持ちたいという希望にも負の影響を

及ぼし、令和４（2022）年には出生数が 80万人を下回るなど、平成 29年の国立社会保障・人口問

題研究所の将来推計人口（中位）の予測を８年も前倒すスピードで、出生数の低下が進んでいます。 

こうした事態を重く受け止めた国は、子供に関する取組や政策を我が国社会の真ん中に据えて、

子供施策を社会全体で総合的かつ強力に実施していくための包括的な基本法として、令和４（2022）

年６月にこども基本法を制定し、令和５（2023）年 12 月には、従来は別々に策定されていた「少

子化社会対策大綱」、「子供・若者育成支援推進大綱」、「子供の貧困対策に関する大綱」を一元化し

た「こども大綱＊」を策定しました。 

本県においても、今回新たに策定する「ひろしま子供の未来みんなで応援プラン」においては、

こどもまんなか＊の視点を持って、子供・子育て家庭への支援に包括的に取り組むとともに、新た

に少子化対策や青年期の若者への支援の観点を加えることとしました。 

結婚や妊娠・出産、子供の乳幼児期から学童期・思春期・青年期と続くライフステージに応じた

子供や子育て家庭への支援を通して、子育てへの安心感を醸成していくことは、次の子供を持ちた

いという希望にもつながることから、地域社会の活力を維持していくためにも、社会全体で課題意

識を共有しながら、このプランに掲げる施策を包括的に推進していく必要があります。 

  明日の広島県を担う子供や若者が、成育環境の違いにかかわらず、夢や希望を持って、未来を切

り拓いていけるよう、また、子供を持ちたいと希望する人が、安心して子供を持ち、子育てができ

るよう、このプランの目指す姿の実現に向けて取組を進めてまいります。 
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２ プランの位置付け 

（１）法的位置付け 
   このプランは、こども基本法に基づき都道府県が定めるよう努めるものとされている「都道府県

こども計画」であり、子ども・子育て支援法に基づく「都道府県子ども・子育て支援事業支援計画
＊」、次世代育成支援対策推進法に基づく「次世代育成支援行動計画＊（計画期間 10 年）」の前期計

画としても位置付けます。 

また、成育過程にある者及びその保護者並びに妊産婦に対し必要な成育医療等を切れ目なく提供

するための施策の総合的な推進に関する法律に基づく基本的な方針を踏まえた「成育医療等に関す

る計画」としても位置付けます。 

   さらに、「こどもの貧困の解消に向けた対策計画」、「子ども・若者計画」、「社会的養育推進計画」、

「ひとり親家庭等自立促進計画」の内容も盛り込み、それぞれの計画としても位置付けます。    

 

（２）他計画との関係 
   このプランは、本県の総合計画「安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジョン」における子供・子育てに

係る分野別計画です。 

また、「「遊び 学び 育つひろしまっ子！」推進プラン」、「「広島県 教育に関する大綱」に基づ

く教育委員会主要施策実施方針」、「広島県保健医療計画」、「いのち支える広島プラン」、「広島県障

害者プラン」等の関連する計画との整合を図り、本県の子供・子育て施策全体の調和を保って推進

します。 

なお、本プランと各計画の期間の違いにより、本プラン策定時に、計画期間の終期（令和 11 年

度）までの目標設定ができない場合がありますが、その場合は、関連計画の改定時に設定される新

たな目標を、本プランの目標として扱うこととします。 
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３ プランの計画期間 

令和７（2025）年度から令和 11（2029）年度までの５年間 
 

４ プランの対象 

妊娠期から概ね 30 歳未満の全ての子供・若者と子育て家庭及び子供・若者を取り巻く社会の全

ての構成員 

 

※ 子供、児童や若者の定義は法律や事業によって異なる場合がありますが、こども基本法にお

いては「こども」とは「心身の発達の過程にある者をいう。」とされており、これは、「乳幼児

期」（義務教育年齢に達するまで）から、「学童期」（小学生年代）、「思春期」（中学生年代から

おおむね 18 歳まで）、「青年期」（おおむね 18 歳以降からおおむね 30 歳未満。施策によって

はポスト青年期の者も対象とする。）と、子供が若者となり、大人として円滑な社会生活を送

ることができるようになるまでの成長の過程にある者を指していることから、「概ね 30 歳未満」

を目安としています。 
 

５ プラン策定の考え方 

プラン策定に当たっては、旧プランを構成する施策のＫＰＩ（主要成果指標）の実績点検や目指

す姿と現状のギャップ、さらに、各種調査結果や今後予想される社会情勢等の変化、令和５（2023）

年 12 月に策定されたこども大綱のほか、令和５（2023）年度に実施した子供の生活に関する実態

調査や高校生等へのアンケート調査により把握した子供の意見も踏まえ、庁内の横断的組織である

「子供未来応援プロジェクト・チーム」で議論を重ね、新たな施策体系、目指す姿や取組の方向な

どに反映しました。 

  

 〈 特に考慮が必要な社会情勢等の変化 〉 

① 人口構造・世帯構造の変化、少子化の進展 

② 共働き世帯の増加などライフスタイルの多様化 

③ 感染症、自然環境等による生活習慣等の変化 

④ 児童虐待の相談対応件数や不登校、ネットいじめの増加、ヤングケアラー等、子供・若者を

取り巻く課題の複雑化・複合化、格差拡大の懸念 

⑤ SNS の普及、インターネット利用の低年齢化や生成AI等のデジタル技術の進展 
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６ 子供・若者の意見の尊重 

子供施策の推進に当たっては、子供・若者が権利の主体であることを社会全体で共有し、子供や

若者・子育て当事者とも一緒に進めていくことが必要です。 

このため、子供・若者が自らの権利について学び、自らが権利の主体であることを理解できるよ

う、子供の権利に関する普及啓発を図るとともに、こども基本法やこどもの権利条約の趣旨・内容

について広く社会全体に周知し、こどもまんなか*の意識の浸透を図る必要があります。 

また、こども基本法では、子供施策を策定、実施、評価するに当たって、施策の対象となる子供

等の意見を幅広く聴取して反映させるために必要な措置を講ずることが国や地方公共団体に義務

付けられており、子供や若者とともに社会をつくるという認識の下、安心して意見を述べることが

できる場・機会の提供や、意見を持つための様々な支援を行い、社会づくりに参画できる機会を保

障するとともに、広く社会全体で、子供や若者の主体的な社会参画を後押しすることが求められま

す。 
 

７ 社会全体でのプランの推進 

子供は社会の希望であり、未来をつくる存在です。 

子供の健やかな育ちと子育てを支えることは、一人一人の子供や保護者の幸せにつながることは

もとより、将来、社会への活力を維持し成長を続けるための担い手の育成となるものであり、社会

全体で取り組むべき最重要課題の一つです。 

このプランを着実に推進していくためには、子供・若者自身をはじめ、子育て当事者、子育てを終

えた人、子供を持たない人、県や市町、地域、子供の育ちに関わる者、企業など、県民全体がこのプ

ランの「目指す姿」を理解して共有し、総力を挙げて取組を進めることが不可欠となっています。 

 

８ プランのマネジメント 

この計画は、本県の総合計画である「安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジョン」の子供・子育てに係

る分野別計画として、施策ごとに「取組の方向」と主要成果指標（ＫＰＩ）を定め、ＰＤＣＡサイ

クル＊（計画（Plan）―実施（Do）－評価（Check）－改善（Action））によるマネジメントを一層

強化していきます。 

   プランの進捗については、ＫＰＩ（主要成果指標）や参考指標の達成状況等に基づき、外部有識

者等で構成する広島県子ども・子育て審議会において、毎年度、点検・評価を受け、庁内の横断的

組織である「子供未来応援プロジェクト・チーム」を活用して、関係部局が共通の課題認識や目的

意識を持ち、必要な改善を図りながら、全庁一丸となって施策の推進に取り組みます。 
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９ プランの構成 

本書は、第１章「総論」、第２章「施策の柱と取組の方向」及び「資料編」で構成します。 

第１章「総論」には、将来にわたって目指す社会像と、３つの施策領域ごとの目指す社会像、第

２章「施策の柱と取組の方向」では、施策の柱ごとに、プランの計画期間である５年間で目指す姿

やその実現のための取組の方向を記載しています。 

また、「資料編」では、新たなプランに位置付ける、子どもの貧困対策計画、子ども・若者計画、

社会的養育推進計画、ひとり親家庭等自立促進計画の内容、教育・保育の量の見込みと確保方策（教

育・保育の需給計画）を掲載しています。 

 

 【構成イメージ】 
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第一章   総論 

１ 特に考慮が必要な社会情勢等の変化 

（１）本県を取り巻く現状 

 （ア）将来人口の推計 

    ○ 本県の人口は、平成 10(1998)年の 288 万人をピークに減少しており、令和 32(2050)年

には ピーク時から約65万人減(△22.6％)の223万人になると推計されています。（図１） 

    ○ 生産年齢人口は、R2～R32 の 30 年間で約 47 万人減少が見込まれ、高齢者人口は、令和

22(2040)年にピークを迎えるまで緩やかに増加し、その後減少（R2～R22 の 20 年間で約

3.5 万人増加、R22～R32 の 10 年間で約 2.4 万人減少）することが予想されています。（図

１） 

    ○ ０～14 歳、15～64 歳の 2050 年の推計人口は、2020 年の人口と比較して県内すべての

市町において減少が見込まれています。（図２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜図１ 広島県の将来推計人口＞ 

（国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（R5(2023 年)推計)） 
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 （イ）出生数及び合計特殊出生率＊の推移 

○ 令和５（2023）年の出生数は 16,682 人で、ピーク時の昭和 48（1973）年の出生数（約

5.1 万人）の約 33%となっています。（図３） 

○ 合計特殊出生率は、全国値を上回る水準を維持していますが、令和５（2023）年は、こ

れまで最も低かった平成 16（2004）年と同じく 1.33 となり、少子化に歯止めがかけられ

ていません。（図３） 

 

 

 

（ウ）在留外国人数の推移 

○ 県内人口は減少する一方、県内に在留する外国人は、令和２（2020）年から令和３（2021）

年には新型コロナウイルス感染症の影響により一時減少しましたが、令和４（2022）年は

約 5.6 万人と、再度、増加に転じています。（図４） 
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＜図４ 県内人口と在留外国人数の推移（広島県）＞

在留外国人数 県人口

（外国人：人）

＊県人口は各年10月1日時点

＊在留外国人数は各年12月末時点

（県人口：人）

（総務省「人口移動統計調査」及び法務省入国管理局「在留外国人統計」を基に子供未来応援課作成） 
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（エ）こども政策 DX の推進 

○ こどもまんなか社会の実現に向けて、デジタル技術を積極的に活用して、子育てをより

楽しく安心、便利なものにしていくことができるよう、PMH（Public Medical Hub）を活

用した母子保健情報の連携促進等の母子保健 DX の推進や、プッシュ型子育て支援の実現

に向けた仕組みの構築が進められています。（図５） 

＜図５ 必要な情報を最適に届ける仕組みの構築イメージ（全国）＞ 

 

 

 

 

  

 

 

（出典：こども家庭庁こども政策 DX 推進チーム会議資料） 
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（２）子供と子育て家庭を取り巻く現状 

（ア）子供と子供のいる世帯数の推移 

   ○ 令和２（2020）年現在、県内には約 45.7 万人の子供（18歳以下）がいますが、その数

は減少傾向にあり、平成 12（2000）年と比べると、約 10.7 万人減少しています。（図６） 

  

 

○ 令和２（2020）年現在の県内の一般世帯数は約 124 万世帯であり、そのうち 18 歳未満

の子供のいる世帯は約 24万世帯となっており、全体の５分の１以下となっています。（図

７） 
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＜図６ 18歳以下の子供数の推移（広島県）＞（人）

（総務省「国勢調査」を基に子供未来応援課作成）
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5.8%

その他の世帯

80.3%

＜図７ 子供がいる世帯の割合（広島県）＞

6歳未満の子供のいる世帯

6～11歳の子供のいる世帯

12～17歳の子供のいる世帯

18歳未満の

子供のいる世帯

244,345世帯

（19.7％）

＊一般世帯：「施設等の世帯（学校の寮等）」以外の世帯

（総務省「国勢調査（R2）」を基に子供未来応援課作成）

一般世帯数 1,241,204 世帯



11 
 

○ 18 歳未満の子供のいる世帯数及び割合は、平成 12（2000）年以降についてみると、年々

減少傾向にあります。（図８） 

 

 

 

（イ）家族形態の多様化 

○ 子供のいる世帯のうち、約９割が核家族となっています。（図９） 

○ 「子供のいる世帯全体」での核家族の割合（89.6％）は、平成 27 年国勢調査時（87.1％）

より増加しています。（図９） 
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＜図８ 18歳未満の子供がいる世帯数の推移（広島県）＞

（総務省「国勢調査」を基に子供未来応援課作成）
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＜図９ 核家族の割合（広島県）＞ 核家族

（総務省「国勢調査（R2）」を基に子供未来応援課作成）
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○ 子供のいる世帯（※子供の年齢不問）のうち、夫婦共働きの世帯の割合が、平成 24（2012）

年の 53.2％に対し、令和４（2022）年では 64.4％と 11.2 ポイント増加しています。（図

10） 

 

    

○ ひとり親世帯数は平成 27（2015）年より減少し、令和２（2020）年では約 18,000 世帯

となっています。（図 11） 
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＜図10 子供のいる世帯のうち夫婦共働き世帯の割合（広島県）＞

夫婦とも非就業
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（総務省「就業構造基本調査」を基に子供未来応援課作成）
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＜図11 ひとり親世帯の状況（広島県）＞
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（総務省「国勢調査」を基に子供未来応援課作成）
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（ウ）保育所等利用児童数の推移 

○ 本県の保育所等の利用児童数は、令和２（2020）年度をピークに減少傾向にあり、令和

６（2024）年度は 62,463 人です。（図 12） 

○ 一方で、待機児童数は減少しており、令和６（2024）年度は０人です。（図 12） 

○ 利用児童数は減少していますが、女性就業率の上昇傾向などの保育ニーズへの影響を

注視していく必要があります。 

 

    
 

（エ）女性の就業の現状 

○ 女性の就業率は、Ｍ字カーブから台形に近づきつつあります。（図 13） 

○ また、女性の就業率（25～44 歳）は、令和２（2020）年時点で 77.4％となっており、

上昇傾向にあります（平成 12（2000）年時点は 62.4％）。 
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＜図12 保育所等利用児童数（広島県）＞
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※4月1日時点
保育所は保育所と保育所型認定こども園

（出典：安心保育推進課資料）
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（総務省「国勢調査」） 
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（オ）育児休業取得率＊の推移 

○ 県内企業の男性の育児休業取得率＊は、全国の取得率を上回っており、令和５年度調査

では約２人に１人が取得しています。女性の取得率も全国と比較して高い傾向にあり、近

年は 95％以上を維持しています。一方で、男性と女性の取得率には、依然として、大きな

開きがあります。（図 14、15） 
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＜図14 育児休業取得率＊（男性）＞

全国 広島県

（％）

（厚生労働省「雇用均等基本調査」及び「広島県職場環境実態調査」を基に子供未来応援課作成）
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＜図15 育児休業取得率＊（女性）＞

全国 広島県
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（厚生労働省「雇用均等基本調査」及び「広島県職場環境実態調査」を基に子供未来応援課作成）
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（カ）デジタル化の進展 

  ○ 青少年（小学生、中学生、高校生）のインターネット利用率は上昇しており、令和５年

度は 98.7％です。１日３時間以上インターネットを利用している青少年も増加しており、

令和５年度には７割を超えました。（図 16） 

○ 国は GIGA スクール構想に基づき、学校における ICT 環境の整備やデジタル活用支援の

充実を進めており、県内の学校では、児童生徒一人１台コンピュータを導入し、ネットワ

ーク環境の整備が進んでいます。（図 17） 

 
     

    ＜図 17 教育の情報化の実態＞ 

指標（全学校種） 広島県（平均値） 全国（平均値） 
H30 R5 H30 R5 

普通教室の 
無線ＬＡＮ整備率 19.6％ 99.7％ 41.0％ 96.2％ 

普通教室の 
大型提示装置整備率 49.9％ 88.0％ 52.2％ 89.6％ 

指導者用デジタル 
教科書の整備率 52.2％ 91.9％ 52.6％ 89.6％ 

児童生徒のデジタル
活用を指導する能力 69.2％ 81.0％ 70.2％ 81.6％ 

※ 「全学校種」とは、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校及び特別支援学校＊のことをいう 

※ 「大型提示装置」とは、プロジェクタ、デジタルテレビ、電子黒板のことをいう 

（文部科学省「学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果（H30、R5）［確定値］」）を基に子供未来応援課作成） 
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＜図16 インターネット利用率（全国）＞
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１日3時間以上インターネットを利用している者の割合（％）
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（内閣府「青少年のインターネット利用環境実態調査」を基に子供未来応援課作成）
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（キ）社会全体で子供・子育てを応援する意識 

○ 希望する人が安心して妊娠・出産・子育てができるよう、社会全体で妊産婦や子供、子

育て中の人を応援しようという意識を持つことについて、「必要だと思う」「どちらかとい

えば必要だと思う」人の割合は 90.8％です。（図 18） 

○ 社会全体で子供を産み・育てている方を応援することについて、「応援されていると感

じる」「やや応援されていると感じる」の合計は 25.8％となっています。（図 19） 

○ 応援されていると感じるときは、「行政のサポートを受けたとき」が最も高く 48.2％と

なっており、応援されていないと感じるときは、「行政のサポートが得られないとき」が

最も高く 49.7％となっています。（図 20） 

 

 

 
＜図 20 応援されている・応援されていないと感じるとき＞ 
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＜図18 社会全体で子供・子育てを応援する意識＞

必要だと思う どちらかといえば必要だと思う
どちらかといえば必要だと思わない 必要だと思わない
わからない 無回答

（令和５年度県政世論調査を基に子供未来応援課作成）
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＜図19 子育て中の人が応援されていると感じる割合＞
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どちらともいえない／わからない あまり応援されていないと感じる
応援されていないと感じる

（令和５年度少子化対策・子育て支援に関する調査を基に子供未来応援課作成）

（令和５年度少子化対策・子育て支援に関する調査を基に子供未来応援課作成） 
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（３）特に支援が必要な子供たちの現状 

（ア）児童虐待相談対応件数の推移 

○ 令和５（2023）年度のこども家庭センター＊（児童相談所）における児童虐待相談対応

件数は、過去最多の 6,380 件となっています。（図 21） 

○ 相談内容別にみると、親が子供の前で配偶者や家族に暴力をふるう、いわゆる「面前Ｄ

Ｖ＊」などによる心理的虐待が全体の 52.0％と、最も多い割合を占めています。（図 22） 

○ 児童虐待対応件数は増加傾向にあり、施設等入所等件数も同様に増加傾向が続いてい

ましたが、令和２年度以降は減少傾向にあります。（図 23） 

    ○ 児童虐待に対する意識の高まりなどを背景に、市町や県こども家庭センター＊への通

告・相談件数は今後も増加していく見込みです。 
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＜図21 児童虐待相談対応件数（広島県）＞（件）

（出典：こども家庭課資料）
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＜図22 児童虐待相談件数（相談種別・広島県）＞

性的虐待

保護の怠慢・拒否

身体的虐待

心理的虐待

（出典：こども家庭課資料）

（件）

2,243
2,787

2,868
2,956 3,131

3,541

2,066 2,053 2,243 

2,787 2,868 2,956 3,131 
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＜図23 児童虐待対応件数と施設入所等件数（広島市以外）＞

虐待対応件数計 施設等入所件数計
（出典：こども家庭課資料）
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（イ）社会的養育＊の推移 

○ 社会的養護＊を必要とする子供数は減少傾向で推移しています。 

○ このうち、里親・ファミリーホームで養育を受けている子供の割合である里親等委託率

は上昇傾向にあり、令和５（2023）年度は 20.1％となっています。（図 24） 

 

 

 

（ウ）障害のある子供の推移 

○ 障害のある子供は年々増加傾向にあり、特に知的障害のある子供は、令和４（2022）年

は 6,580 人と、平成 30（2018）年と比べて 596 人増加しています。（図 25） 
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＜図24 社会的養護を必要とする子供数の推移（広島県）＞

里親

ﾌｧﾐﾘｰﾎｰﾑ

乳児院

児童養護施設

里親等委託率

（出典：こども家庭課資料）

（人）
（％）

※広島市を含む

5,984 6,032 6,132 6,377 6,580 

1,956 1,929 1,878 1,833 1,781 

7,940 7,961 8,010 8,210 8,361 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

H30 R1 R2 R3 R4

＜図25 障害のある子供数の推移（広島県）＞

身体障害のある子供

知的障害のある子供

（人）

※ 身体障害のある子供：身体障害者手帳交付台帳登載数（18歳未満）

※ 知的障害のある子供：療育手帳交付台帳登載数（18歳未満）

※ 精神障害のある子供については，年齢等に関するデータが不足しているため記載していない

（「障害のある人びとの福祉2023」を基に子供未来応援課作成）
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○ 特別支援学校＊に通う子供数は横ばいで、令和４（2022）年は 2,784 人となっています。

平成 30（2018）年度と比べると、幼児部及び高等部では減少傾向にあり、小学部及び中学

部では増加傾向にあります。（図 26） 

 

 

（エ）いじめ・不登校の推移 

○ いじめの認知件数は、各学校における積極的な認知を背景に増加し、平成 30（2018）年

度にピークを迎え、令和２（2020）年度にかけて減少しましたが、その後、再度増加傾向

にあります。（図 27） 
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＜図26 特別支援学校＊の幼児・児童・生徒数（広島県）＞

高等部

中学部

小学部

幼児部

（人）

（県教育委員会「公立学校基本数」を基に子供未来応援課作成）
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4,000

5,000

6,000

7,000
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＜図27 いじめの認知件数（国公私立・広島県）＞

特別支援学校

高等学校

中学校

小学校

（件）

（文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に対する調査」を基に子供未来応援課作成）
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○ 小学校・中学校ともに不登校児童生徒は増加傾向にあり、令和５（2023）年は 8,742 人

と、前年度と比較して約 1,300 人増加しています。（図 28） 

 

 
 

（オ）在留外国人の子供の推移 

○ 県内の在留外国人の子供は令和元（2019）年度までは増加していましたが、令和２（2020）

年度及び令和３（2021）年度は前年度より減少しました。令和４年度には再度増加傾向が

みられます。（図 29） 

○ 今後、外国人材の受入拡大に伴い、在留外国人の子供が増えていく見込みです。 
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＜図28 不登校児童生徒数（国公私立・広島県）＞

中学校

小学校

（人）

（文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に対する調査」を基に子供未来応援課作成）
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＜図29 在留外国人の子供数の推移（広島県）＞

13～18歳

6～12歳

0～5歳

（人）

※ 各年12月末現在

（法務省「在留外国人統計」を基に子供未来応援課作成）
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52.4

54.2

33.8

30.2
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9.5

4.6

6.2

小学５年生
（n=8,222）

中学２年生
（n=7,061）

(%)
0 20 40 60 80 100

中央値以上 中央値の２分の１以上中央値未満

中央値の２分の１未満 無回答

＜図 30 等価世帯収入の水準別世帯分類＞ 

（４）子供の生活実態調査により把握した現状 

（ア）経済的な状況 

○ 令和５年度広島県子供の生活に関する実態調査において、世帯の年間収入の水準につ

いて、等価世帯収入の中央値は 290.69 万円、その２分の１は 145.345 万円でした。 

 ※ 世帯員 1人当たりの値であり、世帯人員に割り戻した場合、2人世帯では約 205.5 万円、3人世帯で

は約 251.7 万円、4人世帯では約 290.7 万円となる。 

≪等価世帯収入の算出≫ 

○年間収入に関する回答の各選択肢の中央値をその世帯の収入の値とする（例えば、「50 万

円未満」であれば 25万円、「50～100 万円未満」であれば 75万円とする。なお、「1,000 万

円以上」は 1,050 万円とする）。 

○上記の値を、保護者票問３で把握される同居家族の人数の平方根をとったもので除す。 

○上記の方法で算出した値（等価世帯収入）の中央値を求め、さらに、その２分の１未満で

あるか否かで分類する。 

    ○ 等価世帯収入の水準別に世帯を分類すると、「中央値の２分の１未満」に該当する世帯

は、小学校５年生の世帯で 9.1％、中学校２年生の世帯で 9.5％でした。（図 30） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○ 世帯の状況別にみると、「ひとり親世帯」では、等価世帯収入の水準が「中央値の２分

の１未満」に該当する世帯が、小学校５年生の世帯で 47.6％、中学校２年生の世帯で

46.9％でした。（図 31） 

 

     【小学５年生世帯】 

 

 

  

 

 

 

     【中学２年生世帯】 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜図 31 世帯の状況別 等価世帯収入の水準＞ 
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（イ）子供の学習、生活環境 

①学習の状況 

○ 収入の水準が低い世帯やひとり親世帯では、収入の水準が高い世帯やふたり親世帯に

比べて、学校の授業以外での１日あたりの勉強時間が短く、学校の授業がわからないと感

じる子供の割合が多くなっています。（図 32） 
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＜図 32 学校の授業の理解度＞ 
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②ヤングケアラーの実態 

○ ヤングケアラーにあてはまると思うと回答した子供は、収入の水準や世帯の状況に関

わらず 1～2％程度となっていますが、収入の水準が低い世帯やひとり親世帯では、『分

からない』との回答の割合が高くなっています。（図 33） 
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＜図 33 ヤングケアラーの割合＞ 
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（ウ）子供の居場所 

○ 「平日の夜や休日を過ごすことができる場所」は約４割の子供が利用しており、その

他の居場所（「勉強を無料でみてくれる場所」「夕ごはんを無料か安く食べることができ

る場所」「なんでも相談できる場所」）を利用している子供は全体の１割未満ですが、い

ずれの居場所も「あれば利用したいと思う」は２～４割となっています。 

○ 利用による変化として、小学５年生では約８割、中学２年生では約６割が「友達が増

えた」「勉強する時間が増えた」などの変化があったと回答しています。（図 34） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜図 34 子供の居場所の利用効果＞ 

（自分や友人の家以外で）夕ごはんを無料か安く食べることができる場所（n=495）

勉強を無料でみてくれる場所（n=367）

（自分や友人の家以外で）平日の夜や休日を過ごすことができる場所（n=3,209）

（家や学校以外で）何でも相談できる場所（n=209）
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（エ）広島県の子供政策への希望 

○ 広島県の子供に関する取組で特に力を入れてほしいと思うことについては、保護者・

子供のいずれも「小学校・中学校・高校で、将来社会で活躍するために必要な力をつけ

る」が最も高くなっています（「わからない」を除く）。（図 35） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 広島県の子供政策に関する子供の意見や、本プラン策定に当たって参考としたデータについては、

令和６年度開催第１回広島県子ども・子育て審議会提出の「次期「ひろしま子供の未来応援プラ

ン」骨子案参考資料」としてとりまとめ、県ホームページに掲載しています。 

 

 

  

＜図 35 広島県の子供政策への希望＞ 
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31.1

47.1

28.8

16.5

7.7

11.8

18.5

12.3

63.4

14.8

24.5

40.3

23.4

18.4

9.5

12.7

21.3

0 20 40 60 80

０才から小学校に入るまでの
子供の教育や保育内容の充実

小学校・中学校・高校で、将来社会で
活躍するために必要な力をつける

妊娠期からの子育て家庭への支援の充実

家庭や学校以外で子供たちが
安心して過ごせる場所の充実

子育てと仕事を両立しやすい職場環境の整備

子供と子育てにやさしい
生活環境の整備と安全の確保

児童虐待（体罰や暴言、育児放棄等）の防止

家族と暮らすことのできない子供への支援

ひとり親の子供やその家族への支援

障害のある子供やその家族への支援

(%)

4.9

2.2

6.9

3.2

わからない

無回答

32.5

中学２年生（n=7,164）

小学５年生（n=8,273）

32.5

2.9

27.7

2.6

わからない

無回答

保護者 子供 
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２ 特に注力する分野等 

  結婚、妊娠・出産、子育ては、個人の自由な意思に基づくものですが、子供の数がこのまま減少

し続けると、地域・社会・経済の担い手が不足し、社会保障制度の維持も困難になってきます。 

本県の少子化対策については、結婚、妊娠・出産、子育てに関する県民の希望の実現を後押し

することを基本に、様々な課題への対策を総合的に講じています（下図参照）が、少子化の進展

に歯止めをかけられていないことから、少子化を社会全体の課題として捉え、社会の様々な主体

を巻き込み、特に注力する分野として、希望の実現に向けた取組をこれまで以上に強力に進める

ことが必要です。 

  また、子供・子育てに係る施策を総合的に推進するなかでも、生涯にわたる人格形成の基礎を培

う時期である「乳幼児期＊」における取組と、子供の心身の成長及び人格の形成に重大な影響を及

ぼす児童虐待をはじめとした様々な困難から「子供・若者を守る取組」に、特に注力していく必要

があるものと考えます。 

 

 ＜図 現行の少子化対策に係る取組＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■少子化対策 

少子化に関する意識や実態を把握するために行った県民アンケートでは、結婚や子供を持つ

ことに希望を持てる社会にするために必要な施策、希望の子供数を持てるよう強化すべき施策

として、いずれも「妊娠・出産・子育ての経済的負担の軽減」、「夫婦が働きながら子育てしや

すい社会や職場環境の整備」が上位２つに挙げられています。 

県民と知事の車座会議では、「経済的な支援も必要だが心理的な支援も大切」といった意見が

出されるなど、経済的な面も含めて、「子育てできる安心感を持ちたい」という参加者に共通し

た想いが感じられました。 

子育ては大変なこともありますが、国の調査では子供を持つ理由として「子どもがいると生

活が楽しく心が豊かになるから」が最多で、約 20年変わらず８割程度の夫婦が選択しており、

県の調査においても、希望の子供数を持てた理由として、負担感より得られる喜びの方が大き

いから等の心情的な理由が上位を占めています。 

こうした状況を踏まえ、若者が子育てにポジティブなイメージを抱くことができるととも

に、子供を持ちたいと希望する人が、経済的・心理的・身体的に安心して子供を持ち、子育て

ができる県（安心して妊娠・出産・子育てできる県）、誰もが職場に遠慮せず制度を利用でき、

妊娠・出産・子育て等のライフイベントと両立しながら安心して働き続けることができる県

（働きながら子育てしやすい県）を目指して少子化対策に注力し、子供を持たない人、子育て

を終えた人も含め、県や市町、地域、企業など、社会全体で取組を進めていきます。 
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また、少子化対策、特にその負担について考える際には、子供がいる人・いない人を並べる

のではなく、「こどもまんなか」の視点に立ち、『子育て支援は「子供がいる人への支援」では

なく「子供への支援」であり、その子供たちが将来社会を支えてくれるようになる』、という考

え方のもと、社会全体で子供・子育てを応援する気運の醸成に取り組んでいきます。 

 

 ＜図 これからの少子化対策のイメージ＞ 

 
■乳幼児期＊における取組 

乳幼児期＊は、身近にいる特定の大人との愛着＊形成により、情緒的な安定が図られるととも

に、身体面の著しい発育・発達が見られ、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要な時期で

す。特に、胎児・乳幼児期＊における環境要因がその後の健康状態などに影響を及ぼすこと、

また、乳幼児期＊における教育・保育がその後の学校教育における生活や学習の基礎となる重

要な役割を担うものです。 

乳幼児は多くの時間を家庭や地域の中で過ごし、幼稚園・保育所・認定こども園への就園状

況も異なるなど、育ちの環境は多様ですが、その多様性を尊重しつつ、保護者・養育者の「子

育て」を支えることだけでなく、「こどもの育ち」に係る質にも社会がしっかりと目を向け、保

護者の就労・養育状況を含む子供の置かれた環境等に十分に配慮しつつ、支援を行う必要があ

ります。 

本県においては、「乳幼児教育支援センター＊」を拠点とした質の高い教育・保育の推進や、

「ひろしまネウボラ＊」の構築をはじめとした妊娠期からの見守り・支援の仕組みづくりに取

り組んでいますが、乳幼児教育の基本的な考え方の理解の浸透や、ネウボラの相談先としての

認知など、取組は途上にあります。 

乳幼児期＊において愛着＊形成を基礎とした情緒の安定や他者への信頼感を醸成し、遊びや他

者との関わりを通じて力強く生き抜く力を育み、自己肯定感をもって成長することができるよ

う「こどもの誕生前から幼児期までの育ち」を一層大事にし、取組を進めます。 

 

■子供・若者を守る取組 

孤独・孤立への不安、児童虐待の相談対応件数や不登校、ネットいじめの増加等、子供・若

者を取り巻く課題は複雑かつ複合化している中、誰も取り残さず、抜け落ちることのない支援

がさらに求められています。 

児童虐待は、子供の心身に深い傷を残し、成長した後においても様々な生きづらさにつなが

り得るものであり、決して許されるものではありませんが、一方で、虐待に至った背景には、

親自身の被虐待体験や子育てへの困り感、孤独・孤立など、様々な困難を抱えている場合があ

ります。 
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虐待相談対応件数の増加など、子育てに困難を抱える世帯が顕在化している中、そうした家

庭や子供の SOS を早期に発見し、母子保健と児童福祉の包括的な支援を実施するとともに、親

子分離が必要な場合は、子供の意見表明権を尊重しながら、家庭養育優先原則を踏まえ、一時

保護や親子関係再構築等の支援を行っていく必要があります。 

また、児童生徒の抱える課題が多様化・複雑化する中、学校、教職員だけでは対応が困難な

事案や、長期的な支援を要する事案が増加しており、子供たちが課題を抱え込んで孤独になっ

てしまわないよう、相談しやすい環境整備や、多様な居場所づくりを進めていくことが必要で

す。 

 

 

 

３ 将来にわたって目指す社会像と目指す姿 
  社会の宝である子供たちを社会全体で育んでいくためには、子育て当事者だけでなく、子育てを

終えた人、子供を持たない人、地域、子供の育ちに関わる関係者、企業など、広島県民全体がこの

プランの「目指す姿」を理解して共有し、総力を挙げて取組を進めなければなりません。 

  そのため、「ひろしま子供の未来みんなで応援プラン」では、プランのミッション（将来にわた

って目指す社会像）に加え、計画期間である５年後の「目指す姿」を明らかにしました。 

 

（１）将来にわたって目指す社会像 
 

 すべての子供・若者が、社会の宝として、成育環境の違いに関わらず、健やかに夢
を育むことができ、子供を持ちたいと思う人が安心して子供を持ち、育てられる社
会の実現 

 
（趣 旨） 

広島で生まれ、育つすべての子供たちが、生まれる前から、その成育過程において、家庭の経済

的な環境や、教育・文化的環境などの育っていく環境に左右されることなく、必要に応じて支援や

配慮を受けながら健やかに育ち、現在や将来に、夢や希望を持つことができる。そして、夢や希望

の実現に必要な知識、スキル、意欲・態度、価値観・倫理観を身に付けることができ、いつでもチ

ャレンジすることができる環境の実現を目指します。 

また、子供を持ちたいと希望する人が、経済的・心理的・身体的に安心して子供を持つことがで

き、すべての子供と子育て家庭が、安心して暮らし、子育てができる環境の実現を目指します。 

 

（２）３つの領域ごとの目指す社会像 

「目指す将来の社会像」の実現に向け、体系的に施策を推進するため、子供たちの資質・能力

の育成、安心して子供を持つことができ、子供たちが健やかに育つ環境づくり、配慮が必要な子

供たちとその家族への支援に着目した３つの領域を設定します。 

 

  〈施策領域ごとの目指す社会像〉 

◇領域Ⅰ 子供たちの資質・能力の育成 

すべての子供たちに、「乳幼児期＊から大学・社会人まで」を見据え、学校・家庭・地域な

どで、生涯にわたって主体的に学び続け、多様な人々と協働して新たな価値を創造すること

のできる資質・能力が育成されています。 
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◇領域Ⅱ 安心して子供を持つことができ、子供たちが健やかに育つ環境づくり 

 地域、保育所・幼稚園等や学校、職域など、子供・若者を取り巻く社会のすべての人たちが、

それぞれの立場と資源を活かして協力し、子供の健やかな育ちを見守り、支援などを行う環境

が整っており、すべての子供・若者と子育て家庭が、安心して暮らしています。 

 また、結婚、妊娠・出産の希望を持つ人が、周囲の理解、協力のもと、希望を実現しやすい

環境が整っています。 

 

◇領域Ⅲ 配慮が必要な子供たちとその家族への支援 

 様々な事情により、社会的な支援の必要性が高い子供たちが、身近な大人に温かく見守られ、

大事にされて育ち、権利を擁護され、必要な支援や配慮を受けながら、安心して暮らし、自ら

の可能性を最大限高めることができています。 

 

 

（３）柱ごとの目指す姿 

施策の柱ごとの５年後の「目指す姿」については、県民に深く理解してもらい、具体的にイメ

ージして自らの行動にもつなげてもらえるよう、可能な限り県民視点で記載しています。 

これによって、プランの目指す姿にどれだけ近づいているのかを明確にし、より客観的にプラ

ンの進捗状況を把握して評価などを行うことができます。 

⇒ ５年後の「目指す姿」は第二章の施策の柱に掲載 

 

 

４ モニタリング指標 

目標値は設定しないものの「将来にわたって目指す社会像」に向けて、各施策領域に設定する

成果指標と合わせて、次の指標の動向を注視する。 
 

指  標 現状（R4） 

広島県（自分の住む地域）で子育てをしたいと思う親の割合 93.6％ 

                           （こども家庭庁「母子保健事業の実施状況調査」） 

指  標 現状（R5） 

広島県（自分の住む地域）が好きだと思う子供の割合 
小学校：92.1％ 

中学校：84.1％ 

                      （広島県教育委員会「広島県児童生徒学習意識等調査」）        

指  標 現状（R5） 

合計特殊出生率（広島県） 1.33 

                              （厚生労働省「人口動態統計調査」） 
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第二章   施策の柱と取組の方向 

《プランの施策体系》 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

将来にわたって 
目指す社会像 

すべての子供・若者が、社
会の宝として、成育環境の
違いに関わらず、健やかに
夢を育むことができ、子供
を持ちたいと思う人が安心
して子供を持ち、育てられ
る社会の実現 

【領域Ⅲ】 
配慮が必要な子供たちと
その家族への支援 

１ 児童虐待防止対策の充実 

２ 社会的養育＊の充実・強化 

３ ひとり親家庭の自立支援 

の推進 

４ 障害のある子供等への 

支援 

施策領域 
（目指す社会像） 施策の柱 

地域、保育所・幼稚園等や学校、
職域など、子供・若者を取り巻く
社会のすべての人たちが、それぞ
れの立場と資源を活かして協力
し、子供の健やかな育ちを見守
り、支援などを行う環境が整って
おり、すべての子供・若者と子育
て家庭が、安心して暮らしていま
す。また、結婚、妊娠・出産の希
望を持つ人が、周囲の理解、協力
のもと、希望を実現しやすい環境
が整っています。 

様々な事情により、社会的な支援
の必要性が高い子供たちが、身近
な大人に温かく見守られ、大事に
されて育ち、権利を擁護され、必
要な支援や配慮を受けながら、安
心して暮らし、自らの可能性を最
大限高めることができています。

広島で生まれ、育つすべての
子供たちが、生まれる前から、
18歳くらいまでの成育過程にお
いて、家庭の経済的な環境や、
教育・文化的環境などの育って
いく環境に左右されることな
く、必要に応じて支援や配慮を
受けながら健やかに育ち、現在
や将来に、夢や希望を持つこと
ができる。そして、夢や希望の
実現に必要な知識、スキル、意
欲・態度、価値観・倫理観を身
に付けることができ、いつでも
チャレンジすることができる環
境の実現を目指します。 
 また、子供を持ちたいと希望
する人が、経済的・心理的・身
体的に安心して子供を持つこと
ができ、すべての子供と子育て
家庭が、安心して暮らし、子育
てができる環境の実現を目指し
ます。 

 

１ 乳幼児期＊の質の高い 

教育・保育の推進 

２ 社会で活躍するために 

必要な資質・能力の育成 

【領域Ⅰ】  
子供たちの資質・能力の
育成 

すべての子供たちに、「乳幼児期
＊から大学・社会人まで」を見据
え、学校・家庭・地域などで、生
涯にわたって主体的に学び続け、
多様な人々と協働して新たな価
値を創造することのできる資
質・能力が育成されています。 

４ 多様なライフスタイルに 

応じた子育て環境の整備 

３ 子供の悩みに対する支援・ 

居場所の充実 

２ 妊娠期からの見守り・支援 

の充実 

１ 就労・結婚・妊娠・出産の 
希望の実現を後押しする 
環境の整備 

【領域Ⅱ】 
安心して子供を持つこと
ができ、子供たちが健や
かに育つ環境づくり 

５ 子供と子育てにやさしい 

生活環境と安全の確保 



領域Ⅰ 子供たちの資質・能力の育成 

31 
 

領域Ⅰ  

子供たちの資質・能力の育成 

 

 

領域の目指す社会像  

すべての子供たちに、「乳幼児期＊から大学・社会人まで」を見据え、 
学校・家庭・地域などで、生涯にわたって主体的に学び続け、 
多様な人々と協働して新たな価値を創造することのできる資質・能力が育成されています。 

 

 

 

 

柱１ 乳幼児期＊の質の高い教育・保育の推進  

 （１）乳幼児期＊の教育・保育の充実  ・・・・・・・・・・・・・ ３３ 
 （２）家庭教育を支援する環境の整備  ・・・・・・・・・・・・・ ３４ 

柱２ 社会で活躍するために必要な資質・能力の育成  

 （１）主体的な学び＊を促す教育活動の推進 ・・・・・・・・・・ ３６ 
 （２）生徒指導及び教育相談体制の充実 ・・・・・・・・・・・ ３８ 
 （３）キャリア教育＊の推進 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４０ 
 （４）学びのセーフティネット＊の構築 ・・・・・・・・・・・・ ４２ 
 （５）子供の健康・生活習慣づくり、運動習慣の確立 ・・・・・ ４５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



領域Ⅰ 子供たちの資質・能力の育成 
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目指す姿 柱１ 乳幼児期＊の質の高い教育・保育の推進 

 

◆ 幼児教育アドバイザーによる園・所等への指導・助言や子供理解に基づく評価の実施などを通じて、

乳幼児期の教育・保育の充実に取り組むことで、「遊び 学び 育つひろしまっ子！」推進プラン＊に掲

げる５つの力＊（「感じる・気付く力」「うごく力」「考える力」「やりぬく力」「人とかかわる力」）が

子供たちに育まれ、小学校以降の教育の基礎が培われています。 

また、幼保小連携・接続を進めることで、子供の育ちと学びを円滑につなぐ教育活動が実践され、

小学校へ入学した子供が安心感をもって登校でき、主体的な学びに向かっています。 

 

◆ 生活に身近な場やネウボラにおける家庭教育支援ボランティアによるイベントや、親子が一緒に遊

ぶことで「遊びは学び」を体験する機会を通じて、保護者が「遊びは学び」という乳幼児期の教育・

保育の基本的な考え方について共感的な理解を深めることで、子育てに対する安心感が醸成されてい

ます。 

 

 

 

 
 
成果指標 

 「遊び 学び 育つひろしまっ子！」推進プラン＊に掲げる５つの力＊が育まれている年長児の割合 

80.0％
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柱１ 
乳幼児期＊の質の高い教育・保育の推進 
（１） 乳幼児期＊の教育・保育の充実 

 

現 状  

○ 県が目指す乳幼児期の教育・保育を実現するための基本的な考え方と取組内容を示した「「遊び 

学び 育つひろしまっ子！」推進プラン（第２期）」（以下「第２期プラン」という。）を令和４年

３月に策定し、この第２期プランに基づいて、幼児教育アドバイザーの訪問、幼保小連携・接続、

各種研修等を実施することにより、乳幼児期の教育・保育の質の向上に取り組んでいます。 

○ 園・所等における子供の育ちや学びを客観的に見取り、教育・保育の質の改善に生かすための

ツールとして「「遊び 学び 育つひろしまっ子！」育みシート」（以下「育みシート」という。）と、

「５つの力」が育まれている年長児の割合の見取りに関する「指標（ルーブリック）」を開発し、

園・所等において、教育・保育の振り返りとその改善に向けて効果的に活用されるよう、各種研

修や幼児教育アドバイザー訪問などを通じて、普及啓発に取り組んでいます。 

○ 小学校の初任者教員を対象に、園・所等における保育体験研修を実施し、主体性を尊重する子

供との関わり方や環境構成等について学ぶ機会を設けています。さらに、園・所等での教育・保

育内容が学校全体の授業改善に生かされるよう、中堅教員にも対象を拡大して実施しています。

こうした研修や各市町の幼保小連携協議会等を通じて、「遊びは学び」という乳幼児期の教育・保

育の基本的な考え方が、小学校の教職員にも共通理解されるよう取組を進めています。 

 

課 題  

○ 幼児教育アドバイザー訪問や各種研修等を通じて、一人一人の子供の見取りや、日々の教育・

保育の振り返りに育みシート・指標の活用を提案するなど、教育・保育や授業の改善に向けた実

践的な取組を広げていく必要があります。 

○ 園所等で育まれた資質・能力を踏まえた授業改善が図られるとともに、幼保小が連携して継続

的なカリキュラムの改善が行われるよう取り組む必要があります。 

 

取組の方向  

▶ 幼児教育アドバイザーが園・所等のニーズに応じた支援を継続するとともに、人材育成の観点か

らミドルリーダー層への積極的な指導・助言を行うことで、園・所等における教育・保育の充実が

図られるよう取り組みます。 

▶ 経験年数や職種にかかわらず園所等において、職員が確かな子供理解に基づいて保育を振り返ら

れる園所内研修（カンファレンス）の充実に向けた取組を推進します。 

▶ 小学校において、園・所等で育まれた資質・能力を踏まえた合科的・関連的な授業や弾力的な時

間割の編成など、主体的な学びに向けた授業の改善が進むよう取り組みます。 
 

成 果 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

「遊び 学び 育つひろしまっ子！」推進プラン＊に掲げ

る５つの力＊が育まれている年長児の割合 
82.2％ 

80.0％ 

（R8） 

指標の設定趣旨  

子供が育つ環境に関わらず、本県の全ての乳幼児に「遊び 学び 育つひろしまっ子！」推進プラ

ン＊に掲げる５つの力＊が育まれ、その後の教育の基礎が培われていることが、本県が目指す「生涯

にわたって主体的に学び続け、多様な人々と協働して新たな価値を創造することのできる人材」の

育成に重要であることから、指標として設定しました。 
※ 「遊び 学び 育つひろしまっ子！」推進プラン（第２期）（R4～R8）において、最終目標達成見込年度を令和 8（2026）年

度に設定している。 
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柱１ 
乳幼児期＊の質の高い教育・保育の推進 
（２） 家庭教育を支援する環境の整備 

 

現 状  

○ 「遊びは学び」の共感的な理解に関する啓発資料（リーフレット、動画）を乳児編・幼児編に

分けて開発するとともに、作成した資料をデジタルサイネージ、母子手帳アプリや SNS 等で幅広

く周知しています。 

○ 親の育ちを応援する学びの機会の充実に向けて、市町において、「親の力をまなびあう学習プ

ログラム＊」（通称：親プロ）の進行役を務めるファシリテーターの養成が行われるとともに、地

域で家庭教育支援に関する講座などが開催されています。 

また、商業施設において、店舗を訪れた親子を対象とした「あそびのひろば」の開催や、助産

師会等の協力を得て、県立学校の生徒を対象とした「親になる準備期の学習」が行われています。 

○ 家庭教育フォーラムや子育て支援・家庭教育支援研修会の開催等を通じて、家庭教育支援に関

わる人材の育成に取り組むとともに、各市町が実施する家庭教育支援チームの立ち上げ事業等に

対する事業補助を行っています。 

 

課 題  

○ 家庭を取り巻く環境の変化等により、多くの保護者が子育てについての悩みや不安を感じてい

ることから、引き続き、「遊びは学び」という考え方について共感的理解を図る必要があります。

特に家庭教育支援の場に来ることが難しい保護者へのアプローチが必要です。 

○ 「親の力をまなびあう学習プログラム」の進行役を務めるファシリテーターなど、子育て支援・

家庭教育支援ボランティア等の継続的な人材確保・育成が求められていることから、研修などを

通じて、市町の体制構築に向けた支援を行う必要があります。 

 

取組の方向  

▶ 子供の育ちに関する基本的な考え方や、子供との関り方で大切にしたい視点などについて、科学

的根拠や効果を分かりやすく示した啓発資料を作成し、SNS 等を通じて積極的に周知します。また、

全ての保護者を対象として「遊びは学び」の共感的理解を広げるため、生活に身近な場における「あ

そびのひろば」やネウボラなど様々な場を通じて、啓発資料の提供等を行います。 

▶ 園・所等やネウボラのほか、保護者にとって身近な場において、子供との関わり方について保護

者同士で学ぶ機会や、高等学校段階から子供との関わり方を学ぶ機会を充実させます。 

▶ 保護者が安心感を持って子育てができるよう、地域における家庭教育支援の体制を充実させるた

め、子育て支援・家庭教育支援研修会等を通じて、家庭教育支援に関わる人材の育成を図るととも

に、市町における家庭教育支援チームの立ち上げ等に対する支援を行います。 

 

成 果 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

「遊び 学び 育つひろしまっ子！」推進プラン＊に掲げ

る５つの力＊が育まれている年長児の割合 
82.2％ 

80.0％ 

（R8） 

指標の設定趣旨  

子供が育つ環境に関わらず、本県の全ての乳幼児に「遊び 学び 育つひろしまっ子！」推進プラ

ン＊に掲げる５つの力＊が育まれ、その後の教育の基礎が培われていることが、本県が目指す「生涯

にわたって主体的に学び続け、多様な人々と協働して新たな価値を創造することのできる人材」の

育成に重要であることから、指標として設定しました。 
※ 「遊び 学び 育つひろしまっ子！」推進プラン（第２期）（R4～R8）において、最終目標達成見込年度を令和 8（2026）年

度に設定している。  



領域Ⅰ 子供たちの資質・能力の育成 

35 
 

 
目指す姿 柱２ 社会で活躍するために必要な資質・能力の育成 

 

◆ 基礎的な学力の確実な定着や、主体的な学び＊を促す教育活動の推進、グローバル・マインド＊の

涵養を図る取組等により、全ての子供たちにこれからの社会で活躍するために必要な資質・能力が

身に付いています。 

 

◆ 学校内外での子供たちの居場所づくりや相談・支援体制の充実に向けた取組等により、家庭の経済

的事情等にかかわらず、全ての子供たちが生涯にわたって自己の能力と可能性を最大限に高め、多様

な個性・能力を更に伸ばし生かしていく教育が実現しています。 

 

◆ 子供たちが夢や目標を持ち、自己の生き方や働き方について考えを深めながら、職業生活や日常生

活に必要な知識や、技能、技術を主体的に身に付けることで、社会の激しい変化に流されることなく、

それぞれが直面するであろう様々な課題に柔軟かつ、たくましく対応し、社会的・職業的自立を実現

していく力が身に付いています。 

 

◆ 子供たちに、食や睡眠、運動といった基本的な生活習慣が身に付き、社会で活躍するために必要な

資質・能力を育む下支えとなっています。 

 

成果指標 

 「主体的な学び＊」が定着している児童生徒の割合 

小学校： 72.9％ ⇒ 80.0％ 

中学校： 65.9％ ⇒ 80.0％ 

高等学校：68.8％ ⇒ 80.0％ 

 

 各高等学校で設定した育成すべき資質・能力を身に付けた生徒の割合 

64.8％ ⇒ 74.0％ 

 

 将来の夢や目標を持っていると肯定的に回答した生徒の割合（高等学校） 

72.0％ ⇒ 79.0％ 

 

 全国学力・学習状況調査＊における正答率 40％未満の児童生徒の割合 

小学校:13.8％ ⇒ 10.0％ 

中学校:22.2％ ⇒ 10.0％ 

 

 県内児童（小学６年生）の朝食欠食率 

6.4％ ⇒ 4.9％ 

 

 県内児童（小学６年生）で毎日、同じくらいの時刻に寝ている割合 

83.6％ ⇒ 85.7％ 
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柱２ 
社会で活躍するために必要な資質・能力の育成 
（１） 主体的な学び＊を促す教育活動の推進 

 

現 状  

○ 小・中学校においては、市町の「学びの変革＊」推進協議会を中心に、「学びの変革＊」の深化

に係る研修等を実施したことにより、各学校において、自律的・組織的なカリキュラム・マネジ

メント＊の取組が進められるとともに、デジタル機器を活用したり、学びをファシリテート＊した

りしながら、教科等の本質や学ぶ意義等を意識した授業が行われるなど、全ての児童生徒の「主

体的な学び＊」の実現や資質・能力の育成に向けた取組が進められています。 

○ 高等学校においては、カリキュラム・マネジメント＊推進研修等を通して、全ての学校において

生徒に身に付けさせたい資質・能力を具体化したルーブリックや本質的な問いを中心とした単元

計画を作成するなど、「主体的な学び＊」の実現に向けた授業研究が各学校で組織的に実践されて

います。 

○ 特別支援学校においては、一人一人の障害の状態や特性、心身の発達段階、教育的ニーズに応

じた、専門的な指導やデジタル機器の活動など教育環境の充実を図るとともに、地域協働やキャ

リア教育の充実、また小学部から高等部までを見通したカリキュラム改善に取り組んでいます。 

○ 希望する中学校が海外の中学生とオンラインで交流授業を行うことができるよう、県教育委員

会が海外の教育機関と連携してプラットフォームを構築するなど、異文化間協働活動を行う環境

整備を進めています。 

○ 県立学校の姉妹校等交流の支援を行うとともに、海外行政機関と連携した高校生の海外派遣や

民間事業者と連携した短期留学プログラムの紹介、補助金などの留学支援制度等を実施していま

す。こうした取組により、コロナ禍で激減した海外留学者数は、令和５（2023）年度以降、徐々

に回復傾向にあります。 

 

課 題  

○ 若手教員の増加といった学校の実態や教員の資質・能力によって、学校間における実践や校内

研修の質に差があることから、各学校において自律的・組織的なカリキュラム・マネジメント＊

を確立するとともに、人材育成の取組を進める必要があります。また、総合的な学習（探究）の

時間と各教科・科目等の学習との往還が十分に図られるよう、カリキュラム・マネジメントの質

的向上に取り組む必要があります。 

○ 海外留学者数は回復傾向にあるものの、円安や燃料価格高騰等による海外渡航費の高騰といっ

た外的要因により、依然としてコロナ禍前の水準にまでは回復していません。また、県立学校に

おける姉妹校等交流についても、コロナ禍で停滞した活動が再開していない学校があります。 

 

取組の方向  

▶ 小中学校において、個別最適な学び＊と協働的な学び＊を一体的に充実させるとともに、探究的

な学び＊を中核にしたカリキュラムを全県で共有することにより、各学校のカリキュラムの質的改

善を図ります。 

▶ また、各市町「学びの変革＊」推進協議会や研修等により、自律的・組織的な校内研修体制の確

立を図り、若手教員の力量向上に取り組みます。 

▶ 高等学校において、STEAM 型教育の視点を取り入れ、教科等横断的な視点での各学校のカリキュ

ラムの質的改善を図り、探究的な学びを促進させる教育活動の充実に取り組みます。 

 また、カリキュラム・マネジメントの視点から効果的な授業研究を進めるための校内研修を実施

できるミドルリーダーを育成する研修を実施するなど、生徒の主体的な学びを促進できる人材育成

に取り組みます。 
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▶ 円安等の状況下においても、多くの生徒が海外留学に挑戦するような環境を整備するため、留学

の価値や魅力を伝える機運醸成のための取組を行うとともに、留学費用の支援を行います。 

姉妹校等交流についても、活動再開のための学校訪問指導や新規姉妹校等連携の支援などを行っ

ていきます。これらの取組により、グローバル・マインドの涵養を図ります。 
 

成 果 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

「主体的な学び＊」が定着している児童生徒の割合 

小学校：72.9％ 

中学校：65.9％ 

高等学校：68.8％ 

小学校：80.0％ 

中学校：80.0％ 

高等学校：80.0％ 

指標の設定趣旨  

社会で活躍するために必要な資質・能力の育成を図るためには、「主体的な学び＊」が定着してい

る児童生徒が増えることが必要であると考えられることから、指標として設定しました。 

 

成 果 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

各高等学校で設定した育成すべき資質・能力を身に付

けた生徒の割合 
64.8％ 74.0％ 

指標の設定趣旨  

各高等学校において、「主体的な学び＊」を促す教育活動の実践を通して、生徒に主体的な学び＊

の定着が図られることにより、各高等学校で設定した資質・能力の育成につながると考えられるこ

とから、指標として設定しました。 

 

成 果 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

外国人との積極的コミュニケーションが大切だと考え

る高等学校生徒の割合 
72.0％ 

74.7％ 

（R7） 

指標の設定趣旨  

外国人との積極的コミュニケーションが大切だと考える生徒が増えることが、社会で活躍するた

めに必要な資質・能力の育成につながると考えられることから、指標として設定しました。 

※ 広島県教育委員会主要施策実施方針（R3～R7）において、最終目標達成見込年度を令和 7（2025）年度に設

定している。 
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柱２ 
社会で活躍するために必要な資質・能力の育成 
（２） 生徒指導及び教育相談体制の充実 

 

現 状  

○ 令和５年（2023）年３月に、国において「誰一人取り残されない学びの保障に向けた不登校対

策について（COCOLO プラン）」が策定されるなど、不登校児童生徒に対する教育の機会を確保する

ことの重要性が高まっています。 

○ 本県では、令和元年度から校内に教育支援センター（ＳＳＲ）を設置し、不登校、不登校傾向

及び特別な支援が必要と考えられる児童生徒への支援を行う不登校ＳＳＲ推進校を指定し、教員

を１名加配するとともに、指導主事による学校訪問や連絡協議会の開催等を通して、不登校の未

然防止及び不登校等児童生徒の社会的自立に向けた取組の強化・充実を図っています。 

○ 暴力行為やいじめをはじめとする問題行動や不登校、中途退学などの生徒指導上の諸課題が大

きい学校をサポート実践校に指定、教員を加配（１名）するとともに、学校訪問や連絡協議会等

を通して、組織的な生徒指導体制及び教育相談体制の構築に向けた指導を行いましたが、いじめ

の認知件数や中途退学率が上昇傾向にあります。 

 ＜いじめの認知件数（公立小・中・高・特別支援学校＊）＞  

R3：5,399 件 ⇒ R4：5,618 件 ⇒ R5：6,045 件 

 ＜中途退学率（公立高等学校）＞  

R3：1.0% ⇒ R4：1.1% ⇒ R5：1.2% 

○ スクールカウンセラー＊（SC）やスクールソーシャルワーカー＊（SSW）の配置を拡充するととも

に、各スーパーバイザー＊等を活用した連絡協議会（研修）を開催し、専門性の向上に取り組むな

ど、教育相談体制の充実を図りましたが、学校からＳＣ及びＳＳＷの配置要望が増えています。 

 ＜SC・SSW の配置・派遣＞  

R6：SC を全校に配置 

R6：SSW を 50 中学校（区）、４県立高校に配置（県内を４エリアに分けて各エリアの拠点校に 

配置してエリア内の全校を支援対象） 

 

課 題  

○ 不登校、不登校傾向であったり、特別な支援が必要と考えられたりする児童生徒一人一人の状

況に応じて、安心して社会とつながって生活できたり、学んだりすることができる場所の充実が

必要です。 

○ 暴力行為やいじめをはじめとする問題行動を繰り返し行う児童生徒が一定程度存在する中、児

童生徒の特性や背景に応じた生徒指導の充実が必要です。 

○ 専門性が高いＳＣ、ＳＳＷの確保や育成など、さらなる教育相談体制の充実が必要です。 

 

取組の方向  

▶ 校内に教育支援センター（ＳＳＲ）を設置している学校の拡充や県教育支援センターと市町教育

支援センターのネットワークの構築による教育支援センターの取組の充実、さらには、フリースク

ール等民間団体との連携などを通じ、不登校等児童生徒や保護者にとって、より身近で安心でき、

個々の児童生徒に応じて学ぶことができる多様な居場所を整備することにより、学びにアクセスで

きない児童生徒ゼロを目指します。 

▶ 研修等を通じ、児童生徒の特性や背景に応じた生徒指導方法の共有や問題行動の未然防止に係る

取組を充実させるなど、生徒指導に係る各学校及び各市町教育委員会の指導力を向上させます。 

▶ ＳＣ、ＳＳＷの人材を確保し、専門性の向上を図るなど、教育相談体制を充実させます。 
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成 果 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

いじめの解消率（公立小・中・高・特別支援学校＊） 71.1％ 
83.7％ 

（R7） 

指標の設定趣旨  

認知したいじめについて、早期に対応し、確実に解消につなげていくことが、児童生徒が安全・

安心に学ぶことのできる学校環境の確保につながると考えられることから、指標として設定しまし

た。 

※ 広島県教育委員会主要施策実施方針（R3～R7）において、最終目標達成見込年度を令和 7（2025）年度に設

定している。 

 

成 果 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

不登校児童生徒への支援の結果、好ましい変化が見ら

れた児童生徒の割合（公立小・中学校） 
56.3％ 

53.3％ 

（R7） 

指標の設定趣旨  

近年、不登校児童生徒の割合が上昇傾向にある中、在籍学級以外の居場所づくりなどを進め、学

びにアクセスできない児童生徒をゼロにしていくことが、全ての児童生徒の能力と可能性を最大限

高め、社会的自立や社会参加の実現につながると考えられることから、指標として設定しました。 

※ 広島県教育委員会主要施策実施方針（R3～R7）において、最終目標達成見込年度を令和 7（2025）年度に設

定している。 

 

成 果 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

中途退学率（公立高等学校） 1.2％ 
0.8％ 

（R7） 

指標の設定趣旨  

学校の指導力・支援力向上により、中途退学者を減らしていくことが、全ての生徒の能力と可能

性を最大限高め、社会的自立や社会参加の実現につながると考えられることから、指標として設定

しました。 

※ 広島県教育委員会主要施策実施方針（R3～R7）において、最終目標達成見込年度を令和 7（2025）年度に設

定している。 
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柱２ 
社会で活躍するために必要な資質・能力の育成 
（３） キャリア教育＊の推進 

 

現 状  

○ 小学校及び中学校学習指導要領において、学ぶことと自己の将来とのつながりを見通しながら、

社会的・職業的自立に向けて必要な基盤となる資質・能力を身に付けていくことができるようキ

ャリア教育＊の充実を図ることが示されたことを踏まえ、キャリア教育＊を通して身に付けさせた

い資質・能力を、児童生徒の実態を踏まえて具体的に設定して取り組む学校が増えています。 

＜キャリア教育＊を通して身に付けさせたい力について、具体的な資質・能力として設定している

学校の割合＞（県調査） 

 小学校 R3：80.0％⇒R6：88.1％ 

中学校：R3：91.7％⇒R6：94.9％ 

○ キャリア教育＊の一層の充実が求められていることから、文部科学省においては、現行の小学校、

中学校及び高等学校学習指導要領において、特別活動を要としつつ各教科等の特質に応じた組織

的かつ計画的な指導の実施の必要性が明示されています。 

○ また、学校教育の中に変化する社会の動きを取り込み、世の中と結び付いた授業等を通じて、

生徒たちがこれからの人生を前向きに考えていけるようにすることや、地域や社会と関わり、様々

な職業に出会い社会的・職業的な自立に向けた学びを積み重ねていくことの重要性も示されてい

ます。 

 

課 題  

○ 小中学校において、児童生徒が、学ぶことと自己の将来とのつながりを見通しながら、社会的・

職業的自立に向けて必要な基盤となる資質・能力を身に付けていくことができるよう、地域や産

業界と連携し、系統的に育成を目指す資質・能力と関連付けた体験活動等の充実が求められてい

ます。 

○ 高等学校において、勤労観・職業観を自ら形成・確立できる生徒の育成を目指し、生徒一人一

人が自らの在り方生き方や、自分たちの生活と職業との関係を考え、職業に対する基礎的な知識・

理解を得ることができるよう、地域・産業界等との連携・交流を一層深めるとともに、教科・科

目等横断的な学習活動の充実が求められています。 

 

取組の方向  

▶ 小・中学校においては、オンラインによる「学びの変革＊推進のための実践等交流会」や中学校

進路指導主事研修等でキャリア教育＊の指定校で実践された好事例を紹介することにより、地域や

産業界と連携した児童生徒の体験活動等を充実させ、児童生徒の社会的・職業的自立に向けて必要

な基盤となる資質・能力の育成に取り組みます。 

▶ 高等学校においては、「総合的な探究な時間」や「課題研究」といった授業を中心に地域・産業

界等との連携を深めるとともに、探究的な学習活動や学校・学科横断的な学習活動の充実、学校内

外の場面で研修会等を実施することにより、教育活動全体において、生徒のキャリア形成の支援及

びこれからの職業人として必要な資質・能力の育成に取り組みます。 
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成 果 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

将来の夢や目標を持っていると肯定的に回答した生徒

の割合（高） 
72.0％ 79.0％ 

指標の設定趣旨  

生徒が、学ぶことと自己の将来のつながりを見通しながら、自身の職業意識や自らの生き方など

について主体的に考えることが、社会的・職業的自立につながるとして、指標として設定しました。 
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柱２ 
社会で活躍するために必要な資質・能力の育成 
（４） 学びのセーフティネット＊の構築 

 

現 状  

〇 令和５年（2023）年３月に、国において「誰一人取り残されない学びの保障に向けた不登校対

策について（COCOLO プラン）」が策定されるなど、不登校児童生徒に対する教育の機会を確保する

ことの重要性が高まっています。【再掲】 

○ 本県では、令和元年度から校内に教育支援センター（ＳＳＲ）を設置し、不登校、不登校傾向

及び特別な支援が必要と考えられる児童生徒への支援を行う不登校ＳＳＲ推進校を指定し、教員

を１名加配するとともに、指導主事による学校訪問や連絡協議会の開催等を通して、不登校の未

然防止及び不登校等児童生徒の社会的自立に向けた強化・充実を図ってきました。【再掲】 

○ 暴力行為やいじめをはじめとする問題行動や不登校、中途退学などの生徒指導上の諸課題が大

きい学校をサポート実践校に指定、教員を加配（１名）するとともに、学校訪問や連絡協議会等

を通して、組織的な生徒指導体制及び教育相談体制の構築に向けた指導を行いましたが、いじめ

の認知件数や中途退学率が上昇傾向にあります。【再掲】 

 ＜いじめの認知件数（公立小・中・高・特別支援学校＊）＞  

R3：5,399 件 ⇒ R4：5,618 件 ⇒ R5：6,045 件 

 ＜中途退学率（公立高等学校）＞  

R3：1.0% ⇒ R4：1.1% ⇒ R5：1.2% 

○ スクールカウンセラー＊（SC）やスクールソーシャルワーカー＊（SSW）の配置を拡充するととも

に、各スーパーバイザー＊等を活用した連絡協議会（研修）を開催し、専門性の向上に取り組むな

ど、教育相談体制の充実を図りましたが、学校からＳＣ及びＳＳＷの配置要望が増えています。【再

掲】 

 ＜SC・SSW の配置・派遣＞  

R6：SC を全校に配置 

R6：SSW を 50 中学校（区）、４県立高校に配置（県内を４エリアに分けて各エリアの拠点校に

配置してエリア内の全校を支援対象） 

○ 学習につまずいている児童生徒へのきめ細かい指導の充実を目指し、小学校低学年段階からの

学習のつまずきを把握し、個に応じた支援を行うための「広島県学びの基盤に関する調査＊」の活

用を進めています。 

○ 日本語指導のための加配教員や非常勤講師を措置するとともに、日本語指導が必要な児童生徒

の実態に応じた指導の充実を向けて、日本語指導担当教員の研修会を実施し、指導者を養成して

います。 

○ 高校生等の学費負担を軽減する各種制度について、分かりやすく説明したパンフレットやホー

ムページを作成し県内全ての高校生等へ配付するなど、周知に取り組んでいます。 

 

課 題  

○ 不登校、不登校傾向であったり、特別な支援が必要と考えられたりする児童生徒一人一人の状

況に応じて、安心して社会とつながって生活できたり、学んだりすることができる場所の整備が

十分ではありません。【再掲】 

○ 暴力行為やいじめをはじめとする問題行動を繰り返し行う児童生徒が一定程度存在する中、児

童生徒の特性や背景に応じた生徒指導が十分に行われていません。【再掲】 

○ ＳＣ、ＳＳＷが不足し、また、専門性が高まっていないなど、教育相談体制が十分に整備され

ていません。【再掲】 
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○ 学習につまずいている児童生徒が一定程度いることから、個々のつまずきに応じた支援を充実

させていく必要があります。 

○ 多文化共生の視点＊をもった日本語指導が実施できていない学校があることから、日本語指導へ

の理解を深め、授業改善を行う必要があります。 

○ 学費負担を軽減する各種制度について、制度の内容が十分に理解されず、申請に繋がってない

ケースがあります。 

○ 昨今の厳しい経済状況を踏まえ、学費負担を軽減する各種制度の更なる充実が求められていま

す。 
 
取組の方向  

▶ 校内に教育支援センター（ＳＳＲ）を設置している学校の拡充や県教育支援センターと市町教育

支援センターのネットワークの構築による教育支援センターの取組の充実、さらには、フリースク

ール等民間団体との連携などを通じ、不登校等児童生徒や保護者にとって、より身近で安心でき、

個々の児童生徒に応じて学ぶことができる多様な居場所を整備することにより、学びにアクセスで

きない児童生徒ゼロを目指します。【再掲】 

▶ ＳＣ・ＳＳＷの人材を確保し、専門性の向上を図るなど、教育相談体制を充実させます。【再掲】 

▶ 個々の児童生徒の学習のつまずきに対応した指導をはじめとする、児童生徒の興味関心・特性等

に応じた学習支援や日本語指導が必要な児童生徒への支援の充実に取り組みます。 

▶ 学費負担を軽減する各種制度の広報に取り組み、利用促進を図るとともに、制度の充実に向けた

検討を進めます。 
 

成 果 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

全国学力・学習状況調査＊における正答率 40％未満の

児童生徒の割合 

小学校：13.8％ 

中学校：22.2％ 

小学校 10.0％ 

中学校 10.0％ 

指標の設定趣旨  

全国学力・学習状況調査＊における正答率 40％未満の児童生徒数が減少することが、児童生徒へ

の基礎的な学力の定着につながっていると考えられることから、指標として設定しました。 
 

成 果 指 標 現状（R5） 目標（R7） 

不登校児童生徒への支援の結果、好ましい変化が見ら

れた児童生徒の割合（公立小・中学校）【再掲】 
56.3％ 

53.3％ 

（R7） 

指標の設定趣旨  

近年、不登校児童生徒の割合が上昇傾向にある中、在籍学級以外の居場所づくりなどを進め、学

びにアクセスできない児童生徒をゼロにしていくことが、全ての児童生徒の能力と可能性を最大限

高め、社会的自立や社会参加の実現につながると考えられることから、指標として設定しました。 
※ 広島県教育委員会主要施策実施方針（R3～R7）において、最終目標達成見込年度を令和 7（2025）年度に設

定している。 

 

成 果 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

中途退学率（公立高等学校）【再掲】 1.2％ 
0.8％ 

（R7） 

指標の設定趣旨  

学校の指導力・支援力向上により、中途退学者を減らしていくことが、全ての生徒の能力と可能

性を最大限高め、社会的自立や社会参加の実現につながると考えられることから、指標として設定

しました。 
※ 広島県教育委員会主要施策実施方針（R3～R7）において、最終目標達成見込年度を令和 7（2025）年度に設

定している。 
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成 果 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

「遊び 学び 育つひろしまっ子！」推進プラン＊に掲げ

る５つの力＊が育まれている年長児の割合【再掲】 
82.2％ 

80.0％ 

（R8） 

指標の設定趣旨  

子供が育つ環境に関わらず、本県の全ての乳幼児に「遊び 学び 育つひろしまっ子！」推進プラ

ン＊に掲げる５つの力＊が育まれ、その後の教育の基礎が培われていることが、本県が目指す「生涯

にわたって主体的に学び続け、多様な人々と協働して新たな価値を創造することのできる人材」の

育成に重要であることから、指標として設定しました。 
※ 「遊び 学び 育つひろしまっ子！」推進プラン（第２期）（R4～R8）において、最終目標達成見込年度を令和

8（2026）年度に設定している。 
 

  



領域Ⅰ 子供たちの資質・能力の育成 
 

45 
 

柱２ 
社会で活躍するために必要な資質・能力の育成 
（５） 子供の健康・生活習慣づくり、運動習慣の確立 

 

現 状  

○ 子供たちが健やかに成長していくためには、適切な運動、栄養バランスの取れた食事、十分な

休養、睡眠が大切です。 

○ 栄養バランスの取れた食事に関心を持っている子供の割合は増加しており、また、朝食または

夕食を家族と一緒に食べる共食の回数は増加傾向にあります。 

 ＜共食の回数＞ H29：8.9 回 ⇒ R5：12.4 回（1週間あたり） 

○ 令和５（2023）年度に実施した子供の生活に関する実態調査において、授業が「わかる」と答

えた児童は、「わからない」と答えた児童に比べ、朝食を食べる頻度が高く、ほぼ同じ時間に寝て

いる割合が高くなっており、規則正しい生活習慣の授業理解度への影響が示唆されています。 

○ 小学校では、保健の授業で、運動、食事、睡眠などを適切にとることが必要であると理解させ

るとともに、児童会活動で給食後の歯磨き活動に取り組むなど、基本的な生活習慣を身に付ける

ための指導を行っていますが、朝食を食べていない子供の割合は増加傾向にあり、また、毎日同

じくらいの時間に寝ていない子供が約 2割います。 

＜（小学６年生）朝食欠食率＞  

R1：4.4％ ⇒ R6：6.4％（全国学力学習調査、文部科学省） 

＜（小学６年生）毎日、同じくらいの時刻に寝ている＞  

R1：83.0％ ⇒ R6：83.6％（全国学力学習調査、文部科学省） 

○ 本県の３歳児でう蝕がない人の割合は、令和４年度で 90.7％と９割を超えており、３歳児で４

本以上のう蝕がある歯を有する人の割合は令和４年度で2.7％と全国平均3.0％に比べて良好な状

況です。 

 ＜３歳児でう蝕がない人の割合＞H29：86.7％（全国平均 85.6％）⇒R4:90.7％（全国平均 91.3％） 

＜３歳児で４本以上のう蝕がある歯を有する人の割合＞R4:2.7％（全国平均 3.0％） 

○ 乳幼児期はう蝕に対する抵抗性が低いため、フッ化物塗布やフッ化物洗口を行うことが有効で

あることから、今後も乳幼児への対策を継続していくことが求められています。 

○ 本県の 12 歳児でう蝕がない人の割合は、令和４年度で 77.4％と全国平均 74.2％を上回ってお

り、歯肉に炎症を有する人の割合も、令和４年度で 2.8％と全国平均 3.1％に比べて良好な状況で

す。 

 ＜12 歳児でう蝕がない人の割合＞H30：70.4％（全国平均 67.3％）⇒R4：77.4％（74.2％） 

 ＜12 歳児で歯肉に炎症を有する人の割合＞ H30：5.1％⇒R4:2.8％ 

○ また、幼児期は体の諸機能が著しく発達する時期であり、子供は自発的にその時発達していく

機能を使って活動する傾向があると言われています。また、幼児期の運動が、その後の運動実施

状況にも大きな差を生むとされています。 

○ 日常生活を行っていく上で必要な体力や運動能力を維持するためには、継続して体を動かす習

慣づくりが重要です。 

○ これまで子供のスポーツは、学校における体育に関する指導に加え、スポーツ少年団など地域

による活動や、民間が運営する道場や体操クラブ・スイミングクラブ等によって担われてきまし

た。このうち公立学校においては、生涯にわたって運動やスポーツを豊かに実践していくととも

に、体力の向上を図ることのできる実践力の育成を目指し、各学校において、マネジメントサイ

クル＊を活用した体力つくりを進めています。 
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○ 運動（体を動かす遊びを含む）やスポーツをすることが「やや嫌い」「嫌い」と答える児童生徒

の割合が一部減少するなど一定の成果が見え始めています。 

 ＜全国体力・運動能力、運動習慣等調査における運動（体を動かす遊びを含む）やスポーツをす

ることが「やや嫌い」「嫌い」と答えた生徒の割合（公立中２男子）＞  

R3：12.0％ ⇒ R4：10.2％ ⇒ R5：9.8％ 

 ＜全国体力・運動能力、運動習慣等調査における運動（体を動かす遊びを含む）やスポーツをす

ることが「やや嫌い」「嫌い」と答えた生徒の割合（公立中２女子）＞  

R3：21.8％ ⇒ R4：19.8％ ⇒ R5：21.4％ 

○ また、学校教育の一環として行われ、子供のスポーツ環境として生徒の多様な学びの場となっ

ていた公立学校の運動部活動については、顧問の競技経験の不足により、生徒が望む専門的な指

導ができていないケースがあるほか、少子化が進展する中、これまでと同様の運営体制では維持

が難しくなってきており、学校や地域によっては存続の危機にあります。 

 

課 題  

○ 乳幼児期からの基本的な生活習慣づくりへの支援が求められています。また、就学後も、家庭

における生活習慣の改善を促す取組が必要です。 

○ 家庭は食に関する情報や知識、伝統や文化の伝承、食の楽しみを得るなど、望ましい食生活の

獲得に重要であり、食を楽しむ環境づくりが進むよう、引き続き共食の推進に取り組む必要があ

ります。また、困難な家庭状況の子供に対しては、食を通じたコミュニケーションの機会が減少

しており、地域での共食の機会を増やす必要があります。 

○ 規則正しい食生活を身に付けるには、朝食摂取の効果など、朝食の大切さの理解を促進する必

要があります。 

○ 幼稚園や保育所等の職員や保護者に対して、う蝕予防に有効なフッ化物塗布やフッ化物洗口に

ついて、適切な知識を普及していく必要があります。小・中・高等学校期でう蝕がない人の割合

は良好な状況ですが、歯肉に炎症を有する人の割合は学年が上がるにつれて増加しています。 

○ 幼児期における運動遊びの充実の取組を進めていくことで、乳幼児期に育みたい「５つの力」

（「感じる・気付く力」、「うごく力」、「考える力」、「やりぬく力」、「人とかかわる力」）

を育成していく必要があります。 

○ 子供たちが楽しく体を動かせるよう、体育科・保健体育科の授業の改善が求められています。 

○ ジュニア期におけるスポーツ環境の整備には、従来の学校単位での活動から、一定規模の地域

単位での活動を視野に入れた体制の構築が求められています。 

 

取組の方向  

▶ 望ましい食事、睡眠、運動等の基本的な生活習慣づくりを推進します。 

▶ 食の楽しさを実感するため、家庭での共食の機会の提供に取り組むとともに、市町、地域のボラ

ンティア団体等と連携し、地域での共食の機会の増加に取り組みます。 

▶ 家庭、学校、企業、地域等と連携し、朝食の大切さなど食に関する正しい知識の発信・普及啓発

に取り組みます。 

▶ 生涯を通じた正しい歯科保健行動の定着に向け、歯科関係団体や学校等と連携し、う蝕予防対策

及び歯周病対策を推進します。 

▶ 幼児が興味や能力などに応じた遊びを通じて、体を動かすことの楽しさを実感できるよう、専門

家と連携し、子供が遊びの中で自発的に楽しく身体を動かす環境を、それぞれの教育・保育施設の

実態に合わせて工夫できるよう保育士や幼稚園教諭等の育成に取り組みます。 

▶ 体育科・保健体育科授業や体力の向上に関する教師の指導力向上を図ります。 
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▶ 地域のスポーツ団体や民間事業者と公立中学校等との連携により、地域と学校が協働・融合した

形での、地域におけるスポーツ環境の整備を進めます。 

 

 

成 果 指 標 現状（R6） 目標（R11） 

県内児童（小学６年生）の朝食欠食率 6.4％ 4.9％ 

県内児童（小学６年生）で毎日、同じくらいの時刻に寝

ている割合 
83.6％ 85.7％ 

指標の設定趣旨  

幼少期から規則正しい食事、睡眠をとる習慣を身に付けることが、子供たちが社会で活躍するた

めの資質・能力を育むための生活習慣の確立につながると考えられることから、指標として設定し

ました。 

 

成 果 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

運動（体を動かす遊びを含む）やスポーツが「やや嫌い」

「嫌い」と答える生徒の割合（公立中学校第２学年） 

男子：9.8％ 

女子：21.4％ 

男子：5.0％ 

女子：10.0％ 

（R7） 

指標の設定趣旨  

生徒の運動やスポーツ嫌いを減少させ、運動習慣の確立を図ることが、生涯を通じた豊かなスポ

ーツライフの実現につながると考えられることから、指標として設定しました。 

※ 広島県教育委員会主要施策実施方針（R3～R7）において、最終目標達成見込年度を令和 7（2025）年度に設

定している。 

 

参 考 指 標 現状 目標（R11） 

朝食又は夕食を家族と一緒に食べる「共食」の割合 
週平均 12.4 回 

 (R５) 

現在の高水準を 

維持する 

 (R11) 

３歳児でう蝕がない人の割合 
90.7％ 

(R４) 
― 

３歳児で４本以上のう蝕のある歯を有する人の減少 
2.7％ 

（R３） 
０％ 

12 歳児でう蝕がない人の割合 
77.4％ 

(R４) 
90％以上 

12 歳児で歯肉に炎症を有する人の割合 
2.8％ 

(R４) 
１％以下 
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領域Ⅱ  

安心して子供を持つことができ、 
子供たちが健やかに育つ環境づくり 

 
 
 
領域の目指す社会像  

地域、保育所・幼稚園等や学校、職域など、子供を取り巻く社会のすべての人たちが、 
それぞれの立場と資源を活かして協力し、子供の健やかな育ちを見守り、 
支援などを行う環境が整っており、すべての子供たちと子育て家庭が、 
安心して暮らしています。 
 また、結婚、妊娠・出産の希望を持つ人が、周囲の理解、協力のもと、 
希望を実現しやすい環境が整っています。 

 

柱１ 就労・結婚・妊娠・出産の希望の実現を後押しする環境の整備  

 （１）将来を見通せる経済的基盤づくり ・・・・・・・・・・・ ５０ 
 （２）結婚を希望する人への支援 ・・・・・・・・・・・・・・ ５２ 
 （３）不妊治療等支援体制の充実 ・・・・・・・・・・・・・・ ５４ 

柱２ 妊娠期からの見守り・支援の充実  

 （１）妊娠期からの見守り・支援の仕組みづくり ・・・・・・・ ５７ 
 （２）妊産婦支援・母子保健等の推進 ・・・・・・・・・・・・・ ５９ 
 （３）周産期＊・小児医療体制の確保 ・・・・・・・・・・・・・ ６１ 

柱３ 子供の悩みに対する支援・居場所の充実  

 （１）子供のこころのケアの充実 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ６４ 

 （２）子供の性被害への対策の充実 ・・・・・・・・・・・・・ ６６ 

 （３）不登校の子供への支援 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ６８ 

 （４）ヤングケアラーへの支援 ・・・・・・・・・・・・・・・ ６９ 

 （５）ひきこもり支援等の充実 ・・・・・・・・・・・・・・・ ７１ 

 （６）子供の居場所づくりの推進 ・・・・・・・・・・・・・・ ７３ 

柱４ 多様なライフスタイルに応じた子育て環境の整備  

 （１）子育てを応援する職場環境の整備 ・・・・・・・・・・・ ７６ 

 （２）質の高い幼児教育・保育の提供体制の確保 ・・・・・・・ ７７ 

 （３）放課後児童クラブの充実 ・・・・・・・・・・・・・・・ ７９ 
 （４）共育ての推進 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８０ 

柱５ 子供と子育てにやさしい生活環境と安全の確保  

 （１）みんなで子育て応援の推進 ・・・・・・・・・・・・・・ ８３ 

 （２）子育て住環境の整備 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８５ 

 （３）子供と子育てにやさしいまちづくりの推進 ・・・・・・・ ８７ 

 （４）子供の防災の取組の推進 ・・・・・・・・・・・・・・・ ８９ 

 （５）子供の防犯・非行防止の取組の推進 ・・・・・・・・・・ ９０ 

 （６）子供の交通安全の取組の推進 ・・・・・・・・・・・・・ ９２ 
 



領域Ⅱ 安心して子供を持つことができ、子供たちが健やかに育つ環境づくり 

 
 

49 
 

 

目指す姿 柱１ 
就労・結婚・妊娠・出産の希望の実現を 
後押しする環境の整備 

 
 

◆ 若い世代や子育て世帯の経済的基盤の安定化と、子育てや教育に係る負担軽減が図られ、また、

ライフステージに応じた支援制度の認知が進むことにより、将来への不安が軽減されるとともに、

出会いの機会の創出等の支援が講じられ、結婚や、子供を持ちたいという希望を実現しやすい環境

整備が進んでいます。 

 

◆ 若い世代が結婚や子育てに対してポジティブなイメージを抱き、結婚、子育て、仕事を含めた将

来のライフデザインを、希望を持って描くことができています。 

 

◆ 不妊や不育に悩む方や治療に不安を抱える方が相談しやすい環境が整い、不妊・妊娠に関する正

しい知識が浸透し、夫婦が共に若い年齢で不妊検査を受けることができています。 

また、治療が必要な場合は、経済的負担を理由に治療を断念したり、選択肢を狭めたりすること

なく、仕事とも両立しながら、希望する治療を受けることができる環境整備が進んでいます。 

 
 
成果指標 

 希望の子供数を持てていない人の割合 
31.1％ ⇒ ●％（検討中） 

 
 不妊検査・不妊治療の助成に係る認知率 

68.9％ ⇒ 80.0％ 
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柱１ 
就労・結婚・妊娠・出産の希望の実現を後押しする環境の整備 

（１） 将来を見通せる経済的基盤づくり 
 

現 状  

○ 本県の合計特殊出生率＊は、全国平均を上回って推移していますが、減少傾向にあり、令和 5年

は過去最低であった平成 16 年と並んで 1.33 となるなど、少子化の進展には歯止めがかけられて

いません。 

○ 希望の子供数を持てていない夫婦の割合は 31.1％（R５）となっており、その理由としては、経

済的な負担・不安が最多となっています。経済的負担の軽減については、「子育て家庭の所得を増

やす」「子育て・教育に係る費用を公費で負担する」の両方が重要であると考える人が最も多く、

約５割となっています。（令和５年度広島県少子化対策・子育て支援に関する調査） 

○ 令和６年度に実施した県民アンケートにおいても、結婚や子供を持つことに希望を持てる社会

にするために必要な施策、希望の子供数を持てるよう強化すべき施策としては、「妊娠・出産、子

育ての経済的負担の軽減」、「夫婦が働きながら子育てしやすい社会や職場環境の整備」が上位で

あり、また、子供を持ちたいという希望の実現に向けて、公費負担をさらに充実させることにつ

いて、約９割の方が必要と考えています。（令和６年度少子化対策・子育て支援に関する県民アン

ケート） 

○ 妊娠・出産、子育てに係る全国一律の経済的支援制度としては、出産・子育て応援交付金や３

歳以上の幼児教育・保育の無償化、高校授業料の実質無償化、高等教育の修学支援新制度などが

実施されているほか、令和６年 10月からは児童手当の大幅拡充が行われています。県では、これ

らに加え、独自の経済的支援制度として不妊治療への支援や乳幼児医療費の助成、私立高等学校

等の授業料等軽減補助などを行っています。 

○ 子育てにおける費用面で負担感の大きいものは、高校や大学の修学に必要な費用が上位となっ

ている一方で、高校や大学の修学支援に対する認知度は６割程度にとどまるなど、現行の支援制

度について十分に知られていない状況もあります。（令和５年度広島県少子化対策・子育て支援に

関する調査） 

○ 男女とも、理想のライフコースは両立コース（結婚し、子供を持つが、仕事も続ける）が最多

であり（国立社会保障・人口問題研究所「第 16回出生動向基本調査」（以下「出生動向基本調査」

という。））、女性の出産後の働き方として、正社員で就労継続をした場合、離職して再就職しない

場合に比べ世帯の生涯可処分所得が約 1.7 億円多いとの試算もあります。（内閣府政策統括官「女

性の職業生活における活躍推進プロジェクトチーム」資料） 

 
 

課 題  

○ 子育てや教育に係る経済的負担を軽減するため、全国一律の経済的支援に加えて、県独自の支

援策を効果的に行う必要があります。 

○ 若い世代や子育て世帯に、ライフステージに応じた経済的支援制度について十分に知ってもら

い、将来の経済的負担への不安を軽減する必要があります。 

○ 子育て世帯の所得を増やし、ライフサイクル全体を通して経済的基盤を安定させるため、男女

が共に働きながら子育てしやすい社会や職場環境づくりを進める必要があります。 

○ 就職の際、「自分が希望する業界・職種」や「自己の成長が期待できる」といった理由で、県

外へ転出する人も一定割合あることから、若者が働きたいと思える魅力的な働く場を創出してい

く必要があります。 

○ 若者が仕事や暮らしを考える際の参考となるよう、県内の魅力的な企業や、広島で働く魅力な

どを伝える企業の講座やＳＮＳを通じた情報発信を更に強化していく必要があります。 
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取組の方向 

▶ 全国一律の経済的支援を着実に講じるとともに、更なる拡充について国に働きかけます。また、

不妊治療への支援や乳幼児医療費の助成、私立高等学校等の授業料等軽減補助など、県独自の支援

策を効果的に組み合せ、妊娠・出産・子育てに係る経済的負担の軽減を図ります。 

▶ ライフステージに応じた支援制度を見える化するとともに、若い世代へのライフデザイン啓発の

機会や子育て世帯への情報発信の機会などを活用し、積極的に周知を進めることで、若い世代や子

育て世帯の将来の経済的負担への不安の軽減に取り組みます。 

▶ 時間や場所にとらわれない柔軟な働き方や個々の能力を発揮できる多様な働き方など、それぞれ

のライフスタイルに応じて働くことができる労働環境の整備を促進するとともに、従業員の働きが

いやモチベーションの向上など、企業価値の向上につながる人的資本経営を一層促進します。（領

域Ⅱ柱４（１）参照） 

▶ 育児休業制度の周知を図るとともに、男性育児休業取得促進の取組事例を収集・発信することな

どにより、育児休業を取得しやすい職場環境の整備を促進します。（領域Ⅱ柱４（１）参照） 

▶ 「ひろしまユニコーン 10」プロジェクト＊など、スタートアップ企業の創出と急成長の支援や、

環境・エネルギー分野や、健康・医療関連分野など新たな成長産業の育成等による経済成長への好

循環の流れを構築し、県内産業の持続的な発展を通じて、若者にとって魅力ある働く場を創出しま

す。 

▶ 地元企業が、仕事内容や地域との関わり、広島で働く魅力などを伝える講座等を実施するととも

に、広島で働き暮らすことを考える際の参考となるよう、授業やイベント等で学生と接点を持つ機

会を提供するほか、サイトや SNS 等を通じた情報発信も行います。 
 

成 果 指 標 現状（R５） 目標（R11） 

希望の子供数を持てていない人の割合 31.1％ ●％ 

指標の設定趣旨  

県民の結婚、妊娠、出産の希望の実現を阻む様々な課題への総合的な対策を実施することが、

希望の子供数を持てることにつながると考えられることから、指標として設定しました。 
 

参 考 指 標 現状（R５） 目標（R11） 

行政が行う妊娠・出産、子育て支援に係る経済的支援

の認知率 
72.7％ 80.0％ 

男性の育児休業取得率＊（領域Ⅱ柱４（１）参照） 46.2％ 78.0％ 

多様な人材・企業の集積のための投資誘致件数 31 社 
未定 

（R7：30 社） 
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柱１ 
就労・結婚・妊娠・出産の希望の実現を後押しする環境の整備 

（２） 結婚を希望する人への支援 
 

現 状  

○ 本県においても未婚化が進展しており、20～49 歳の各年齢階級の有配偶者率は低下傾向、50歳

時未婚率は上昇傾向にあります 

＜50歳時未婚率＞ 男性 24.2％、女性 15.8％（令和２年総務省国勢調査） 

○ 平均初婚年齢は上昇傾向にありますが、婚姻年齢のピークは男女とも 25～27 歳であり、ここ 20

年間で大きく変化はしていません。 

 ＜平均初婚年齢＞ 男性 30.3 歳、女性 29.0 歳（令和５年厚生労働省人口動態統計） 

○ 結婚する意志のある 18～34 歳未婚者は減少傾向にあり（男性 81.4%、女性 84.3%）、一生結婚す

るつもりはない割合は増加傾向にあります（男性 17.3%、女性 14.6%）。また、いずれ結婚したい

と考えている 25～34 歳の未婚者について、現在独身でいる理由は男女とも「適当な相手にまだめ

ぐり会わないから」が最多（男 43.3％、女 48.1％）となっています。（出生動向基本調査） 

○ 赤ちゃんや幼い子供とふれあう機会がよくあった（よくある）人は、そうでない人よりも「い

ずれ結婚するつもり」と回答する割合が高くなっています。（出生動向基本調査） 

○ 既婚者が配偶者と知り合ったきっかけは、以前は「友人等を通じて」、「職場や仕事」などが上

位でしたが、近年の調査では、「マッチングアプリ」が最多となっており、結婚相手との出会いの

きっかけは変化しています。 

 ＜既婚者（直近５年間で結婚）の結婚相手との出会いのきかっけ＞ 

マッチングアプリ 25.1％、職場等 20.5％、学校 9.9％（令和６年度こども家庭庁調査） 

○ 結婚相手の条件として重視する項目は、「人柄」が最多（男 77.0％、女 88.2％）、次いで「家事・

育児の能力や姿勢」（男 42.1％、女 70.2％）、「仕事への理解と協力」（男 42.0％、女 55.9％）と

なっています。（出生動向基本調査） 

○ 未婚率について、男性では、所得が低いほど高く、非正規職員は正規職員より高い傾向があり

ます。（令和４年就業構造基本調査） 

○ 20 代の男女について、結婚をしようと思える世帯年収は増加傾向にあるなど、収入に係る結婚

のハードルは上昇傾向にあります。（ＳＭＢＣコンシューマーファイナンス調べ「20 代の金銭感覚

についての意識調査」） 

○ 県では、「こいのわボランティア」*の育成や「こいのわ出会いサポートセンター」*の運営を支

援し、多様な主体による出会いの場の創出や婚活の社会的気運の醸成・裾野拡大に取り組んでい

ます。 

○ ライフスタイルの多様化が進む中で、正しい知識に基づいて、自分自身の望むライフデザイン

を前向きに描くことが重要ですが、15～39 歳の未婚者について、７割がライフデザインを学んだ

ことがない状況です。（R6こども家庭庁調査） 
 

課 題  

○ 独身でいる理由として「適当な相手にまだめぐり会わないから」を挙げる若者が最も多いため、

引き続き、安心して気軽に参加できる出会いの場を設けることにより、結婚を希望する人が婚活

に踏み出す後押しを行う必要があります。 

○ 子育てや教育に係る経済的負担や仕事と子育ての両立への不安など、子供を持つことへのネガ

ティブなイメージが先行していることから、若い世代が、子供・子育てに対する支援制度への認

識を高め、ポジティブなイメージを抱き、将来にわたる展望を描けるよう、総合的に取り組む必

要があります。 

○ 少子化の要因の一つである未婚化の背景には、雇用形態を含めた経済的な不安、仕事と子育て

の両立への不安、家事・育児の分担への意識など様々な要因が複雑に絡み合って影響していると
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考えられるため、これらの課題を解決するための、より効果的な施策について、引き続き検討し

ていく必要があります。 
 
取組の方向 

▶ 多様な主体による若者の出会いの機会の創出を支援し、結婚を希望する若者の出会いのきっかけ

づくりに取り組みます。 

▶ 若い世代の経済的基盤の安定を図るとともに、ライフステージに応じた支援制度の見える化、子

供・子育てに係る様々な体験の機会の提供などを通じて、若い世代が仕事、結婚、妊娠・出産、子

育てを含めた将来のライフデザインを描けるよう取り組みます。 

▶ 結婚の希望を実現できていない真の要因について引き続き分析を行い、必要な施策を検討してい

きます。 
 

成 果 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

   

指標の設定趣旨  

 
 
 

参 考 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

こいのわ出会いサポートセンター会員数 16,950 人 20,018 人 
 
 
  

検討中 
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柱１ 
就労・結婚・妊娠・出産の希望の実現を後押しする環境の整備 

（３） 不妊治療等支援体制の充実 
 

現 状  

○ 不妊を心配したことがある夫婦は３組に１組以上、不妊検査・治療経験がある夫婦は 4.4 組に

１組で、増加傾向にあります（第 16回出生動向基本調査（国立社会保障・人口問題研究所）） 

○ 年齢とともに妊孕性＊は低下し、また不妊の原因の約半数は男性側にあると言われており、夫婦

で共に、より早期に検査や治療を受けることが重要ですが、妊娠・不妊症に関する正しい知識の

浸透が十分ではない状況があります。 

○ 令和４年度から特定不妊治療が保険適用となりましたが、保険の範囲が限定的であることなど

により、依然として経済的負担が大きい方がいます。 

○ 子供がいない方が希望の数の子供数を持たない理由として、「欲しいができない」「不妊治療に

お金がかかりすぎる」などが上位を占めています。(令和５年度広島県少子化対策・子育て支援に

関する調査（以下「R5 少子化調査」という。）) 

○ 県では、不妊検査・一般不妊治療について、夫婦で共に検査・治療を受けた場合の費用の一部

を助成しているほか、特定不妊治療に併せて行われる先進医療等に係る費用の一部を助成してい

ます。国では、現在、研究段階にある不育症の検査を受けた方の検査費の一部を助成しています。 

＜助成件数（R5）＞  

不妊検査・一般不妊治療 770 件 

特定不妊治療（先進医療）1,705 件 

特定不妊治療（全額自己負担）315 件 

○ これらの不妊治療・不育症に関する助成制度を知らない人が存在し、そのため制度が活用でき

ていない、また不妊検査・治療に踏み出せていないことが考えられます。 

 ＜不妊検査・治療の助成制度の認知度（R5少子化調査）＞ 68.9％ 

＜不妊検査・一般不妊治療助成制度の認知度（R5 助成決定者アンケート）＞  

受診する前に知っていた 29.0％、受診後に知った 59.1％ 

○ 不妊・不育治療は長期間にわたるなど、治療を受ける方の身体的・精神的な負担・不安が大き

い中で、不妊に関する悩みを相談できず抱え込んでいる人がいます。 

○ 不妊治療と仕事の両立について、両立できた人がいる一方で、不妊治療により働き方を変えた

り、仕事をあきらめたりする人がいます。 

＜仕事と治療の両立について（女性）（R5助成決定者アンケート）＞  

両立できた 65.3％、治療を優先して退職した 7.4％、働き方を変えた（異動含む）18.2％ 

○ 広島県性と健康の相談センター＊では、男女ともに性や健康に関する正しい知識を身につけ、健

康管理を促すプレコンセプションケア＊を推進するとともに、併設している広島県不妊専門相談セ

ンター＊においては、助産師が、不妊・不育に悩む方に寄り添った専門的な支援を行っています。 
 

課 題  

○ 若年世代や、子供を持つことを希望する人が、不妊に関する正しい知識を身に付け、不妊につ

いて不安がある場合は早期に検査を受けることを促す必要があります。 

○ 不妊治療を受ける方の治療の選択肢が減らないよう経済的な支援を継続するとともに、これら

の助成制度の情報を、不妊検査・治療を開始する前の人も含め、必要な方へ届けることが求めら

れています。 

○ 不妊・不育に悩む方が、相談窓口の情報を得て、専門家等へ相談しやすい環境が必要です。 

○ 不妊治療に取り組む人（社員）の現状・ニーズについて企業の理解を促し、不妊治療により仕

事をあきらめることがない職場環境・風土づくりを促進する必要があります。 
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○ 若年世代や、子供を持つことを希望する人が、男女問わず、プレコンセプションケア＊の考え方

や、妊娠・出産に関する正しい知識を適時に得られる環境が求められています。 
 
取組の方向 

▶ 妊娠・出産に伴うリスクが低く、出産に至る確率の高い、若い年齢で検査を受け、治療を開始で

きるよう、妊娠・出産や不妊に関する正しい知識の普及啓発を行うとともに、早期の不妊検査に向

けた勧奨を行います。 

▶ 不妊治療にかかる選択肢を減らさず、経済的負担を軽減するため、助成制度を継続するとともに、

必要な人が活用できるよう、また不妊検査・治療を考えるきっかけとなるよう、医療機関等とも連

携し、制度の広報・周知に取り組みます。 

▶ 不妊や不育に悩む方の精神的負担を軽減するため、広島県不妊専門相談センター＊による相談事

業を継続して行うとともに、相談しやすい環境づくりに向け、相談窓口の周知を強化します。 

▶ 不妊治療を受けながら安心して働き続けられる職場環境整備の必要性について、企業への啓発を

行うとともに、当事者の心情等に係る職場や周囲の人への啓発に取り組みます。 

▶ いずれ子供を持ちたいと願う方が、男女ともに、将来の妊娠のことを考えながら健康的な生活が

できるよう、プレコンセプションケア＊に関する普及啓発を行うとともに、不妊に関する情報を得

やすい環境づくりを行います。 
 
 

成 果 指 標 現状（R５） 目標（R11） 

不妊検査・不妊治療の助成に係る認知率 68.9％ 80.0％ 

指標の設定趣旨  

不妊検査・不妊治療の助成事業を知ってもらうことが、夫婦が共に若い年齢で不妊検査を開

始する後押しとなり、また、経済的負担を理由に治療を断念したり選択肢を狭めたりすること

なく不妊治療を継続することにもつながると考えられることから、指標として設定しました。 
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目指す姿 柱２ 妊娠期からの見守り・支援の充実 
 
◆ 市町のネウボラ拠点と医療機関や保育施設、地域子育て支援拠点など、子育てに関わる関係機関

が一体となって子育て家庭を見守り、支援が必要な家庭を把握した場合は、速やかに適切な支援に

つなげる「ひろしまネウボラ」の仕組みが全市町で構築されています。 

また、一部の市町では、ネウボラを含む福祉関係の各部署、小中学校等が保有している子供や子

育て家庭に関する情報を一元化し、ＡＩによるリスク予測を活用することで、子供の育ちにつなが

るリスクを早期に把握し、子供や家庭の予防的な支援につなげています。 

 

◆ 妊娠や出産、子育てに関する正しい知識が認知され、すべての妊産婦・乳幼児が、必要な健康診

査・検査を受け、心身の不調や子育てへの不安について相談することができています。 

  また、健康診査・検査実施医療機関や相談機関と市町のネウボラ、治療や療育を行う専門機関等

との連携体制が構築され、心身の不調や疾患、発育・発達の障害等の可能性のある妊産婦・乳幼児

が把握された場合は、市町のネウボラを中心に継続的なフォローを行い、早期に適切な支援、治療、

療育等につなげることができています。 

 

◆ 妊産婦及び子供たちが、いざというときに安心して質の高い周産期・小児医療を受けることがで

きる体制が確保されています。 

 

 

 

 
 
成果指標 

 安心して妊娠、出産、子育てができると思う者の割合 
72.5％ ⇒ 82.0％ 
 

 周産期＊死亡率 
直近５年間での平均値が現状値未満 
 

 小児死亡率 
直近５年間での平均値を全国平均値以下で維持 
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柱２ 
妊娠期からの見守り・支援の充実 

（１） 妊娠期からの見守り・支援の仕組みづくり 
 

現 状 

○ 核家族化や地域コミュニティの希薄化により、身近に相談ができる人がいないなど、子育ての

孤立化が進む中においても、安心して妊娠・出産・子育てができるよう、本県では、地域の関係

機関と一体となって、妊婦や子育て家庭の不安や悩みに寄り添い、見守り、支援する仕組みとし

て「ひろしまネウボラ」の構築を進めており、令和６年度は 18市町で実施されています。 

〇 ひろしまネウボラの実施市町では、面談のタイミングを増やすことや、関係機関からの情報連 

携を強化することなどにより、子育て家庭のリスクの早期発見・早期支援を行っています。具体

的には、乳幼児健診や定期面談に参加していない家庭を積極的にフォローすることにより、ほぼ

100％の状況を把握しているほか、面談等を通して支援が必要な家庭を把握した場合は、市町のこ

ども家庭センター＊（児童福祉機能）や児童発達支援センター、専門の医療機関等につなぐなど、

関係機関と連携して支援を行っています。 

○ しかしながら、乳幼児健診時のアンケート結果によると、育てにくさを感じたときに相談先を

知っているなど何らかの解決方法を知っている割合は、７割程度にとどまっています。 

○ 児童虐待や不登校など、子供を取り巻く環境によって様々なリスクが生じていますが、福祉部

門や学校など、子育て家庭に関わる各部署が保有する情報は、通常、リスクが表面化するまで共

有されることはなく、多面的なアセスメント*や機を逸しないフォローが十分に行えていないこと

があります。 

 ＜児童虐待相談対応件数（県・広島市合計）＞ R1：4,518 件 ⇒ R5：6,380 件 

○ 県では、子供の育ちにつながるリスクを早期に把握し、関係者で情報を共有して予防的支援を

行う仕組みの構築に、モデル事業として県内４市町で取り組み、これまで把握できなかった子供・

家庭の把握と予防的な支援につなげています。 
 

課 題 

○ 子供を希望する人が安心して妊娠・出産・子育てできる環境の整備に向けて、全県でひろしま

ネウボラ＊の仕組みを構築する必要があります。 

○ ひろしまネウボラ実施市町において、ネウボラ相談員がネウボラの価値について共通認識を持

ち、子育て家庭との信頼感を構築するために必要なスキルを身に付けるなど、対応の質を向上さ

せる必要があります。また、支援が必要な家庭を把握した場合に、関係機関との連携が円滑に行

われるよう、情報共有の仕組みの強化や連携先の充実を図る必要があります。 

○ 健診や面談の機会以外でも、子育て家庭がいつでも当たり前に訪れることのできる相談先とな

るためには、ひろしまネウボラへの認知度を高めることや、ネウボラ拠点の空間に寄り添い感や

あたたかみを感じられることが必要です。 

○ 予防的支援のモデル事業を実施した市町では、各部署が保有する情報を共有することで子供や

子育て家庭のリスクの兆候を早期に発見し、支援につなげられていることを踏まえ、他の市町に

も、子育て家庭の情報を一元化して多面的なアセスメント*や機を逸しないフォローを行う仕組み

の構築を広げていく必要があります。 
 
取組の方向 

▶ ひろしまネウボラの評価検証を通して、ネウボラの実施によって得られた効果を見える化すると

ともに、未実施の市町に示すことで、実施市町の拡大に取り組みます。 
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▶ ひろしまネウボラ実施市町において、ネウボラの価値の浸透を図りなから、ネウボラ相談員が子

育て家庭との信頼関係をより深められるよう、子育て家庭に寄り添うための意識やスキルをさらに

高めるとともに、関係機関との連携を強化するための効果的な仕組みの構築に取り組みます。 

▶ 子育て家庭にネウボラの理念や役割を理解してもらえるよう戦略的な情報発信に取り組むとと

もに、子育て家庭にとって、ネウボラ拠点の空間が寄り添い感やあたたかみのあるものとなるよう、

市町の取組を支援していきます。 

▶ 予防的支援のモデル事業の実施により構築した、福祉と教育の情報共有などにより就学後も含め

て子供たちを多面的・継続的に見守り・支援する予防的支援の仕組みを他市町へ拡大していきます。 

 

成 果 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

安心して妊娠、出産、子育てができると思う者の割合 72.5％ 82.0％ 

指標の設定趣旨  

ひろしまネウボラや予防的支援の取組によって、子育て家庭が多面的に見守られ、支援が必
要な場合は、速やかに適切な支援につなげられることが、安心して妊娠、出産、子育てができ
ると思うことにつながることから、指標として設定しました。 

 

参 考 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

育てにくさを感じたときに相談先を知っているなど何ら

かの解決方法を知っている者の割合 
71.0％ 80.0％ 

ひろしまネウボラ＊の基本型を実施している市町数 17 市町 23 市町 

子供たちに関する様々なリスクを把握し予防的支援を行

っている市町数 
４市町 ８市町 
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柱２ 
妊娠期からの見守り・支援の充実 

（２） 妊産婦支援・母子保健等の推進 
 

現 状  

○ 本県の母親の平均出産年齢は、平成 27年以降は大きな変化はないものの上昇傾向にあり、令和

５年では 35 歳以上での出産が約 27％となっています。また、20 歳未満で人工妊娠中絶をする方

が一定割合（2.9（女子人口千対））いる状況にあります。（厚生労働省「人口動態調査」「衛生

行政報告例」） 

 ＜第１子出産年齢（母親）＞ R１：30.1 歳 ⇒ R５：30.4 歳  

○ 核家族化の進展等により、産前産後の身体的・精神的に不安定な時期に、家族などの助けが十

分に得られず、不安や孤立感を抱く母親や、うつ状態の中で育児を行う母親が存在しており、市

町では、産後の母親を対象とした産婦健康診査＊や、産後ケア＊が行われています。 

＜産婦健診受診率（R５）＞ １回目（産後２週目安）89.6％、２回目（産後４週目安）70.0％ 

＜産婦健康診査（1回目）での要支援産婦割合＞ R５：6.4％ 

○ 県では、心身の不調や子育てへの不安を抱えた妊産婦が、経済的負担を理由に産前・産後のケ

アを受けることをためらわないよう、市町の産後ケア事業や産前・産後サポート事業等の利用者

負担の半額助成を令和２年度に開始し、利用者は年々増加しています。 

＜産後ケア＊延利用者数＞ R５：2,715 人 

○ 乳幼児健康診査＊を受診していない子供が一定割合存在しており、一部の子育て家庭において、

養育状況を把握するため、児童虐待部門等との連携を図り、家庭訪問等の支援が行われています。 

 ＜乳幼児健康診査＊未受診率（R５暫定値）＞ １歳半：4.2％ ３歳：5.6％ 

○ 広島県新生児・小児聴覚検査フォローアップセンター＊及び精度管理システムを用いた要精密検

査児のフォローアップや、低出生体重児＊の保護者に対するリトルベビーハンドブック＊の配布な

ど、発育、発達、疾患等の配慮が必要な乳幼児や保護者への支援を関係機関と連携して行ってい

ます。 

○ 国において、母子保健情報のデジタル化、住民、医療機関、自治体の間で母子保健情報を迅速

に共有・活用するための情報連携基盤（PMH：Public Medical Hub）の整備など、母子保健 DX が

推進されています。 

○ 広島県性と健康の相談センター＊においては、電話やメール、オンライン等様々な方法で、妊娠・

出産や子育て、女性の健康等に係る相談に幅広く対応しており、不安を抱える方への支援につな

げています。 

 ＜広島県性と健康の相談センター＊相談延件数（R５）＞ 618 件 

○ 子供の健やかな発育のためにも、妊娠前からの心身の健康づくりと基本的な生活習慣、適正体

重の維持、妊娠中や授乳期に喫煙や飲酒をしないことが重要ですが、実践できていない場合があ

ります。 

＜妊娠中の飲酒率（R4）＞ 0.6％   ＜妊婦の喫煙率（R4）＞ 1.8％ 

○ 乳幼児期＊は、親子間の会話や体験の共有等を通じて言葉や自己肯定感が発達する重要な時期で

すが、泣いたりぐずったりする子供に応えるため、テレビやスマートフォンなどのＩＣＴ＊端末に

頼りすぎてしまう親がおり、子供の健やかな育ちへの影響が懸念されています。 

 
課 題  

○ 健康診査等について、全ての妊産婦・乳幼児の受診に至っておらず、妊産婦や乳幼児に対する

健康診査・検査の意義について理解を促し、受診につなげる必要があります。 
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○ 支援が必要な妊産婦や乳幼児が早期に十分な支援につながることができていない場合があるた

め、妊産婦や乳幼児に対する健康診査・検査等の実施状況や結果を関係機関が把握し、対象者を

漏れなくフォローする体制の円滑な運用を進める必要があります。 

○ 産後ケア事業においては、実施施設が限られている等の理由から、利用要件を制限している市

町もありますが、支援体制を強化し、心身の不調や子育てへの不安を抱える妊産婦等が必要なケ

アを受けられるようにする必要があります。 

○ 妊産婦が、妊娠・出産に関する正しい知識に基づいて心身の健康を保ち、不安が生じた場合は

いつでも相談し、必要な支援が受けられるよう、妊娠・出産に関する正しい知識や相談窓口、支

援制度等を認識してもらう必要があります。 

○ 学童期へ向けた予防的観点から、乳幼児期＊における適切なＩＣＴ＊端末の利用等について普及

啓発が求められています。 

 

取組の方向 

▶ 「ひろしまネウボラ」や市町母子保健担当課を通して、妊産婦や乳幼児が健康診査を確実に受診

するよう働きかけるとともに、未受診者の把握や受診勧奨を市町が児童虐待部門と連携して取り組

む体制の構築を促進します。 

▶ 全国的な母子保健ＤＸの動きも注視しながら、健康診査・検査結果等の効果的な利活用や関係機

関と共有する仕組みを検討するとともに、市町や医療機関等との連携を強化し、早期に適切な支

援、治療、療育、フォローにつなげる体制の充実を図ります。 

▶ 産後ケア施設の広域利用や整備促進、アウトリーチ型ケアの充実等により、産後ケア事業の提供

体制を強化するなど、産前・産後の妊産婦への支援体制の充実に取り組みます。 

▶ 妊娠・出産に関する支援制度や相談窓口の情報発信を強化するとともに、妊娠中の喫煙・飲酒が

母体や胎児へ影響するリスクなど、妊娠・出産に関する正しい知識の周知やプレコンセプション

ケアに関する普及啓発に取り組みます。 

▶ 子育てにスマートフォンを利用すること、ＩＣＴ＊端末が乳幼児の発育・発達に与える影響など

について学ぶ機会の提供に取り組みます。 

 

成 果 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

安心して妊娠、出産、子育てができると思う者の割合 

【再掲】 
72.5％ 82.0％ 

指標の設定趣旨  

ひろしまネウボラや予防的支援の取組によって、子育て家庭が多面的に見守られ、支援が必
要な場合は、速やかに適切な支援につなげられることが、安心して妊娠、出産、子育てができ
ると思うことにつながることから、指標として設定しました。 

 

参 考 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

産婦健康診査（１回目）受診率 
89.6％ 

（R5 暫定値） 
100.0％ 

産後、退院してからの 1 か月程度、助産師や保健師等から 
の指導・ケアを十分に受けることができた者の割合 

84.1％ 
（R5 確定値） 

92％ 

新生児聴覚スクリーニング検査で要精密となった児の精

密検査受診率 
95.0％ 
（R4） 

100.0% 
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柱２ 
妊娠期からの見守り・支援の充実 

（３） 周産期・小児医療体制の確保 
 

現 状  

○ 周産期死亡率は令和元（2019）年～令和５（2023）年までの５年間平均で 3.2（全国 3.3）、小

児死亡率は令和元（2019）年～令和５（2023）年までの５年間平均で 0.16（全国 0.18）となって

おり、いずれも全国平均を下回っています。 

○ 周産期の医療体制については、ハイリスクの妊娠・分娩に対応するため、県内２施設を総合周

産期母子医療センター＊に指定、８施設を地域周産期母子医療センター＊に認定し、県内７つの二

次保健医療圏＊をカバーしています。また、新生児集中治療室（ＮＩＣＵ＊）は県内に 67 床あり

ます。 

○ 小児の医療体制について、軽傷などの対応（小児初期救急）は住民に身近な地域の「在宅当番

医」や「休日夜間急患センター」、入院治療の対応（小児二次救急）は「小児救急医療拠点病院」

や「病院群輪番制方式等」により休日・夜間の診療体制を確保しています。また、複数の診療科

にわたる重篤患者については「救命救急センター」（三次救急）が広域的に対応しています。 

○ 産科・小児科の医師数は大きな伸びはなく、特に病院勤務の人口あたり医師数は全国平均を下

回っており、負担が大きい状況となっています。 

＜産婦人科・産科 病院：26.8 人（全国 31.5 人） 診療所：20.5 人（全国 17.5 人）＞ 

＜小児科     病院：58.6 人（全国 76.1 人） 診療所：49.3 人（全国 46.6 人）＞ 
 

課 題  

○ 出生数の減少や医師の高齢化等による分娩取扱施設や小児科開業医の減少などにより、周産

期・小児医療体制の維持が困難になっていくことが懸念されています。 

○ また、出産時の母親の年齢上昇などによるハイリスク妊娠・分娩や合併症の増加などにより、

周産期母子医療センターの負担が大きくなっています。 

○ さらに、小児の二次救急医療機関を訪れる患者のうち、９割以上が軽症であることが以前より

指摘されており、休日・夜間の診療に当たっている病院の医師等の負担増大の要因となっていま

す。その結果、24 時間 365 日の小児救急医療体制を維持していくことが困難となる恐れがある地

域もあります。 

○ 産科医師・小児科医師については、女性医師の割合が高いことから、不足している保育施設の

確保など、出産・子育て世代が就業を継続できる体制を整える必要があります。 
 
取組の方向 

▶ 限りある資源と効率的な医療提供や医師の働き方改革の観点から、各圏域の中核となる病院にお

いて医療資源の集約化・重点化を進め、医療機能（高度・専門的な医療、救急）の維持・強化を図

るとともに、その他の医療機関においても、分娩を取り扱わない医療機関は妊婦健診等を、正常分

娩を扱う医療機関等はローリスク妊娠・分娩を安全に実施するなどの役割分担を行います。 

▶ 小児医療体制については、地域の実情に応じた初期救急体制を検討し、二次救急を担う医療機関

等の取組を引き続き支援します。三次救急は、高度医療・人材育成拠点の整備などにより、高度で

専門的な医療を提供できる体制の確保につなげていきます。 

▶ 産科医師・小児科医師の確保については、広島県地域医療支援センターによる総合的な医師確保

対策とともに、産科医師については、医療機関が支給する分娩手当等処遇改善の取組を支援するこ

とにより、確保と定着を図ります。 

▶ また、本県が設定している大学「地域枠」等により地域医療を担う医師の育成と、地域のニーズ

と医療資源の適正配置を踏まえ、医師の確保を進めていきます。 
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▶ 産科及び小児科は女性医師の割合が高いことから、広島県地域医療支援センターによる女性医師

等の就業等の支援や医師の長時間労働の解消に向けた勤務環境改善のための支援を行います。 

 

成 果 指 標 現状（５年平均 R 元-R5） 目標（R11） 

周産期＊死亡率 

（妊娠 22 週以降の死産と生後１週未満の死亡の合計）（出産１,000 対） 

3.2 

（全国 3.3） 

直近５年間での 

平均値が 

現状値未満 

小児死亡率（15 歳未満）（小児人口 1,000 対） 
0.16 

（全国 0.18） 

直近５年間での 

平均値を全国平均

値以下で維持 

指標の設定趣旨  

周産期＊死亡率を現状値未満、小児死亡率を全国平均値以下で維持することが、安心して質の高い

周産期・小児医療を受けられていることにつながると考えられることから、指標として設定しまし

た。 
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目指す姿 柱３ 子供の悩みに対する支援・居場所の充実 

 

◆ 様々なニーズや特性を持つ子供・若者が安全で安心して過ごすことのできる場が整備され、学校

内外での相談支援体制が充実するとともに、困難を有する子供・若者が身近な地域で年齢階層で途

切れることなく必要な支援を受けられる環境整備が進み、子供・若者がひとりで悩みを抱え込まず、

自分にとって相談しやすい窓口とつながっています。 

 

◆ 子供や保護者が子供の性被害に関する知識や意識を高め、性犯罪に巻き込まれることを未然に防

止することができる力を身に付けるとともに、性犯罪・性暴力被害者が、被害を抱えず、相談窓口

に相談できています。 

 

◆ ヤングケアラーとその家族が、地域や様々な関わりの中で見守られながら、それぞれの意向や希

望に応じて必要な支援を受けることができており、ヤングケアラー本人の学業や友人関係、将来等

への不安、ならびに家族全員が日々の生活に不安を感じることなく暮らすことができています。 

 

成果指標 

 悩み事があるとき、だれにも相談できない、相談したくないと回答した子供の割合 

小学５年生：4.8％ ⇒ 2.4％ 

中学２年生：7.3％ ⇒ 3.6％ 

 

 ヤングケアラーについて知っている人の割合 

●●％（アンケート調査結果） ⇒ ●●％（検討中） 
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柱３ 
子供の悩みに対する支援・居場所の充実 

（１） 子供のこころのケアの充実 
 

現 状  

○ 検索連動広告や SNS を活用したバナー広告等を通じた相談窓口に関する情報発信により、各種

相談窓口（こころのライン相談＠広島県や、思春期こころの電話相談等）における子供・若者世

代からの相談件数は増加しており、これらの相談窓口がこころの悩みを解消するための受け皿と

なっています。 

○ 暴力行為やいじめをはじめとする問題行動や不登校、中途退学などの生徒指導上の諸課題が大

きい学校をサポート実践校に指定、教員を加配（１名）するとともに、学校訪問や連絡協議会等

を通して、組織的な生徒指導体制及び教育相談体制の構築に向けた指導を行いましたが、いじめ

の認知件数や中途退学率が上昇傾向にあります。【再掲】 

 ＜いじめの認知件数（公立小・中・高・特別支援学校＊）＞  

R3：5,399 件 ⇒ R4：5,618 件 ⇒ R5：6,045 件 

 ＜中途退学率（公立高等学校）＞  

R3：1.0% ⇒ R4：1.1% ⇒ R5：1.2% 

○ スクールカウンセラー＊（SC）やスクールソーシャルワーカー＊（SSW）の配置を拡充するととも

に、各スーパーバイザー＊等を活用した連絡協議会（研修）を開催し、専門性の向上に取り組むな

ど、教育相談体制の充実を図りましたが、学校からＳＣ及びＳＳＷの配置要望が増えています。【再

掲】 

 ＜SC・SSW の配置・派遣＞  

R6：SC を全校に配置 

R6：SSW を 50 中学校（区）、４県立高校に配置（県内を４エリアに分けて各エリアの拠点校に 

配置してエリア内の全校を支援対象） 
 

課 題  

○ 県内における 30 歳未満の自殺者数は令和５年で 62 人（警察庁自殺統計原票データより厚生労

働省作成資料(R5)）と令和元年以降横ばいで推移しており、こころの悩みの解消につながる相談

窓口のより効果的な広報と、相談対応や支援に係るスキルの向上に取り組むとともに、子供の自

殺危機を察知した際に適切な対応を行うことのできる支援体制づくりを進める必要があります。 

○ 暴力行為やいじめをはじめとする問題行動を繰り返し行う児童生徒が一定程度存在する中、児

童生徒の特性や背景に応じた生徒指導が十分に行われていません。【再掲】 

○ ＳＣ、ＳＳＷが不足し、また、専門性が高まっていないなど、教育相談体制が十分に整備され

ていません。【再掲】 
 
取組の方向 

▶ 子供・若者世代からのこころの相談窓口に係る、相談者のニーズ把握と、ニーズに応じた相談手

段の充実や、ＩＣＴを活用した効果的な広報に取り組むとともに、こどもの自殺危機に地域の関係

機関が連携して対応できる関係づくりを進めます。 

▶ 研修等を通じ、児童生徒の特性や背景に応じた生徒指導方法の共有や問題行動の未然防止に係る

取組を充実させるなど、生徒指導に係る各学校及び各市町教育委員会の指導力を向上させます。【再

掲】 

▶ ＳＣ、ＳＳＷの人材を確保し、専門性の向上を図るなど、教育相談体制を充実させます。【再掲】 
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成 果 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

悩み事があるとき、だれにも相談できない、相談したく

ないと回答した子供の割合（小学５年生） 
4.8％ 

2.4% 

（R10） 

悩み事があるとき、だれにも相談できない、相談したく

ないと回答した子供の割合（中学２年生） 
7.3％ 

3.6% 

（R10） 

指標の設定趣旨  

困りごとや悩みごとがあるとき、相談できる相手がいることや相談先を知っていることが、子供

たちの孤独や不安を解消し、安心して暮らせる社会の実現につながると考えられることから、指標

として設定しました。 
 

参 考 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

「こころのライン相談＠広島県」の若年層（40 歳未満）

相談件数 
1,921 人/年 
（R3） 

3,700 人以上/年 

（R9） 

いじめの解消率（公立小・中・高・特別支援学校＊）【再

掲】※ 
71.1％ 

83.7％ 

（R7） 
※ いのち支える広島プラン（R5～R9）において、最終目標達成見込年度を令和 9（2027）年度に設定している。 
※ 広島県教育委員会主要施策実施方針（R3～R7）において、最終目標達成見込年度を令和 7（2025）年度に設定
している。 
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柱３ 
子供の悩みに対する支援・居場所の充実 

（２） 子供の性被害への対策の充実 
 

現 状  

○ 県内の児童買春・児童ポルノ禁止法事犯や児童福祉法による淫行させる行為、青少年健全育成

条例による淫行・わいせつ行為における子供の性被害者数は、年間 100 人前後で推移しており、

子供のスマートフォン利用の増加に伴い、ＳＮＳに起因するケースが約半数を占めています。 

○ 内閣府調査によると、「無理やり性交等をされた経験」のある者のうち、被害に遭った時期が子

供・若者の割合が８割を占めています。また、被害にあった時期が 18歳未満である者が３割であ

り、小学生段階で被害に遭った者も１割います。 

○ 法務省調査によると、犯罪等の被害に遭いながらも捜査機関に申告しなかった者の割合につい

て、窃盗は５割、暴行・脅迫は６割である一方で、性暴力は８割となっており、性暴力被害は潜

在化する特徴があります。 

○ 性被害に関する相談窓口として、平成 29 年度に「性被害ワンストップセンターひろしま＊」を

設置していますが、認知度が 13.7％（R5）に留まっています。 

○ 学校現場においては、子供たちが性暴力の加害者、被害者、傍観者にならないよう、文部科学

省が推進する「生命の安全教育」について、各学校の実態に応じて実施しています。 
 

課 題  

○ 子供のインターネット利用が増加する中、ＳＮＳ等を介したトラブルや犯罪に巻き込まれる危

険性が高いことから、子供や保護者の情報リテラシー＊の向上が必要です。 

○ 子供が使用するスマートフォンについて、有害情報の閲覧等を防止するためのフィルタリング

の有効性やカスタマイズについての認識が高まっていないため、利用が進んでいません。 

○ 性犯罪・性暴力被害者について、子供・若者がボリュームゾーンであるが、これらの層が性被

害ワンストップセンターひろしまにつながるための効果的な情報発信ができていません。 

○ 判断能力が不十分である子供については、被害を認識することや、自ら被害を申し出ることが

困難であるため、特に年齢の低い小学生への啓発強化を図っており、今後も継続的な取組が必要

です。 

○ 性犯罪・性暴力を根絶していくためには、加害者にならない、被害者にならない、傍観者にな

らないための教育と啓発を継続して行っていくことが重要であることから、各学校において「生

命の安全教育」をより効果的に実施していく必要があります。 
 
取組の方向 

▶ 関係機関と連携し、広島県青少年健全育成条例を適正に運用するとともに、性被害の未然防止に

繋がるよう、広報啓発を実施します。 

▶ フィルタリング＊の利用促進など、インターネットの適正な利用について、子供の発達段階に応

じた啓発活動を実施するとともに、関係機関・団体と連携し、保護者や青少年活動に携わる人等に

対する広報啓発を実施します。 

▶ 子供・若者が被害を抱えず、相談窓口に相談できるようにするため、デジタル技術を活用した情

報発信等、性被害ワンストップセンターひろしまに関する広報啓発を強化します。 

▶ 「生命の安全教育」について、研修等で好事例を共有することや、外部講師による研修を実施す

るなど、取組の充実を図ります。 
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成 果 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

悩み事があるとき、だれにも相談できない、相談したく

ないと回答した子供の割合（小学５年生） 
4.8％ 

2.4% 

（R10） 

悩み事があるとき、だれにも相談できない、相談したく

ないと回答した子供の割合（中学２年生） 
7.3％ 

3.6% 

（R10） 

指標の設定趣旨  

困りごとや悩みごとがあるとき、相談できる相手がいることや相談先を知っていることが、子供

たちの孤独や不安を解消し、安心して暮らせる社会の実現につながると考えられることから、指標

として設定しました。 
 
 

参 考 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

子供の性被害者数（児童買春・児童ポルノ禁止法事犯、

児童福祉法による淫行させる行為、青少年健全育成条

例による淫行・わいせつ行為の計） 
84 人 前年比減 

「性被害ワンストップセンターひろしま」を知ってい

る人の割合 
13.7％ 19％ 
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柱３ 
子供の悩みに対する支援・居場所の充実 

（３） 不登校の子供への支援 
 

現 状  

○ 令和５年（2023）年３月に、国において「誰一人取り残されない学びの保障に向けた不登校対

策について（COCOLO プラン）」が策定されるなど、不登校児童生徒に対する教育の機会を確保する

ことの重要性が高まっています。【再掲】 

○ 本県では、令和元年度から校内に教育支援センター（ＳＳＲ）を設置し、不登校、不登校傾向

及び特別な支援が必要と考えられる児童生徒への支援を行う不登校ＳＳＲ推進校を指定し、教員

を１名加配するとともに、指導主事による学校訪問や連絡協議会の開催等を通して、不登校の未

然防止及び不登校等児童生徒の社会的自立に向けた取組の強化・充実を図っています。【再掲】 
 

課 題  

○ 不登校、不登校傾向であったり、特別な支援が必要と考えられたりする児童生徒一人一人の状

況に応じて、安心して社会とつながって生活できたり、学んだりすることができる場所の充実が

必要です。【再掲】 
 
取組の方向 

▶ 校内に教育支援センター（ＳＳＲ）を設置している学校の拡充や県教育支援センターと市町教育

支援センターのネットワークの構築による教育支援センターの取組の充実、さらには、フリースク

ール等民間団体との連携などを通じ、不登校等児童生徒や保護者にとって、より身近で安心でき、

個々の児童生徒に応じて学ぶことができる多様な居場所を整備することにより、学びにアクセスで

きない児童生徒ゼロを目指します。【再掲】 
 
 

成 果 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

不登校児童生徒への支援の結果、好ましい変化が見られ

た児童生徒の割合（公立小・中学校）【再掲】 
56.3％ 

53.3％ 

（R7） 

指標の設定趣旨  

近年、不登校児童生徒の割合が上昇傾向にある中、在籍学級以外の居場所づくりなどを進め、学

びにアクセスできない児童生徒をゼロにしていくことが、全ての児童生徒の能力と可能性を最大限

高め、社会的自立や社会参加の実現につながると考えられることから、指標として設定しました。 
※ 広島県教育委員会主要施策実施方針（R3～R7）において、最終目標達成見込年度を令和 7（2025）年度に設定

している。 
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柱３ 
子供の悩みに対する支援・居場所の充実 

（４） ヤングケアラーへの支援 
 

現 状  

○ ヤングケアラーとは、「家族の介護その他の日常生活上の世話を過度に行っていると認められる

子ども・若者」とされています。 

○ 県の調査（R5）では、世話をしている家族が「いる」と回答したのは小学５年生で 25.7％、中

学２年生で 14.0％であり、このうち、世話をしている家族が父母・祖父母の場合、小学５年生で

9.8％、中学２年生で 5.1％でした。また、国の調査（R2・3）でも同様に、家族の世話をしている

子供が一定数存在することがわかっています。 

○ ヤングケアラーの課題は、本人や家族に自覚がない場合や周囲が気づかないために表出化しづ

らいという特徴があり、必要な支援につながりにくく、また、家庭内の様々な事情により本人等

が相談や支援を希望せず、本来必要な支援から遠ざかっている場合もあります。 

○ 県の調査（R5）では、「自分はヤングケアラーにあてはまる」と回答したのは小学５年生で 1.6％、

中学２年生で 1.0％でした。また、ヤングケアラーにあてはまるかどうか「わからない」の回答は、

小学５年生で 29.6％、中学２年生で 22.8％でした。 

○ 県では、ヤングケアラーの認知向上と理解促進を図るため、広島県公式ホームページにおいて、

ヤングケアラーについての基本知識や、県内市町等の相談窓口を紹介する専用ページを開設して、

当事者を含めた関係者への情報発信を行う等を進めています。 
 

課 題  

○ 子供が家事や家族の世話をすることは、家庭内での役割として一般的に行われていることであ

り、思いやる気持ちや責任感などを育むことにもつながる一方、重すぎる責任や作業などの過度

な負担は、学業や友人関係、将来の進路などに影響が出てしまうことが懸念されます。 

○ ヤングケアラーへの支援は、表出化しづらく必要な支援につながりにくい特徴を踏まえるとと

もに、本人・家族が抱える家庭内の様々な課題に対して、当事者の思いを尊重しつつ、関わりの

ある全ての人が、適切に手を差し伸べて支えていくことができる仕組や体制を構築していくこと

が必要です。  

このため、各家庭の課題に寄り添った支援を行うために、教育・福祉分野等の専門機関に関わ

らず、日々の暮らしに関わる全ての関係者に対して、この問題に関する正しい理解を一層促進す

るとともに、各関係者の役割を明確化した適切な支援が提供される必要があります。 
 
取組の方向 

▶ 当事者が助けを求める声をあげやすくなるよう、本人・家族への意識啓発や、ヤングケアラーへ

の県民理解を促進する啓発活動に取り組みます。 

▶ 見過ごされがちなヤングケアラーの存在が確実に認知され、適切な支援に結び付けられるよう、

学校関係者や福祉関係者等への研修等を通じて、課題の早期発見と対応力の向上を図ります。 

▶ 本人・家族がその意向や希望に応じた支援等を受けられるよう、相談窓口の周知に取り組むとと

もに、関係機関の役割分担を整理し、関係者間での情報共有と緊密な連携等を図る体制づくりが進

むよう市町支援に取り組みます。 
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成 果 指 標 現状（R6） 目標（R11） 

ヤングケアラーについて知っている人の割合 （県民ｱﾝｹｰﾄ調査） （検討中） 

指標の設定趣旨  

ヤングケアラーは表面化しづらい特徴があることから、地域等の中で「気づき」・「寄り添い」・「支

える」ことにつながるには、まずは、関係者をはじめ全ての人にヤングケアラーの認知や理解が広

がることが必要であると考えられるため、指標として設定しました。 
 

参 考 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

ヤングケアラーへの理解促進や支援体制づくりに取り

組む市町数（研修会等の開催市町数） 
13 市町 23 市町 

 
  



領域Ⅱ 安心して子供を持つことができ、子供たちが健やかに育つ環境づくり 

 

71 
 

柱３ 
子供の悩みに対する支援・居場所の充実 

（５） ひきこもり支援等の充実 
 

現 状  

○ 不登校、ひきこもり、若年無業者（ニート）、非行などの問題は、相互に関連し、様々な課題を

複合的に抱えている場合があります。 

○ ひきこもり支援については、県内に３か所設置しているひきこもり相談支援センターにおいて、

相談支援や訪問支援、居場所づくりなどに取り組んでいます。さらに、より身近なところで支援

を受けることができるよう、全市町において相談窓口が明確化されており、居場所づくりなどの

支援の取組が進められています。 

○ ひきこもり状態にある方やその家族は複雑化・複合化した課題を抱えており、中には不登校か

らひきこもりになることで支援につなぐことが困難となるケースもあります。 

○ また、就業構造基本調査（総務省統計局）によると、令和４（2022）年の県内の若年無業者は

約１万４千人存在しています。 

○ 国が設置した広島地域若者サポートステーション（若者交流館）において、国の事業と連携し、

若年無業者（ニート）の職業的自立に向けた支援を行っています。 

○ 平成 27（2015）年度に始まった生活困窮者自立支援制度により、市町において様々な支援を包

括的かつ計画的に行う「自立相談支援事業」のほか、学習支援や生活習慣の改善などの支援を行

う「子どもの学習・生活支援事業」、ただちに就労が困難な方への一般就労に向けた支援として、

基礎能力を養う「就労準備支援事業」などの任意事業を行っていますが、取組状況は市町によっ

て異なります。また、県では雇用による就業を目指し、就労の機会を提供する「就労訓練事業」

の認定を行っています。 

＜子どもの学習・生活支援事業（任意事業）の実施市町数＞ Ｒ5：14 市町 

＜就労準備支援事業（任意事業）の実施市町数＞ Ｒ5：12 市町 

○ 不登校、ひきこもり、若年無業者（ニート）、非行など、社会生活を円滑に営む上での困難を有

する子供・若者に対する支援を効果的かつ円滑に実施するため、行政と民間団体で構成する「子

ども・若者支援協議会＊」を設置しています。 
 

課 題  

○ ひきこもり支援については、子供・子育て、教育、生活困窮といった分野別の制度や支援の仕

組みの充実を図るとともに、分野横断的なネットワークづくりを進めていく必要があります。ま

た、より身近なところで支援を受けられるよう、各市町のひきこもり支援に関する資源に応じた

取組の促進とともに、様々な相談支援ニーズに対応できるひきこもり支援従事者の育成を図って

いく必要があります。 

○ 広島地域若者サポートステーション（若者交流館）では、若年無業者（ニート）の職業的自立

に向けて、本人やその家族に支援情報が行き届くよう、関係機関と連携して周知を図るとともに、

相談等の支援に時間を要する利用者には、引き続き個別ニーズに応じた対応を行っていく必要が

あります。 

○ 体制の確保が困難などの理由により、生活困窮者自立支援制度に基づく任意事業が実施されて

いない市町があります。 

○ 子ども・若者支援協議会において、分野の枠を超えた情報共有や連携強化を図っていますが、

複雑化・複合化した困難に引き続き対応するため、更なる連携の促進が必要です。 
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取組の方向 

▶ 地域の実情を踏まえたネットワークづくりを促進し、市町や関係機関と連携・協働を図り、切れ

目のない支援を実現するために、広島ひきこもり相談支援センターや県立総合精神保健福祉センタ

ーと連携して、市町や関係機関との連絡協議会、従事者向けの人材育成研修を開催し、情報共有や

好事例の横展開を図ります。 

▶ 広島地域若者サポートステーション（若者交流館）において、引き続き、関係機関と連携し、若

年無業者（ニート）の職業的自立を図るため、本人や家族への相談支援や、職場見学・作業体験・

臨床心理士による相談等、きめ細かな支援に取り組みます。 

▶ 生活困窮者自立支援制度に基づく事業について、市町への助言や好事例の情報共有などにより、

円滑な事業実施と任意事業の実施を促進します。 

▶ 子ども・若者支援協議会を活用し、保健医療、教育、福祉、雇用といった個別分野の枠を超えた

情報共有や連携・協力の促進、構成団体における支援内容の充実を図る取組を推進します。 
 

成 果 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

悩み事があるとき、だれにも相談できない、相談したく

ないと回答した子供の割合（小学５年生） 
4.8％ 

2.4% 

（R10） 

悩み事があるとき、だれにも相談できない、相談したく

ないと回答した子供の割合（中学２年生） 
7.3％ 

3.6% 

（R10） 

指標の設定趣旨  

困りごとや悩みごとがあるとき、相談できる相手がいることや相談先を知っていることが、子供

たちの孤独や不安を解消し、安心して暮らせる社会の実現につながると考えられることから、指標

として設定しました。 
 

参 考 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

若者交流館利用者の就職等決定者数 176 人 （検討中） 
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柱３ 
子供の悩みに対する支援・居場所の充実 

（６） 子供の居場所づくりの推進 
 

現 状  

○ 地域における子供の居場所は、学齢期＊以降では、保護者が就労等により昼間家庭にいない小学

生の生活・遊びの場である、「放課後児童クラブ＊」や、地域住民などの参画を得て、学習や交流

等を行う場である「放課後子供教室＊」があるほか、民間主体の子供食堂＊、生活困窮世帯の子供

への学習支援の場、ひとり親家庭等を対象とした生活・学習支援の場などがあります。 

○ 放課後等において、地域住民などの参画を得て、学校の余裕教室等の場を活用して学習や体験

活動を行う「放課後子供教室」は、保護者の就労状況に関わりなく地域の子供が活動できる場所

となっています。 

○ 国は「放課後児童対策パッケージ」において、子供の多様な居場所づくりの推進に向け、放課

後児童クラブと放課後子供教室の校内交流型・連携型を推進しています。 

○ また、全ての子供を対象とした遊びや学びの拠点として、公民館、図書館等の社会教育施設や、

児童館等の児童厚生施設が活用されているほか、インターネット空間 （SNS やオンラインゲーム

など）も居場所の１つとなっています。 

○ 令和５（2023）年に実施した「子供の生活に関する実態調査」では、悩みごとがあるとき相談

できる相手がいないと回答した子供が一定数おり、そういった子供は、相談相手がいる子供に比

べて、日々の生活への満足度が低くなっています。 

 ＜困りごとや悩みごとを「だれにも相談できない、相談したくない」と回答した児童生徒の割合

（R5年度）＞ 小学５年生：4.8％   中学２年生：7.3％ 

 ＜相談できる人の有無別の生活満足度の平均値（10段階評価）（R5年度）＞ 

  （相談できる人がいる）         小学５年生：7.92  中学２年生：7.26 

  （相談できる人がいない・相談したくない）小学５年生：5.80  中学２年生：5.12 

○ また、「子供の生活に関する実態調査」では、子供食堂や無料の学習教室などの「居場所」を「あ

れば利用したい」と思っている子供は２～４割おり、これらの「居場所」を利用したことのある

子供では、６～８割が良い変化があったと感じています。 

○ 子供・若者を取り巻く課題が多様化・複雑化する中、子供・若者が自身の課題を抱え込んで孤

独になってしまわないよう、多様なニーズに応じた多様な居場所が求められるようになっていま

す。 
 

課 題  

○ 居場所とは、子供・若者本人が決めるものである一方、居場所づくりは第三者が中心となって

行うものであり、両者には隔たりが生じ得るため、居場所づくりに当たっては、地域の既に居場

所となっている資源の把握や、子供・若者のニーズを把握したうえで進める必要があります。 

○ 子供・若者が多様な居場所の存在を知っていることが、安心感や、実際に不安や悩みを抱えた

際の行きやすさにもつながることから、居場所の情報を可視化し、子供・若者自身が見つけ、選

びやすくする必要があります。 

○ 居場所によっては、参加者が行政の支援が必要な環境にいる場合もあり、居場所の特性に応じ、

関係機関との連携が求められます。 
 
取組の方向 

▶ 地域の資源や子供・若者のニーズを把握するとともに、立ち上げ・運営に係る補助、地域のネッ

トワークづくり支援等により、地域における子供・若者の居場所づくり・運営を支援します。 

▶ 多様な居場所の情報を可視化し、子供・若者自身が居場所の存在を認識できる環境整備を進めま

す。 
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成 果 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

悩み事があるとき、だれにも相談できない、相談したく

ないと回答した子供の割合（小学５年生） 
4.8％ 

2.4% 

（R10） 

悩み事があるとき、だれにも相談できない、相談したく

ないと回答した子供の割合（中学２年生） 
7.3％ 

3.6% 

（R10） 

指標の設定趣旨  

困りごとや悩みごとがあるとき、相談できる相手がいることや相談先を知っていることが、子供

たちの孤独や不安を解消し、安心して暮らせる社会の実現につながると考えられることから、指標

として設定しました。 
 

参 考 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

地域における子供の居場所の数（子供の居場所となる

ことを目指して創られた場所の数） 

令和７（2025）年度 

調査予定 

調査結果を踏まえ

設定 
※ 上記参考指標については、毎年度の状況を把握するため、令和７年度から調査を実施予定。 
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目指す姿 柱４ 多様なライフスタイルに応じた子育て環境の整備 
 

◆ 多くの県内企業において働き方改革の自律的な取組が定着するとともに、ライフスタイルの変化

に応じて短時間勤務やテレワーク等の時間や場所にとらわれない柔軟で多様な働き方を選択できる

制度が定着して利用されるなど、男性・女性に関わらず、県内の子育て中の従業員が、自分の職場

は子育てしやすい環境であるという実感が高まっています。 

 

◆ また、特に、乳幼児期における男性従業員の育児への参画については、育児休業制度の利用を希

望する男性が、躊躇することなく自らの選択で、積極的に育児休業を取得できる職場環境となるな

ど、男性従業員が十分に子育てに携わることができています。 

 

◆ 保育需要に基づく施設整備や多様化する保育ニーズに応じた保育環境の整備が進み、保育を必要

とする子供がいつでも保育所、認定こども園等に入所することができています。 

保育施設では、必要な保育士が確保されるとともに、研修の受講や職責に応じた処遇改善、職場

環境の改善等を通して、保育士のスキルアップや離職防止が図られることで、保育の質が向上し、

子育て家庭が安心して子供を預けられる環境が整っています。 

 

◆ 全市町で希望した児童が、利用要件を満たせばいつでも放課後児童クラブ＊を利用することができ

て、安心して過ごせる生活や遊びの場が提供されています。 

 

◆ 男女が共に主体的に家事や子育てに参画する「共育て＊」への理解が社会全体で進み、家庭内で家

事・育児の負担が女性に偏っている傾向が改善されています。 

 

成果指標 

 男性の育児休業取得率＊ 

46.2％ ⇒ 78.0％ 

 

 保育所の待機児童＊数（4/1 時点） 

０人 ⇒ ０人 

 

 放課後児童クラブ＊の低学年待機児童＊数（10/1 時点） 

●人（集計中） ⇒ ０人 

 

 家事・育児を頑張っている男性の割合（パートナーによる評価） 

43.1％ ⇒ 70％ 
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柱４ 
多様なライフスタイルに応じた子育て環境の整備 

（１） 子育てを応援する職場環境の整備 
 

現 状  

○ 働き方改革の意義を経営者が認識し、働き方改革に取り組んでいる企業の割合は近年増加傾向

にあるとともに、働きやすさのみならず、従業員の働きがい向上に取り組み、生産性向上や人材

確保などの経営メリットにつなげている企業の割合は 37.1％（令和３（2021）年度）から 44.6％

（令和５（2023）年度）に増加するなど、働き方改革を企業成長に生かす取組が広がりつつあり

ます。 

○ 一人当たりの有給休暇取得率は 59.6％（令和３（2021）年度）から 65.4％（令和５（2023）

年度）に増加するとともに、コロナ禍を経て、テレワーク等のデジタル技術を活用した時間や場

所にとらわれない柔軟な働き方が普及するなど、男性・女性に関わらず子育て中の従業員が子育

てしやすい職場環境の整備が進んでいます。 

○ 広島県における令和５（2023）年度の男性の育児休業取得率は 46.2％と、全国値(30.1％)を上

回るなど上昇傾向で推移しています。また、令和４（2022）年４月１日から改正育児・介護休業

法が段階的に施行され、育児休業を取得しやすい雇用環境の整備や男性の育児参画に対する意識

醸成が進んだことから、男性が育児休業を取得しやすい職場環境づくりが着実に進んでいます。 
 

課 題  

○ コロナ禍を契機に普及したテレワーク等、時間や場所にとらわれない柔軟な働き方や働きやす

い職場環境づくりに取り組む企業は広がっているものの、働きがい向上に取り組み、経営メリッ

トにつなげている企業は未だ高い水準にはないため、働き方改革を企業成長に生かす人的資本経

営を促進していく必要があります。 

○ 県内企業の男性育児休業取得率は全国値を上回って上昇傾向で推移しているものの、職場の制

度整備や育休中のフォロー体制が不十分などの状況があり、依然として女性の育児休業取得率に

比べて低い水準にとどまっています。 

○ 一方で、改正育児・介護休業法の施行に伴い、育児休業を取得しやすい雇用環境の整備や男性

の育児参画に対する意識醸成が進んでおり、このことを契機に希望する男性が育児休業を取得し

やすくするための職場環境づくりをさらに推進する必要があります。 
 
取組の方向 

▶ 時間や場所にとらわれない柔軟な働き方や個々の能力を発揮できる多様な働き方など、それぞれ

のライフスタイルに応じて働くことができる労働環境の整備を促進するとともに、従業員の働きが

いやモチベーションの向上など、企業価値の向上につながる人的資本経営を一層促進します。【再

掲】 

▶ 育児休業制度の周知を図るとともに、男性育児休業取得促進の取組事例を収集・発信することな

どにより、育児休業を取得しやすい職場環境の整備を促進します。【再掲】 
 
 

成 果 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

男性の育児休業取得率＊ 46.2％ 78.0％ 

指標の設定趣旨  

男性の育児休業取得率＊の上昇は、男性従業員が子育てに携わることができる職場環境となり、乳

幼児期＊における男性の子育て参画の増加につながると考えられることから、指標として設定しまし

た。 
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柱４ 
多様なライフスタイルに応じた子育て環境の整備 

（２） 質の高い幼児教育・保育の提供体制の確保 
 

現 状  

○ 幼稚園と保育所の機能を併せ持ち、保護者の就労状況の変化等によらず柔軟に子どもを受け入

れられる認定こども園＊の設置が進んでいます。 

 ＜認定こども園＊の設置数＞ R2:196 施設 ⇒ R6：263 施設 

○ 保育所、認定こども園＊の整備や保育コンシェルジュの配置による入所調整の円滑化等により、

令和６年４月１日時点において待機児童はゼロとなっています。 

 ＜保育所の待機児童＊数＞ R2.4：39 人 ⇒ R6.4：0人 

○ 広島県保育士人材バンクを通じた保育士の確保等により県全体の就業保育士数は増加していま

すが、特定の地域への保育ニーズの集中や配置基準の見直し等により保育士不足が生じているほ

か、保育士の早期離職や一斉退職などの問題も生じています。 

 ＜広島県保育士人材バンク＊のあっせんによる就業数（累計）＞  

R3.3.31：1,750 人⇒ R6.3.31：2,111 人 

○ 保護者の働き方の多様化などに応じ、延長保育＊や夜間・休日保育、一時的に保育を必要とする

保護者のための一時預かりや病児保育＊など、ニーズが多様化しています。 

○ 保育所、認定こども園＊等に所属する教員・保育士等が、県が開催している保育士等キャリアア

ップ研修に参加し、職責に応じた保育の質の向上が図られています。 

○ 自然保育＊が保育サービスの選択肢の一つとなり、子供たちがより安心して自然保育＊を体験で

きるようになることを目的として平成 29（2017）年度に創設した「ひろしま自然保育認証制度＊」

の認証団体が県内 14 市町において 64 団体に達するなど、自然保育の導入の目的が周知されるこ

とにより、保護者が自然保育を選択できる機会が増えています。 

＜ひろしま自然保育認証制度＊の認証団体数＞ R2：37 団体⇒ R6：64 団体（４月１日時点） 

○ 幼児教育・保育の無償化＊により、幼稚園、保育所、認定こども園＊等の利用者に加えて、幼稚

園の一時預かり保育の利用者、認可外保育施設指導監督基準を満たす認可外保育施設の利用者（市

町から保育の必要性の認定を受けた者に限る）について、施設利用料が無償化されています。 
 

課 題  

○ 今後も、４月１日時点における待機児童ゼロを継続する必要があります。 

○ 市町において、保護者の働き方に合った保育サービスが紹介されるよう、マッチングの円滑な

実施や多様な保育ニーズ（延長保育、病児保育、夜間保育、休日保育）への対応について支援す

る必要があります。 

○ 保育士の配置基準の改正やこども誰でも通園制度＊（乳児等通園支援事業）の創設等により、今

後さらに保育士が必要となるため、引き続き、必要な保育士の確保に努めるとともに、保育士の

処遇改善や離職防止のための職場環境づくりを推進する必要があります。 

○ 自然保育においては、５つの力をはぐくむ教育・保育が実践される必要がありますが、「ひろ

しま自然保育認証制度＊」の認証団体によっては、自然保育＊の活動にばらつきがあります。 

○ 国において幼児教育・保育の無償化の対象外となっている０～２歳児保育について、独自に保

育料を軽減する自治体が全国的に増加していますが、県内では一部の市町にとどまっています。 
 
取組の方向 

▶ 市町の子ども・子育て支援事業計画（令和７～11年度）に基づく保育需要に応じた支援を行うと

ともに、多様化していく保育ニーズに対応できる保育環境の整備に取り組みます。 
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▶ 潜在保育士や休職中の保育士に対し、市町やハローワークが実施する就職説明会等を通じて県保

育士人材バンクの周知と登録の推奨を行い、登録者の増を図るとともに、学生の保育士としての就

業への意欲を高め、必要な保育士の確保に努めます。 

▶ 受講が処遇改善の要件である保育士のキャリアアップ研修を実施し、保育士の処遇改善を図ると

ともに、研修を通じた保育士・保育教諭・幼稚園教諭等の資質向上に取り組み、働き続けるインセ

ンティブを付与していきます。 

▶ 職場環境改善研修の実施や、施設が自己評価を行い、職場環境の改善を図るよう意識付けしてい

くことにより、離職防止のための職場環境づくりの推進に取り組みます。 

▶ ひろしま自然保育推進交流会の開催、安全管理研修及び自然体験活動アドバイザー派遣事業の実

施により、自然保育の理解を深め、質の底上げに取り組みます。 

▶ ０～２歳児の保育料の完全無償化など、先行的に取り組んでいる自治体への財政的支援を国に働

きかけるなど、保育料の負担軽減が進むよう取り組みます。   
 

成 果 指 標 現状（R6.4.1） 目標（R11.4.1） 

保育所の待機児童＊数（4/1 時点） 0 人 ０人 

指標の設定趣旨  

保育所の待機児童＊が発生していないということは、いつでも安心して子供を預けて働くことがで

きることにつながっていると考えられることから、指標として設定しました。 
 

成 果 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

「遊び 学び 育つひろしまっ子！」推進プラン＊に掲げ

る５つの力＊が育まれている年長児の割合 
82.2％ 

80.0％ 

（R8） 

指標の設定趣旨  

子供が育つ環境に関わらず、本県の全ての乳幼児に「遊び 学び 育つひろしまっ子！」推進プラ

ン＊に掲げる５つの力＊が育まれ、その後の教育の基礎が培われていることが、本県が目指す「生涯

にわたって主体的に学び続け、多様な人々と協働して新たな価値を創造することのできる人材」の

育成に重要であることから、指標として設定しました。 
※ 「遊び 学び 育つひろしまっ子！」推進プラン（第２期）（R4～R8）において、最終目標達成見込年度を令和 8（2026）年

度に設定している。 
 

参 考 指 標 現状（R6） 目標（R11） 

就業保育士数 

14,987 人 

（R4.10） 

※(R5.10 に修正予

定) 

●人 

市町受給量調査に

基づき算定 

認定こども園＊の設置数 
263 施設 

(R6.4) 

市町受給量調査に

基づき算定 
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柱４ 
多様なライフスタイルに応じた子育て環境の整備 

（３） 放課後児童クラブの充実 
 

現 状  

○ 「放課後児童クラブ」は、保護者が就労等により昼間家庭にいない児童が安心して過ごせる場

所として、学校の空き教室や児童館などを活用して、市町が運営している施設であり、共働き世

帯の増加などに伴い、登録児童数が増加するとともに、施設整備が進んでいる一方で、一部の市

町において、需要と供給のミスマッチにより待機児童＊が発生しています。 

 ＜放課後児童クラブ＊の待機児童＊発生市町数＞ R2.5：６市町→R6.5：４市 

○ 放課後児童クラブの質の向上のため、令和２（2020）年度から、放課後児童支援員は認定資格

研修の受講が必須となったことから、県では、放課後児童支援員＊認定資格研修を実施し、市町ニ

ーズを踏まえた人材養成を行っています。 
 

課 題  

○ 希望する低学年の児童が誰でも利用できるよう、地域のニーズに応じた放課後児童クラブが整

備される必要があります。 

○ 放課後児童クラブの運営に必要となる支援員の確保に苦慮している市町も多く、安定的な運営

に向けた人材の確保や育成が求められています。 
 
取組の方向 

▶ 放課後児童クラブの施設の新設や老朽化に伴う改築の整備に努め、市町の施設整備を支援しま

す。 

▶ 放課後児童クラブの安定的な運営に必要な人員を確保するため、支援員の認定資格研修及び資質

向上研修に取り組むとともに、好事例の横展開や保育士人材バンク登録者に向けた求人情報の提供

により、市町の人材確保を支援します。 

 

成 果 指 標 現状（R6.10.1） 目標（R11.10.1） 

放課後児童クラブ＊の低学年待機児童＊数（10/1 時点） 24 人 ０人 

指標の設定趣旨  

放課後児童クラブ＊の待機児童＊が発生していないということは、いつでも安心して子供を預けて

働くことができることにつながっていると考えられることから、指標として設定しました。 

 

参 考 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

放課後児童支援員＊認定資格研修受講者数 
391 人 

(R6.3.31) 
394 人 
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柱４ 
多様なライフスタイルに応じた子育て環境の整備 

（４） 共育て＊の推進 
 

現 状  

○ 共働き世帯が増加し、また、結婚・出産後も仕事を続けたい人が多くなっている中、その両立

を支援していくことが重要です。 

○ 従業員が考える仕事と家庭の両立のために重要なこととして、「年次有給休暇を取得しやすくす

ること」が最も多く、次いで多いのは、男性は「時間外労働を少なくすること」、女性とパート従

業員は「育児・介護、家事等を家族が分担」となっています。（令和 3年度広島県職場環境実態調

査） 

○ 男性の家事・育児関連時間は増加傾向にありますが、令和３年では女性の約４分の１であり、

女性に負担が偏っている傾向があります。（令和３年社会生活基本調査） 

 ＜家事・育児関連時間・男性（広島県）＞ H23： 75 分 ⇒ R3：101 分 

 ＜家事・育児関連時間・女性（広島県）＞ H23：478 分 ⇒ R3：412 分 

○ 夫の家事・育児時間が長いほど、妻の就業継続割合が高く、第２子以降の出生割合も高い傾向

があり（第 11回 21 世紀成年者縦断調査）、また、男性の家事・育児参画が高い国ほど、出生率が

高い傾向があります（Doepke, et al(2022)）。 

○ 本県調査において、希望どおりの子供の数を持てた理由として、心情的な理由が大きく、次い

で家事・育児の分担、親等からの協力となっており、家事・育児の分担、親等からの協力は、女

性（18～34 歳）で特に大きい傾向が見られています。（令和 5年度広島県少子化対策・子育て支援

に関する調査） 

○ 本県調査において、男性自身が家事・育児を頑張っていると思っているのは 46.8％、頑張って

いないと思っているのは 20.8％、パートナーから見て頑張っていると思っているのは 43.1％、頑

張っていないと思っているのは 30.4％となっています。（令和 5年度広島県少子化対策・子育て支

援に関する調査） 

○ 家事・育児を頑張っていないと思う理由について、男性自身は、仕事が忙しい（35.6％）が最

も高く、次いで仕事を頑張っているから、家事・育児スキルが不十分との回答割合が高く、パー

トナーから見て回答割合が最も高かったのは「家事・育児を自分事だと思っていないから」

（49.4％）となっています。（令和 5年度広島県少子化対策・子育て支援に関する調査） 

 
 

課 題  

○ 共働き世帯が増加する中、家庭内での家事・育児の負担が一方に偏ることのないよう、男女が

共に主体的に家事・育児に参画する意識を持ち、実践していく必要があります。 

○ 就労環境や組織風土の改善により、男女が共に仕事、家事、子育てに参画していくことを職場

が応援し、その主体的な参画を社会全体で後押ししていく必要があります。 
 
取組の方向 

▶ 当事者の意識啓発や行動変容につながる情報発信などを通じて、男性の家事・育児への参画を促

進し、家庭内での女性の家事・育児の負担軽減につなげていきます。 

▶ 当事者だけでなく、若年世代や企業、社会全体の意識改革を進め、「共育て」の定着を図ってい

きます。 

▶ 時間や場所にとらわれない柔軟な働き方や個々の能力を発揮できる多様な働き方など、それぞれ

のライフスタイルに応じて働くことができる労働環境の整備を促進するとともに、従業員の働きが

いやモチベーションの向上など、企業価値の向上につながる人的資本経営を一層促進します。【再

掲】 



領域Ⅱ 安心して子供を持つことができ、子供たちが健やかに育つ環境づくり 

 

81 
 

▶ 育児休業制度の周知を図るとともに、男性育児休業取得促進の取組事例を収集・発信することな

どにより、育児休業を取得しやすい職場環境の整備を促進します。【再掲】 
 

成 果 指 標 現状（R５） 目標（R11） 

家事・育児を頑張っている男性の割合（パートナーによ

る評価） 
43.1％ 70.0％ 

指標の設定趣旨  

家庭内の状況は様々であり、夫婦が互いに納得して家事・育児の分担をすることが重要であ

るため、パートナーからの評価での「家事・育児を頑張っている男性の割合」が上昇すること

が、女性の負担軽減や「共育て」の意識の定着状況を表すと考えられることから、指標として

設定しました。 
 

参 考 指 標 現状（R５） 目標（R11） 

男性の家事・育児関連時間 

※社会生活基本調査のうち、「６歳未満の子供がいる世

帯」で「子供と夫婦からなる世帯」 

101 分／日 

（R3調査） 

200 分／日 

（R13 調査） 

協力し合って家事・育児をしている割合 

※乳幼児健診問診表のうち「お子さんのお母さんとお

父さん（パートナー）は協力し合って家事・育児をし

ていますか」で「そう思う」の割合（R6から新設） 

R6 県内実績が判明

して記載する（R7

秋頃の予定） 

R6 全国実績が判明

してから検討し設

定する（R8.1 月頃の

予定） 
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目指す姿 柱５ 子供と子育てにやさしい生活環境と安全の確保 
 

◆ 地域の子育て支援者・団体等による様々な子育て支援活動が活発に行われ、親子が安心して過ご

せる場や交流・相談の機会が充実しています。 

また、こうした多面的な見守りを通して、支援が必要な子育て家庭が把握された場合は、市町の

ネウボラと連携して必要な支援につなげることができる仕組みが構築されています。 

 

◆ 企業・団体等が、子育て家庭向けのサービスの提供に自主的に取り組むなど、子育て家庭にやさ

しいサービスが社会に定着し、子育て家庭が子連れで外出しやすい環境づくりが進んでいます。 

 

◆ 子育てしやすい仕様や立地環境を備えた住宅の普及や、公共交通機関や都市公園のバリアフリー

化など、子育て家庭が暮らしやすい環境整備が進んでいます。 

 

◆ 子供たち一人一人が、地震や台風などの自然災害のメカニズムや予想される被害についての理解

を深め、災害の危険に際して、主体的に判断し、適切に行動する力が身に付いています。 

 

◆ 学校、保護者、地域住民、事業者、関係団体、行政等が協働・連携し、犯罪防止教室等の充実や

学校・通学路等における安全の確保など、地域ぐるみで子供を守る取組が行われており、子供たち

一人一人に、ルールを守ることの大切さや物事の善悪を判断する力、子供や保護者の情報リテラシ

ーなどが醸成され、犯罪被害に遭うことを未然に防ぐことができる力や、加害者にもならない力が

身に付いています。 

 

◆ 家族ぐるみ、地域ぐるみの交通安全教育などにより、子供たち一人一人に、交通社会の一員とし

て、交通ルールの遵守と交通マナーが身についており、交通事故を起こさず、また、交通事故から

自分自身を守ることのできる力が身に付いています。 

 

 

 

成果指標 

 地域の中で、親子が落ち着いた気持ちで過ごせる場や、信頼できる人がいると感じる割合 

76.3％ ⇒ 80.0％ 
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柱５ 
子供と子育てにやさしい生活環境と安全の確保 

（１） みんなで子育て応援の推進 
 

現 状  

○ 個人を重視する価値観の変化、ライフスタイルの多様化、グローバル化等により、子供・子育

て家庭が抱える悩みは複雑化、多様化しています。 

○ 育てにくさを感じた時の解決方法を知らない保護者や、子育てに関して相談できる相手がいな

い保護者が存在しており、不安や悩みを相談できる人や場が必要とされています。 

＜育てにくさを感じた時に何らかの解決する方法を知っている割合(R4)＞ 

  広島県 71.4％（全国 80.1%）（乳幼児健康診査問診回答、3つの健診時の平均） 

○ 市町が主体となり、乳幼児と保護者が交流し、相談・情報提供を行う「地域子育て支援拠点＊」

の設置や、緊急時等に子供を預かる「ファミリー・サポート・センター事業＊」など、地域子ども・

子育て支援事業＊に取り組んでいます。 

＜地域子育て支援拠点数＞ Ｒ１：155 ⇒ Ｒ５：176 

○ 子育て家庭や妊産婦が、オンラインで交流・相談できる場として「オンラインおしゃべり広場」

や「助産師オンライン」を令和２（2020）年から開始し、外出に不安のある家庭など、様々な理

由で対面以外での交流・支援を希望する保護者や妊産婦が、交流できる場・支援を受けられる場

の整備が進んでいます。 

 ＜オンラインおしゃべり広場実施窓口数(R5)＞ 182 箇所 

 ＜助産師オンライン相談件数(R5)＞ 229 件 

○ 子育てポータルサイト「イクちゃんネット＊」を通じ、妊娠・出産、子育てに関する各種支援制

度や手続き、相談機関、地域の子育てサークル、イベント情報など、子育て家庭が必要とする情

報をワンストップで提供しています。 

 ＜イクちゃんネットアクセス数(R5)＞ 263,968 ユーザー 

 ＜Kids☆めるまが会員数(R5 末時点)＞ 53,865 名 

○ 企業や店舗等が、授乳室やおむつ替えスペース、子供向け食事メニューなど、子供や子育て家

庭にやさしいサービスを提供する「子育て応援 イクちゃんサービス＊」は、新型コロナウイルス

感染症の影響により、一時、加盟店舗数が減少しましたが、新規登録店舗の開拓により、令和５

年度以降は増加に転じ、令和５（2023）年度末時点の加盟店舗数は 6,757 店舗となっています。 

○ 社会全体で妊産婦や子供、子育て中の人を応援しようという意識を持つことについて、「必要だ

と思う」が 90.8％（県政世論調査(R5)）である一方、応援されていると感じている子育て家庭は

25.8％（少子化対策・子育て支援に関する調査(R5)）であり、ギャップが存在しています。 

○ 行政のサポートが得られない時に「応援されていない」と感じる人が多く（49.7％）、関連行政

サービスを利用したことがある、知っている人は、応援されていると感じる割合が高い傾向があ

ります。 

 ＜応援されていると感じる割合（例：産後ケアの利用経験・認知別）＞ 

  利用したことがある場合 57.5％、知っている場合 32.2％、知らない場合 15.4％ 

○ こども家庭庁において、地域社会・企業など様々な場で全ての人がこどもや子育て中の方々を

応援する「こどもまんなかアクション」の推進により、社会全体の意識改革が図られており、本

県においても、同庁が掲げる「こどもまんなか宣言」の趣旨に賛同し、令和６年６月に、県と県

内 23 市町、賛同企業・団体とが共同で「こどもまんなか応援サポーター」への就任宣言を行いま

した。 
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課 題  

〇 子育て家庭のニーズの多様化、支援内容・サービスが認知されていないこと等により、必要な

支援やサービスに結び付けられていない場合があるため、ニーズに対応した多様な選択肢を提供

し、相談窓口や交流場所等の一層の周知を図る必要があります。 

○ 子育て家庭が気軽に交流・相談できる場を地域に充実させるとともに、日常的な交流・相談の

機会を通じて、支援を必要とする子育て家庭を把握した場合は、着実に適切な支援につなげる必

要があります。 

○ 地域社会、企業など様々な場で、年齢、性別を問わず、全ての人が子供や子育て中の人を応援

するといった社会全体の意識改革を進め、行動を促すことにより、子育て当事者が応援されてい

ると実感できるような社会にしていく必要があります。 
 
取組の方向 

▶ 子育てに関する必要かつ正確な情報を、子育て家庭のニーズに沿った形で、またワンストップ、

タイムリーに届けることができるよう、情報にアクセスしやすい環境を作り、情報を発信していき

ます。 

▶ 市町等と連携し、地域子育て支援拠点の設置や、子育て支援の担い手の確保・育成を支援するほ

か、対面だけでなく、電話やオンラインなど、様々な方法で交流や相談ができる環境を整備し、子

育て家庭が必要な支援につなげられるよう地域の子育て支援者・団体等と市町ネウボラ・母子保健

担当部署の連携を促進します。 

▶ 「こどもまんなか」の趣旨の県民・企業等への啓発、「子育て応援 イクちゃんサービス＊」のさ

らなる普及促進などを通して、様々な主体が子供や子育て家庭を支援する行動を後押しし、社会全

体で子育てを応援する気運を醸成します。 
 

成 果 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

地域の中で、親子が落ち着いた気持ちで過ごせる場や、

信頼できる人がいると感じる割合 
76.3％ 80.0％ 

指標の設定趣旨  

地域において、子育てに関する様々な支援や環境が整うことにより、親子で落ち着いた気持ちで

過ごせる場や、信頼できる人がいると感じる割合が増えることが、子供と子育てにやさしい環境の

実現につながっていると考えられることから、指標として設定しました。 
 

参 考 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

地域子育て支援拠点数＊ 176 185 

イクちゃんサービス登録店舗数 6,757 店舗 7,357 店舗 

イクちゃんサービス認知度 65.1％ 70％ 

Kids☆めるまが会員数 53,865 名 76,369 名 
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柱５ 
子供と子育てにやさしい生活環境と安全の確保 

（２） 子育て住環境の整備 
 

現 状  

○ 子育てに配慮した住環境の整備を通じ、家族にとって魅力的な生活環境の創出を図ることを目

的に、子育てスマイルマンション認定制度＊を平成 25（2013）年 4月に創設しています。 

○ 認定マンションの購入者に対する住宅ローンの金利優遇策等による特典を付与することなどに

より、目標（令和６（2024）年度末 3,000 戸）に向けて、令和５（2023）年度末までに 51件 2,805

戸を認定しておりますが、近年、年間の認定件数が減少傾向にあります。 

 ＜子育てスマイルマンション認定戸数（累計）＞ H30：2,037 戸 ⇒ R5：2,805 戸 

○ 「結婚して、子育てをする人生設計が可能となる」環境づくりを住居の面から支援することを

目的に、所得の低い世帯が県営住宅に入居できる機会を増やすため、県営住宅における新婚世帯

の入居優遇制度を平成 24（2012）年 2月から開始しています。 

○ 県営平成ヶ浜住宅では保育施設を併設し、子育て世帯を対象とした期限付き優先入居を実施し

ています。また、令和６（2024）年 5 月から、利便性及び居住性の高い住宅について、子育て世

帯に限定した公募を開始しています。 

○ これらの優遇措置を活用した県営住宅への入居戸数は令和５（2023）年度末で累計 513 戸とな

っています。 

＜県営住宅における新婚・子育て世帯の優先入居戸数（累計）＞  

H25：219 戸 ⇒ H30：452 戸⇒R5：513 戸 

 
課 題  

○ 住宅ローンの低金利により、金利優遇策等のインセンティブの効果が低くなり、認定件数が減

少傾向のため、子育て世帯と事業者ともにメリットのある制度や広報へ見直す必要があります。 

○ 近年の分譲マンションにおいては、整備水準の底上げにより、認定基準を満たす周辺環境や建

物性能が標準的となっており、市場の動向や子育て世帯のニーズを分析し、認定基準を見直す必

要があります。 

○ 新婚世帯の入居優遇の適用を希望する申込者が減少しており、住まいを探す際に県営住宅が選

択肢に入っていない可能性があることから、情報発信方法を見直す必要があります。 

 

取組の方向 

▶ 子育てスマイルマンションの効果的な広報やインセンティブを見直すとともに、子育てしやすい

住環境の重要性や事例等の情報発信を行います。 

▶ 事業者及び子育て世帯のニーズや、生活様式の多様化、社会環境の変化等を踏まえた認定基準の

見直しを検討し、子育てしやすい住環境を整備します。 

▶ 県営住宅における新婚・子育て世帯の入居の優遇措置について、ＳＮＳ＊を活用した広報に取り

組み、対象世帯の入居を促進します。 

 

成 果 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

地域の中で、親子が落ち着いた気持ちで過ごせる場や、

信頼できる人がいると感じる割合 
76.3％ 80.0％ 

指標の設定趣旨  

地域において、子育てに関する様々な支援や環境が整うことにより、親子で落ち着いた気持ちで

過ごせる場や、信頼できる人がいると感じる割合が増えることが、子供と子育てにやさしい環境の

実現につながっていると考えられることから、指標として設定しました。 
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参 考 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

子育てスマイルマンションの供給戸数（累計） 2,805 戸 3,500 戸 

県営住宅における新婚・子育て世帯優先入居戸数 
（累計） 

513 戸 613 戸 
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柱５ 
子供と子育てにやさしい生活環境と安全の確保 

（３） 子供と子育てにやさしいまちづくりの推進 
 

現 状  

○ 低床路面電車やノンステップバス＊等の車両については、事業者が県・市町の支援や国庫補助制

度を活用し、計画的に導入を進めています。 

 ＜低床バスの導入率＞ H30：76.0％ ⇒ R4：94.0％ 

○ 鉄道駅のバリアフリー化については、国庫補助制度を活用し、利用者が一定以上の鉄道駅や市

町の中心的な鉄道駅等で、市町と JRが連携し整備を進めています。 

 （R5～R6 年度 山陽本線 3駅（新井口・安芸矢口・西高屋）バリアフリー化予定） 

○ 子育て家庭が利用しやすい都市公園となるよう多目的トイレの設置など園内のバリアフリー化

の推進に取り組んでいます。 

○ 平成 30（2018）年７月に「健康増進法」が改正され、受動喫煙の防止対策が強化されたことを

踏まえ、本県においても子供を受動喫煙から守る観点から、令和２（2020）年４月から県独自の

上乗せ規制を実施し、学校（幼稚園、小学校、中学校、高等学校等）及び児童福祉施設等におい

ては敷地内完全禁煙となっています。 
 

課 題  

○ 鉄道駅や旅客施設のバリアフリー化の施設整備に多大な経費が必要となることから、事業開始

の協議が整うまで時間を要しています。 

○ 子育て家庭が安全かつ安心して利用できるように都市公園内の園路やトイレ等のバリアフリー

化を推進する必要があります。 

○ 望まない受動喫煙に遭遇した人の割合は、令和５（2023）年度は 29.5％であり、平成 29（2017）

年の 50.7％と比較すると減少しているものの、望まない受動喫煙のない社会を実現することがで

きていません。 

 

取組の方向 

▶ 低床バス、低床路面電車等の車両については、今後も更に導入が進むよう事業者へ助言を行うと

ともに、鉄道駅や旅客施設のバリアフリー化については、引き続き計画通り導入が進むように鉄道

事業者や沿線市へ働きかけます。 

▶ 子育て家庭が利用しやすい都市公園の実現に向けて，国や市町と連携し，都市公園施設のバリア

フリー化を推進していきます。 

▶ 保健所と連携し、飲食店をはじめとする施設等に健康増進法や条例による屋内禁煙等の遵守につ

いて指導を徹底するとともに、出前講座等により受動喫煙のリスクについて周知します。 

 

成 果 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

地域の中で、親子が落ち着いた気持ちで過ごせる場や、

信頼できる人がいると感じる割合 
76.3％ 80.0％ 

指標の設定趣旨  

地域において、子育てに関する様々な支援や環境が整うことにより、親子で落ち着いた気持ちで

過ごせる場や、信頼できる人がいると感じる割合が増えることが、子供と子育てにやさしい環境の

実現につながっていると考えられることから、指標として設定しました。 
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参 考 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

低床バス導入率 ※１ 
94.0％ 

（R4） 
100％ 

旅客施設のバリアフリー＊化率 ※２ 
87.6％ 

（R4） 
100％ 

うち鉄軌道駅のバリアフリー＊化率 
86.8％ 

（R4） 
100％ 

都市公園の園路・広場のバリアフリー＊化率 
48.5％ 

(R4 末) 
50％ 

都市公園の便所のバリアフリー＊化率 
27.9％ 

(R4 末) 
30％ 

都市公園の駐車場のバリアフリー＊化率 
54.5％ 

(R4 末) 
68％ 

望まない受動喫煙の機会を有する人の割合の減少  

※３ 

29.5％ 

(R5) 

望まない受動喫煙

のない社会の実現 

(R17) 

※１ 乗合バス車両（基準の適用除外の認定を受けた車両を除く）のうち、ノンステップ・ワンステップバスの割合 

※２ １日当たりの平均的な利用客が 3、000 人以上である旅客施設（鉄軌道駅、バスターミナル等）のうち、段差解消・誘導

ブロック・便所等がバリアフリー＊法に基づく公共交通移動等円滑化基準に適合するように行われているものの割合 

※３ 健康ひろしま２１（第３期）で定めている目標値 
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柱５ 
子供と子育てにやさしい生活環境と安全の確保 

（４） 子供の防災の取組の推進 
 

現 状  

○ 県内の小学校の全児童を対象に、マイ・タイムライン（自らの防災行動計画）を活用した出前

講座の実施などにより防災教育を推進し、防災意識の向上を図っています。 

○ さらに、防災意識の更なる定着を図るため、中学校については、令和５年度に制作した防災ｅ

ラーニング教材を活用し、防災教育を展開しています。 

○ 公立学校においては、災害の状況に応じて子供が主体的に行動する避難訓練の実施など、取組

が着実に進んでいます。 

＜災害の状況に応じて、子供が主体的に行動する避難訓練の実施率＞ 

R3：93.6％ ⇒ R4：95.4％ ⇒ R5：97.0％ 

○ また、子育て家庭の防災意識の向上に向け、いざという時に命を守るスキルやその備えなどを

学ぶ、子育て中の親子を対象とした防災講座にも取り組んでいます。 
 

課 題  

○ 災害は想定を超えた事態が発生する可能性があるため、子供が主体的に判断し、適切に行動す

る力を身に付けさせる必要があります。 

 

取組の方向 

▶ 引き続き、自然災害の危険が迫った際に、子供達が主体的に判断し、適切な行動をとることがで

きるよう、効果的で実効性の高い防災教育を推進していきます。 

 

成 果 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

地域の中で、親子が落ち着いた気持ちで過ごせる場や、

信頼できる人がいると感じる割合 
76.3％ 80.0％ 

指標の設定趣旨  

地域において、子育てに関する様々な支援や環境が整うことにより、親子で落ち着いた気持ちで

過ごせる場や、信頼できる人がいると感じる割合が増えることが、子供と子育てにやさしい環境の

実現につながっていると考えられることから、指標として設定しました。 

 

参 考 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

災害の状況に応じて、幼児児童生徒が主体的に行動す

る避難訓練の実施率 ※１ 
97.0％ 

100％ 

(R7) 

※１ 広島県教育委員会主要施策実施方針（R3～R7）において、最終目標達成見込年度を令和 7（2025）年度に設定している。 
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柱５ 
子供と子育てにやさしい生活環境と安全の確保 

（５） 子供の防犯・非行防止の取組の推進 
 

現 状  

○ 子供を取り巻く県内の犯罪情勢について、刑法犯全体の認知件数は 20年間減少を続けていまし

たが、令和４年から増加に転じています。 

 ＜刑法犯認知件数＊（総数）＞ R2：11,726 件 ⇒ R5：14,188 件 

○ 子供に対する声掛け事案等の把握件数は、増加傾向にありましたが、高止まりしています。 
 ＜子供対象声掛け事案等把握件数＞ R2：986件 ⇒ R5：1,072件 
○ 情報化社会の進展に伴い、インターネット利用が子供の生活の一部となったことから、性的又
は暴力的な内容、覚醒剤や大麻などの規制薬物等の有害情報に接触する機会が増えるとともに、
ＳＮＳ＊等を介した子供のトラブルや犯罪被害も生じている状況にあります。 

＜ＳＮＳ＊に起因する被害児童数＞ R2：63 人  ⇒ R5：45 人 

○ 非行少年総数は長期的に見れば減少傾向にありますが、令和４年に増加に転じ、令和５年の非

行少年総数は 888 人で、前年比で 13.4％増加しており、新型コロナウイルス感染症の拡大前の水

準に戻りつつあります。そのうち小・中学生の非行少年数は 430 人で 48.4％を占めています。 
＜非行少年総数＞ R2：807人 ⇒ R5：888人 

○  令和５年中の非行少年総数に占める中・高校生の割合は58.3％を占めており、低年齢からの規
範意識の醸成が求められています。 
＜非行少年総数（中学生・高校生）＞ R2：457人（56.6％） ⇒ R5：518 人（58.3％） 

○  少年サポートセンター＊を設置し、子供や保護者からの相談の受理、子供への継続補導や立 
ち直り支援を行っていますが、非行少年総数の増加に伴い、触法少年を含む刑法犯少年の再犯者
数が増加傾向となっています。 
＜刑法犯少年の再犯者数（触法少年を含む）＞ R2：157人 ⇒ R5：154人 

○ スクールサポーター＊を重点的に派遣した学校における、、令和５年度中の暴力行為などの問題

行動発生件数は、前年度比で 24.5％減少しています。 

○ 広島県青少年健全育成条例の浸透により、コンビニや書店等をはじめとして、業界の自主規制

の取組など、子供を有害な環境から守る取組が行われています。 
 

課 題  

○ 新型コロナウイルス感染症の拡大による行動制限時に、十分な犯罪防止教室や防犯キャンペー

ン等が開催できかったことにより、各種防犯対策の周知や子供の規範意識の醸成に至っておらず、

子供の防犯意識や規範意識醸成のための取組を推進していく必要があります。 

○ 子供のインターネット利用が増加する中、ＳＮＳ＊等を介したトラブルや犯罪に巻き込まれる危

険性が高いことから、子供や保護者の情報リテラシー＊の向上が必要です。【再掲】 

○ 子供が使用するスマートフォンについて、有害情報の閲覧等を防止するためのフィルタリング

の有効性やカスタマイズについての認識が高まっていないため、利用が進んでいません。【再掲】 

○ 少年院出院者や保護観察処分少年に対し、高等学校等への復学・進学に必要な情報が十分に提

供されていない場合があります。 

 

取組の方向 

▶ チラシや広報誌をはじめ、テレビやラジオ、インターネット、オトモポリス＊など、多様な広告

媒体を活用し、地域の犯罪・防犯に関する情報をタイムリーに発信します。 

▶ 学校等における犯罪防止教室の開催等を通じて、子供の防犯意識を高め、犯罪被害から守る取 

組を強化するとともに、加害者にもならないための規範意識を醸成します。 

▶ 学校や地域との連携強化により、子供に対し、社会生活におけるマナーとルールを守るという規

範意識の醸成を図ります。 
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▶ 関係機関と連携し、広島県青少年健全育成条例を適正に運用するとともに、性被害の未然防止に

繋がるよう、広報啓発を実施します。【再掲】 

▶ フィルタリング＊の利用促進など、インターネットの適正な利用について、子供の発達段階に応

じた啓発活動を実施するとともに、関係機関・団体と連携し、保護者や青少年活動に携わる人等

に対する広報啓発を実施します。【再掲】 

▶ 広島県青少年健全育成条例に基づく立入調査や関係機関と連携した広報・啓発の実施により、有

害環境の改善等、子供を取り巻く社会環境の整備を図ります。 

▶ 少年サポートセンターを中心とした相談受理や立ち直り支援活動を推進します。 

▶ 少年院や保護観察所などと連携し、少年院出院者、保護観察処分少年に、復学・進学に関する情

報として、高等学校等における授業料等支援制度、定時制・通信制高等学校などの情報が届くよう

取り組みます。 

 

成 果 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

地域の中で、親子が落ち着いた気持ちで過ごせる場や、

信頼できる人がいると感じる割合 
76.3％ 80.0％ 

指標の設定趣旨  

地域において、子育てに関する様々な支援や環境が整うことにより、親子で落ち着いた気持ちで

過ごせる場や、信頼できる人がいると感じる割合が増えることが、子供と子育てにやさしい環境の

実現につながっていると考えられることから、指標として設定しました。 

 

参 考 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

刑法犯認知件数＊ （全体）※１ 14,188 件 - 

刑法犯少年の再犯者率（触法少年を含む）※２ 

20.7％ 

（令和２年から令和５年

の平均値） 

- 

フィルタリング＊利用率(スマートフォン） 30.5％ 50.0％ 

※１ 令和 11年度の目標（刑法犯認知件数）については、令和７年末に策定する次期「減らそう犯罪」ひろしまアクション・

プランの指標に準じて策定する予定であり、本プラン策定時において設定できない。 

※２ 刑法犯少年の再犯者率については、刑法犯少年の検挙人数に占める再犯者数を算出したものであり、現状値は、統計のあ

る令和２年から令和５年までの平均値で算出している。 

目標値については、前プラン（令和２年から令和６年）の平均値を踏まえ設定する。 
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柱５ 
子供と子育てにやさしい生活環境と安全の確保 

（６） 子供の交通安全の取組の推進 
 

現 状  

○ 子供（18歳以下）が関係する交通事故は、平成 14（2002）年をピークに減少傾向にありますが、

令和５（2023）年中は、全事故件数（4,766 件）の約 10％に当たる 477 件が発生し、３人の尊い

命が失われるなど、未就学児を始めとする子供が関係する交通事故が後を絶ちません。 

 ＜交通事故死者数＞ R1:５人 ⇒ R5:３人 

 ＜交通事故発生件数＞R1:610 件 ⇒ R5:477 件 

○ 子供が関係する交通事故の学齢別では高校生が約４割と最も割合が高く、また、当事者別では、

自転車が全体の約７割、歩行者が約２割を占めています。 

＜交通事故の学齢別発生状況(R5)＞ 

  幼児:８件(約 1.7％)、小学生:103 件（約 21.6％）、中学生:90 件（約 18.9％） 

高校生:190 件（約 39.8％）、その他:86 件（約 18.0％） 

＜交通事故の当事者別発生状況(R5)＞ 

  歩行者:84 件（約 17.6％）、自転車:314 件（約 65.8％）、その他:79 件（約 16.6％） 

    ※ 18 歳以下の当事者同士の事故の場合は、第１当事者の数値を反映 
 

課 題  

○ 自転車を利用することの多い小学生、中学生及び高校生に対しては、交通社会の一員であるこ

とを考慮し、自転車利用に関する道路交通の基礎知識、交通安全意識及び交通マナーに係る教育

を充実させる必要があります。 

○ 地域が一体となった交通安全教育・普及啓発活動を効果的に推進するため、地域や家庭におい

て、子供、父母、祖父母等の各世代が交通安全について話し合い、注意を呼びかけるなど世代間

交流の促進に努める必要があります。 

○ 子供が安全で安心して通行できるよう、生活道路や通学路等においては、「人」の視点に立っ

た交通安全対策及び、教育機関・道路管理者等と連携・協力して通学路等の安全点検や安全確保

を実施し、効果的な交通規制等の推進を図る必要があります。 
 
取組の方向  

▶ 市町や交通安全推進団体等と連携して、心身の発達段階やライフステージに応じた段階的かつ体

系的な交通安全教育を推進します。 

 自転車については、自動車等に衝突された場合には被害者となることから、全ての年齢層へのヘ

ルメット着用の徹底を図るとともに、歩行者等と衝突した場合には加害者となることから、指導取

締りや広報啓発活動を推進します。 

 歩行者に対しては、横断歩道を渡ること、信号機のあるところでは、その信号に従うことといっ

た交通ルールの周知を図るとともに、安全を確認してから横断を始め、横断中も周りに気を付ける

こと等、歩行者が自らの安全を守るための行動を促すための交通安全教育等を推進します。 

▶ 生活道路の安全対策については、「ゾーン 30＊」の設定や「ゾーン 30＊」に加えて物理的デバイス

を適切に組み合わせ、更なる交通安全の向上を図ろうとする「ゾーン 30プラス＊」の推進等により、

引き続き、自動車の速度抑制を図るための道路交通環境整備を進めるほか、可搬式速度違反自動取

締装置の整備を活用した生活道路における適切な交通指導取締りの実施、生活道路における安全な

走行方法の普及、幹線道路を通行すべき自動車の生活道路への流入を防止するための対策等を推進

します。 
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成 果 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

地域の中で、親子が落ち着いた気持ちで過ごせる場や、

信頼できる人がいると感じる割合 
76.3％ 80.0％ 

指標の設定趣旨  

地域において、子育てに関する様々な支援や環境が整うことにより、親子で落ち着いた気持ちで

過ごせる場や、信頼できる人がいると感じる割合が増えることが、子供と子育てにやさしい環境の

実現につながっていると考えられることから、指標として設定しました。 

 

参 考 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

交通事故死者数（全体） ※ 78 人 - 

交通事故重傷者数（全体） ※ 826 件 - 

※ 当指標における令和８（2026）年度～令和 11（2029）年度の目標については、交通安全対策基本法に基づく国の交通安全

基本計画を踏まえた上で作成する「第 12次広島県交通安全計画（R8～R12）」において設定されるものであるため、令和６(2024)

年度において設定できない。 
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領域Ⅲ  

配慮が必要な子供たちとその家族への支援 

 
 
 
領域の目指す社会像  

様々な事情により、社会的な支援の必要性が高い子供たちが、 
身近な大人に温かく見守られ、大事にされて育ち、権利を擁護され、 
必要な支援や配慮を受けながら、安心して暮らし、 
自らの可能性を最大限高めることができています。 

 
 
 
 
 
 

柱１ 児童虐待防止対策の充実  

 （１）児童虐待防止に向けた理解の促進 ・・・・・・・・・・・ ９６ 
 （２）市町の機能強化の支援 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ９７ 
 （３）県こども家庭センター＊の機能強化 ・・・・・・・・・・・ ９９ 

柱２ 社会的養育＊の充実・強化  

 （１）里親＊等委託の推進 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０２ 
 （２）施設の小規模かつ地域分散化、多機能化等 ・・・・・・ １０４ 
 （３）社会的養護＊のもとで生活する子供の自立支援の推進  ・・・・・ １０６ 

柱３ ひとり親家庭の自立支援の推進  

 （１）ひとり親家庭の子育てと生活支援の充実 ・・・・・・・・ １０９ 
 （２）ひとり親家庭の子供の自立に向けた支援の充実 ・・・・・ １１２ 

柱４ 障害のある子供等への支援  

 （１）地域における重層的な支援体制の構築 ・・・・・・・・・ １１５ 
 （２）幼保・小・中・高等学校等の支援体制の整備 ・・・・・・ １１７ 
 （３）教員の専門性の向上 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１９ 
 （４）特別支援学校＊における教育の充実 ・・・・・・・・・・・ １２０ 
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５年後の目指す姿 柱１ 児童虐待防止対策の充実 
 

◆ 子供へのどのような接し方が体罰＊であり児童虐待になるのか、また児童虐待が子供の成長に与え

る悪影響、望ましい子育ての方法などについて保護者や県民の理解が深まり、子育てにおいて、子

供の心身の健全な発達に有害な影響を及ぼす体罰＊や暴言（以下「体罰＊等」という。）の行為が減少

しています。 

 

◆ 市町のネウボラ拠点（母子保健と子育て支援が一体となった子育て世代包括支援センター等）が、

妊娠期から全ての子育て家庭を見守り、虐待の兆候があるなど、支援が必要な家庭を把握した場合

は、速やかに専門的な支援を行えるよう、母子保健機能と児童福祉機能（要保護児童等への支援を

行う子ども家庭総合支援拠点）を一体化した「市町こども家庭センター＊」が全市町に設置されてい

ます。 

市町こども家庭センター＊では、ネウボラ拠点等でのポピュレーションアプローチによる虐待の未

然防止や、リスクの兆候の早期発見・早期対応、在宅での支援を担い、県のこども家庭センターは、

より高い専門性が求められる、緊急性や重症度の高い事案に注力するという役割分担のもと、虐待

の未然防止や重篤化の防止が図られています。 

市町こども家庭センター＊の在宅支援においては、要保護児童対策協議会「以下「要対協＊」とい

う。」を活用して関係機関のネットワークが構築され、支援の対象となる子供や家庭の状況に応じた

適切な支援を提供することにより、虐待の再発防止が図られています。 

 

◆ 県こども家庭センターでは、市町との適切な役割分担と連携により、虐待の未然防止や早期発見・

早期支援に取り組むとともに、増加する児童虐待相談に対応できるよう組織体制の強化や専門性の

高い人材の確保・育成を計画的に進め、より高い専門性が求められる、緊急性や重症度の高い事案

に注力しています。 

一時保護が必要な子供は、セキュリティーが高く、かつプライバシーや個別性に配慮された安心・

安全な環境で、本人の意見・意向を尊重されながら、丁寧なアセスメントやケアを受けることがで

きています。また、安全確保の必要性が低い子供は、開放的環境において保護を受けることができ

ています。 

児童虐待等のため親子分離をしたケースであっても、児童福祉司＊や児童心理司＊により、家族再

統合や親子関係の修復に向け、継続的な指導や支援を受けています。 

また、家族再統合により、家庭復帰した子供や家庭は、市町や県こども家庭センター＊、児童養護

施設＊等により継続的に見守られ、必要な支援を受けることができ、虐待の再発防止につながってい

ます。 

 

成果指標 

 体罰＊等によらない子育てをしている親の割合 

87.3％ ⇒ ●％（検討中） 
     

 要支援家庭のうち、サポートプランが作成され、適切に支援を受けている家庭の割合 

100％ 
    

 児童虐待により死亡した子供の人数 ０人 
        

 児童虐待により長期の親子分離が必要なケース 

140 件 ⇒ ●件（検討中） 
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柱１ 
児童虐待防止対策の充実 

（１） 児童虐待防止に向けた理解の促進 
 

現 状  

○ 令和元（2019）年度の児童虐待防止法改正により、親権者等による体罰＊の禁止が法定化され、

令和２（2020）年４月１日から施行されており、体罰＊等によらない子育てをしている親の割合は

87.3％に増えています。 

○ 毎年 11 月の「オレンジリボン（児童虐待防止）・キャンペーン」において、子供や子育て世代

の親、そして、将来親になる若年層を主なターゲットとして、虐待の通告義務、虐待の子供への

影響、相談先の情報等について、広く県民に発信しています。 
 

課 題  

○ 虐待予防の啓発に取組んだ結果、体罰＊等によらない子育てをしている親の割合は増加していま

すが、体罰＊等を肯定している親や、子育ての困り感、育てにくさ等からやむを得ず体罰＊等をし

ている親が一定数いることから、子供への体罰＊の悪影響や相談窓口等の更なる周知が必要です。 

○ 児童虐待を受けたと思われる子供を発見した人が速やかに通告できるよう通告義務及び児童相

談所虐待対応ダイヤル「189」＊や市町こども家庭センター＊等の相談窓口等のさらなる周知が必要

です。 
 
取組の方向  

▶ 子供への体罰の禁止や児童虐待の子供に及ぼす悪影響、望ましい子育ての方法等について、子育

て世代や、将来親になる若年層を主なターゲットとして、ホームページやＳＮＳ等の若者に届き

やすい媒体を活用して周知を図り、体罰＊等によらない子育てを推進します。 

▶ 児童虐待の通告義務、児童相談所虐待対応ダイヤル「189」、市町こども家庭センター＊等の相談

窓口を、子供や子育て世代をはじめ、広く県民に周知し、虐待の予防や早期支援に取り組みます。 
 

成 果 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

体罰＊等によらない子育てをしている親の割合 87.3％ ●％ 

指標の設定趣旨  

体罰＊等によらない子育てをしている親の割合が増加することは、子供の心身の健全な発達に有害

な影響を及ぼす行為に対する理解が深まっていることを表し、そうした行為の減少につながると考

えられることから、指標として設定しました。 

※ 「母子保健等に関する実施状況調査「乳幼児期に体罰＊や暴言、ネグレクト等によらない子育てをしている親

の割合」」から算出 
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柱１ 
児童虐待防止対策の充実 
（２） 市町の機能強化の支援 

 

現 状  

○ 児童福祉法が改正され、令和６年４月から、市町の母子保健機能（ひろしまネウボラ＊等）と児

童福祉機能（子ども家庭総合支援拠点等）が一体となった市町こども家庭センター＊の設置が市町

の努力義務となったほか、子育て家庭への支援の充実のため、家庭支援事業＊の新設、拡充などが

図られました。 

 ＜市町こども家庭センター＊設置市町数＞ R6：16 市町 

○ 本県では、地域の関係機関と一体となって、妊婦や子育て家庭の不安や悩みに寄り添い、見守

り、支援する仕組みとして「ひろしまネウボラ＊」の構築を進めており、令和６年度は 18 市町で

実施されています。また、子供の育ちにつながるリスクを早期に把握し、関係者で情報共有して

予防的支援を行う仕組みの構築に取り組み、モデル事業として県内４市町で実施し、これまで発

見できなかった子供・家庭の発見と予防的な支援に繋げています。 

○ ネウボラ等でリスクが発見された家庭に対しては、市町こども家庭センター＊において、要対協
＊等を活用した在宅での支援が実施され、虐待のリスクや緊急度が高い場合は、県こども家庭セン

ターと連携して対応することとなります。 

○ 県こども家庭センター＊では、市町職員を含め、職員の経験や専門性に応じた各種研修を実施し

ているほか、市町へのアドバイザー派遣や市町職員の県こども家庭センターでの実習受け入れな

どを通して、市町職員の対応力強化を支援しています。 

○ 市町の相談援助機能を支援する役割を有する民間の「児童家庭支援センター＊」の設置数が増え

ています。 

＜児童家庭支援センター＊設置数＞ R1：３か所 ⇒ R6：５か所 

 
 

課 題  

○ 「ひろしまネウボラ」における見守りや予防的支援を通してリスクが発見された家庭に対し、

速やかに専門的な支援を行えるよう、母子保健機能と児童福祉機能が一体化した市町こども家庭

センター＊が全ての市町に設置される必要があります。 

○ 児童虐待への対応においては、市町や県こども家庭センター＊（児童相談所）、関係機関との連

携及び役割分担を進め、要対協＊を活用しながら、地域全体で支援を行っていく必要があります。 

○ 市町こども家庭センターにおける支援が、適切なリスクアセスメントによるサポートプランに

基づき、県こども家庭センターや関係機関との連携のもと、適切に行われるよう、市町職員の専

門性の向上や市町の在宅支援体制の強化を図る必要があります。 
 
取組の方向  

▶ 市町において、母子保健と児童福祉の一体的な相談支援を適切に実施できるよう、市町こども家

庭センター＊の設置を促進します。 

▶ 市町こども家庭センターが、要対協＊の調整機関を担い、県こども家庭センター＊（児童相談所）

や児童家庭支援センター、民生委員・児童委員、医療・教育・福祉・司法等の関係機関等とネット

ワークを構築し、支援を行うなど、地域全体での支援体制を強化します。 

▶ 県のアドバイザー派遣により、要支援者の支援方針となるサポートプランの作成・更新を支援す

るとともに、市町こども家庭センター＊に従事する職員等の専門性向上のための研修の充実や、要

支援家庭のニーズに応じた家庭支援事業＊の活用促進などにより、市町の在宅支援機能の強化に取

り組みます。 
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成 果 指 標 現状（R6） 目標（R11） 

要支援家庭のうち、サポートプランが作成され、適切

に支援を受けている家庭の割合 
‐ 100％ 

指標の設定趣旨  

支援対象者の課題の解決のための支援方針となるサポートプランが作成され、それに沿って支援

されているということは、支援対象者に関わる関係者が支援内容等を共有し、効果的な支援を実施

していると考えられることから、指標として設定しました。 

 

参 考 指 標 現状（R6） 目標（R11） 

全ての子供や妊産婦の福祉に関する包括的な支援を行

う市町こども家庭センター＊の設置市町数 
16 市町 23 市町 

 

  



領域Ⅲ 配慮が必要な子供たちとその家族への支援 

99 
 

柱１ 
児童虐待防止対策の充実 
（３） 県こども家庭センター＊の機能強化 

 
現 状  

○ 本県では、全国に先駆けて、児童相談所、女性相談支援センター及び配偶者暴力相談支援セン

ターを統合して、密接に関係する児童虐待とＤＶに対し、一体的に対応できる体制を整えるとと

もに、より専門的な支援を行うため、児童精神科医を常勤配置した「県こども家庭センター＊」を

平成 17（2005）年度に開設しました。 

○ 県こども家庭センター＊（児童相談所）における児童虐待相談対応件数は、児童虐待防止法施行

後も年々増え続け、平成 12（2000）年度から令和５（2023）年度までの 23年間で約 16倍となっ

ています。 

＜児童虐待相談対応件数＞ H12：404 件 ⇒ R5：6,380 件 

○ 県こども家庭センター＊（児童相談所）では、市町との役割分担のもと、より高い専門性が求め

られる、緊急性や重症度の高い事案に注力する必要がありますが、相談内容も多様化、複雑化す

るなかで、相談・通告の多くを占める軽微な事案にも対応しています。 

○ 西部こども家庭センターに平成 26（2014）年度から、東部こども家庭センターに平成 28（2016）

年度から常勤の弁護士を配置し、法的対応が必要な事案への対策を強化しています。  

○ 西部こども家庭センターに令和元（2019）年度から、東部こども家庭センターに令和２（2020）

年度から現職警察官を配置し、警察と緊密な連携を図り、介入が必要な事案への対応を強化して

います。 

○ 年々増加する児童虐待相談に対応するため、西部こども家庭センターと東部こども家庭センタ

ーに支所を開設することとし、令和７（2025）年度の開設に向けて、施設改修等の準備が進んで

います。 

○ 児童虐待に伴う一時保護件数は大幅に増加し、そのうち半数以上が、保護者の同意が得られず

「職権保護」したケースです。  

＜児童虐待事案に係る一時保護延人数＞ H30：6,690 人日 ⇒ R5：10,325 人日 ※広島市を除く 

○ 一時保護した子供のセキュリティーやプライバシー対策等の強化、処遇環境の改善を図るため、

東部こども家庭センター一時保護施設を増改築し、令和５（2023）年度から供用を開始しました。 

○ 県東部に開放的環境による保護を行うための専用施設（一時保護専用施設、設置主体は社会福

祉法人）が令和６（2024）年度に開設されました。 
 

課 題  

○ 県こども家庭センターは、市町と役割分担し、保護や親子分離を要するなど高い専門性が求め

られる事案に注力する必要があります。 

○ 年々増加する児童虐待相談に迅速に対応できるよう、業務の効率化を進めるとともに、組織体

制を強化する必要があります。 

○ 職員を計画的に増員していますが、若い専門職や経験が浅い職員が増加しているため、多様化・

複雑化する相談ないように対応できるよう、職員の専門性の維持、向上ができる体制を確保して

いく必要があります。 

○ 県西部には、一時保護専用施設がなく、開放的環境により子供を保護できる体制が求められて

います。 
 
取組の方向  

▶ 児童虐待への対応体制や対応力など市町の児童虐待に対する機能強化を支援し、県との適切な役

割分担と連携により、県全体としての児童虐待への対応体制づくりを進めます。  

 



領域Ⅲ 配慮が必要な子供たちとその家族への支援 

100 
 

▶ 増加する児童虐待相談への対応や家庭養育優先原則を踏まえた支援の推進に向け、業務の効率化

や組織体制の見直し等により、県こども家庭センター＊の更なる専門性の強化に取り組むとともに、

よりきめ細かに対応するため、西部こども家庭センター及び東部こども家庭センターの支所を開設

します。 

▶ 専門性の高い相談援助業務を行うため、児童福祉司＊や児童心理司＊等の専門職を計画的に確保す

るとともに、研修や適切なジョブローテにより育成を図ります。 

▶ 圏域や地域の児童人口に配慮して、児童養護施設＊等による一時保護専用施設の設置を推進し、

開放的環境において保護することが適当な子供の一時保護に対応します。 

 
成 果 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

児童虐待により死亡した子供の数 ０人 ０人 

指標の設定趣旨  

今後も児童虐待の通告・相談件数が増加することが見込まれる中、児童虐待の未然防止、早期

発見・早期対応によって、虐待死を発生させないことが重要と考えられるため、指標として設定

しました。 

成 果 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

児童虐待により長期の親子分離が必要なケース 140 件 ●人 

指標の設定趣旨  

長期の親子分離を必要とするケースの減少は、児童虐待の早期発見・早期対応や親子関係の再

構築によって、虐待の重症化の防止が図られていることを表すと考えられるため、指標として設

定しました。 
 

※ こども家庭センター＊（児童相談所）が支援に関与したケース 
 

参 考 指 標 現状（R6） 目標（R11） 

開放的環境による保護が適当な子供のための一時保

護専用施設の設置か所数（定員） 
２か所（12人） ４か所（24人） 
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 ５年後の目指す姿 柱２ 社会的養育＊の充実・強化 

 

◆ 里親制度が広く県民に周知され、社会全体に里親＊や家庭養育の重要性への認識や理解が深まると

ともに、里親＊として登録する人やファミリーホームが増え、様々な事情により家族と暮らすことが

できない子供の多くが家庭と同様の環境で養育されています。 

  里親支援センターの設置が進み、県全域が支援対象とされ、県こども家庭センターや市町との連

携により、里親を支える環境の整備が図られており、里親の養育上の不安や負担感が軽減し、安心

して子供を養育することができています。 

 

◆ 里親＊による養育が困難な場合であっても、児童養護施設＊等の小規模かつ地域分散化が進められ

ることによって、家庭的環境の充実が図られ、施設で生活する子供が、できるだけ家庭養育に近い

環境で養育されています。 

乳児院＊や児童養護施設＊では、被虐待経験のある子供や発達障害＊のある子供、様々な障害や疾

患のある子供など、特別の支援を要する子供の入所が増加する中でも、職員の専門性の向上や多機

能化、児童自立支援施設等との連携体制の構築により、個々の状況に応じた適切な支援が行われ、

子供たちが安心して生活できています 

また、児童養護施設等の子供の養育に関する専門性や機能が、地域における要支援家庭の支援に

積極的に活用されています。 

 

◆ 児童養護施設＊や里親＊などの社会的養護＊のもとで生活する全ての子供の権利が擁護されており、

必要に応じて第三者による意見表明等支援を受け、自らに影響を与える事柄等に自由に意見を表明

することができ、意見表明権や出自、生い立ちを知る権利が保障されています。 

社会的養護＊の期間が終了した後も、必要に応じて、児童養護施設＊や里親＊の居宅での生活を継続

しながら自立支援を受けることができ、また、施設を退所した後は、自立援助ホーム＊等や社会的養

護自立支援拠点事業所による自立支援を受けることができています。 

 

 

成果指標 

 要保護児童の里親＊・ファミリーホーム＊への委託率 

20.1％ ⇒ ●％（検討中） 

 

 施設入所児童のうち、地域小規模児童養護施設で生活する子供の割合 

7.5％ ⇒ ●％（検討中） 

 

 社会的養護＊のもとで生活する子供の進学率（高等学校卒業後） 

53.1％（確認中） ⇒ ●％（検討中） 
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柱２ 
社会的養育＊の充実・強化 
（１） 里親＊等委託の推進 

 

現 状  

○ 平成 28（2016）年の児童福祉法改正により、実親による養育が困難な場合には、里親＊や特別

養子縁組＊など、家庭と同様の環境のもとで養育されるよう、家庭養育優先原則＊が規定されまし

た。 

○ 県では、令和５（2023）年４月から、里親制度の啓発、里親＊のリクルート、里親＊研修、里親
＊と子供とのマッチング、養育する里親＊への支援といったフォスタリング＊業務を、社会福祉法

人に委託し、県こども家庭センターと連携して里親等委託を推進しています。 

○ 令和５（2023）年度末の里親＊数は、平成 30年度末と比べ、94世帯（約 44％）増えています。 

また、令和５（2023）年度末の、子供が委託されている里親＊数は、平成 30年度末と比べ、横

ばいとなっています。 

 ＜認定・登録里親＊数＞ H30：214 世帯 ⇒ R5：308 世帯 

 ＜子供が委託されている里親＊数＞H30：88 世帯 ⇒ R5：88 世帯 

○ しかしながら、県内では、乳児院＊、児童養護施設＊、里親＊等のもとで、約■人の子供が暮ら

していますが、そのうち里親＊等への委託は、全国平均の 25.2％（令和５（2023）年度末）を下

回る、20.1％にとどまっています。 

＜要保護児童の里親＊・ファミリーホーム＊への委託率＞ H30：16.1％ ⇒ R5：20.1％  

○ 里親＊数は増加していますが、里親＊等の稼働率は、28.6％にとどまっています。 

＜里親＊等の稼働率＞ H30：41.1％ ⇒ R5：28.6％ 

※稼働率＝委託児童数／（里親＊登録数×平均受託児童数＋ファミリーホーム＊定員数） 

○ 令和５（2023）年度末のファミリーホーム＊の数は、平成 30 年（2018）度末と比べ、２か所増

えています。 

 ＜ファミリーホーム＊事業者数＞ H30：４か所 ⇒ R5：６か所 

 ＜ファミリーホーム＊定員＞ H30：24 人 ⇒ R5：36 人 

 ＜ファミリーホーム＊措置人員＞ H30：23 人 ⇒ R5：27 人 

○ 平成 29（2017）年３月に作成された、「広島県新生児里親＊委託マニュアル」に基づき、新生児

里親＊委託を推進しており、養子縁組里親＊への委託から特別養子縁組＊の成立の増加につながる

ことが期待されます。 

 ＜児童相談所を通じた特別養子縁組＊の成立件数＞ R元：３件 ⇒ R5：２件（速報値） 

 

課 題  

○ 里親＊登録者数は増加しているものの、様々な事情により、実際には委託が困難な里親＊も多く

いることから、里親＊制度の啓発をさらに進め、新たな里親＊を確保する必要があります。 

○ 里親＊自身の養育経験の不足から、里親＊登録をしても委託をすぐにはできない場合や、委託後

に愛着関係が形成できず、養育に困難が生じる場合があることから、委託前からの里親＊への研修

を充実させるなど、里親＊の養育力の向上や子供との愛着形成に対する支援が必要です。 

○ 里親の養育上の不安や負担感が軽減し、安心して子供を養育できるよう、委託後も継続して里

親を支援する体制を強化する必要があります。 

○ 里親＊への委託は、施設入所に比べて多大な労力がかかることに加え、県こども家庭センター＊

（児童相談所）では、増加を続ける児童虐待相談への対応のため、里親＊への委託や支援に注力す

ることが難しい状況があることから、県こども家庭センター＊（児童相談所）、市町、里親支援セ

ンター＊及び児童養護施設＊等の連携や役割分担を図り、里親を支援していく必要があります。 
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○ 将来にわたって実親のもとで暮らすことができない子供にも、安定した家庭養育環境を提供で

きるよう、新生児期からの里親＊委託や特別養子縁組＊なども活用する必要があります。 

○ 市町が地域の要支援家庭への支援に里親＊を活用できるよう、ショートステイや一時保護委託な

どを推進する必要があります。 

 

取組の方向  

▶ 里親＊制度の更なる普及・啓発を図り、新たな里親＊を確保するとともに、里親＊や里親のもとで

養育されている子供に対する地域の理解を促進して、里親＊が安心して子供を養育できる環境づく

りを進めます。 

▶ 委託前・委託後の里親＊に対する研修を充実し、里親＊の養育力の向上や里親＊と子供との愛着関

係の形成を支援します。 

▶ 里親支援センター＊の設置を促進し、乳児院＊や児童養護施設＊等とも協働して里親＊等委託を推

進するとともに、要対協＊を必要に応じて活用しながら、県こども家庭センター＊、市町、関係機関

等が連携して、地域で里親＊を支援する体制を整えます。 

▶ 新生児里親委託の取組を推進し、将来にわたって実親のもとで暮らすことができない子供に対し

ては、特別養子縁組＊などによるパーマネンシー保障を重視した支援を行います。 

▶ ショートステイや一時保護委託などにより、短期間、里親が子供を預かる取組を増やし、里親が

地域の要支援家庭への支援を行う取組を促進します。 

 

成 果 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

要保護児童の里親＊・ファミリーホーム＊への委託率 20.1％ ■％ 

指標の設定趣旨  

要保護児童の里親＊・ファミリーホーム＊への委託率が増加することは、家庭と同様の環境で

暮らす要保護児童が増え、個々の状況に応じて養育されながら、安心して生活することにつな

がると考えられることから、指標として設定しました。 

 

 

参 考 指 標 現状（R6） 目標（R11） 

認定・登録里親＊数およびファミリーホーム＊設置か所

数 

308 世帯 

６か所 

■世帯 

■か所 

里親＊等稼働率 28.6％ ■％ 
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柱２ 
社会的養育＊の充実・強化 
（２） 施設の小規模かつ地域分散化、多機能化等 

 

現 状  

○ 平成 28（2016）年の児童福祉法改正により、実親による養育が困難な場合には、里親＊や特別

養子縁組＊など、家庭と同様の環境のもとで養育されるよう、家庭養育優先原則＊が規定され、家

庭と同様の環境での養育が適当でない場合には、できるだけ良好な家庭的環境において養育され

るよう必要な措置を講じることとされました。 

○ 児童養護施設＊には、被虐待経験のある子供や、ＡＤＨＤ＊等の発達障害＊のある子供、様々な

障害や疾患のある子供など、特別の支援を要する子供が高い割合で入所しています。 

 ＜児童養護施設＊入所児童のうち，被虐待経験のある子供の割合＞ 

  H30：425 人（63.2％） ⇒ R5：（調査中） 

○ 小規模かつ地域分散化された児童養護施設＊（以下「地域小規模児童養護施設」という。）が、

着実に整備されてきています。 

＜地域小規模児童養護施設の数＞ H30：６か所 ⇒ R5：９か所 

＜児童養護施設＊入所児童のうち、地域小規模児童養護施設で生活する子供の割合＞ 

  H30：4.9％ ⇒ R5：7.5％ 

○ 市町と連携した在宅支援としてショートステイ＊の実施や里親支援専門相談員の配置など、乳児

院＊や児童養護施設＊の多くが多機能化に取り組んでいます。 

 ＜ショートステイの実施施設数＞ R5：15 施設中 14 施設が実施 

＜ショートステイの実施延べ人数＞ R2：558 人 ⇒ R4：1,425 人 

 ＜里親支援専門相談員の配置＞ R5：15 施設中 11施設が実施 

○ 母子生活支援施設＊は、「母子が一緒に生活しつつ、共に支援を受けることができる唯一の児童

福祉施設」という特性を活かし、保護と自立支援の機能の充実が求められていますが、入所者数

は減少傾向にあります。 

 

課 題  

○ 施設では、特別の支援を要する子供が高い割合で入所していることから、職員の専門性の強化

を図るとともに、児童自立支援施設＊等、専門性を有する施設と連携し、より手厚い支援を行うた

めの体制を確保する必要があります。 

○ 地域小規模児童養護施設の整備については、大・中舎制に比べてより多くの職員が必要になる

ことや労働条件が厳しいこと、専門性のある人材の確保が難しいことから、施設の状況に応じた

きめ細かな支援を行うことで、施設の小規模化や地域分散化を進める必要があります。 

○ 家族や地域の養育力が低下するなか、家庭養育優先原則を推進するため、施設の多機能化を進

め、乳児院＊や児童養護施設＊、母子生活支援施設＊などの専門性を、地域の要支援家庭を支える

資源として積極的に活用していくことが必要です。 

○ 母子生活支援施設については、市町によって社会資源等が違い、入所方針が異なっており、施

設を活用した早期支援が促進されるよう、市町と施設の連携強化を図る必要があります。 

 

取組の方向  

▶ 特別の支援を要する子供への支援を充実させるため、研修等による職員の専門性の強化を図ると

ともに、県立広島学園を含む県内施設の連携体制を構築します。 

▶ 社会的養護＊が必要な子供のうち里親＊等委託が困難な子供については、出来る限り良好な家庭的

環境で生活できるよう、施設と連携しながら、施設の小規模かつ地域分散化に取り組みます。 
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▶ 児童養護施設＊等の多機能化を図り、子供の養育に関する専門性や機能が、地域における要支援

家庭の支援に積極的に活用されるよう、市町と連携して取り組みます。 

▶ 母子生活支援施設については、全ての市町が、施設を活用した支援の実例やその効果を把握する

ことによって、必要に応じて速やかに入所決定できるよう、入所による好事例や他市町の入所の判

断基準の共有等に取り組みます。 

 

成 果 指 標 現状（R6） 目標（R11） 

施設入所児童のうち、地域小規模児童養護施設で生活

する子供の割合  
7.5％ ■％ 

指標の設定趣旨  

施設入所児童のうち、地域小規模児童養護施設で生活する子供の割合が増えることが、社会的養

護＊が必要な子供ができるだけ家庭養育に近い環境で、安心して生活することにつながると考えられ

ることから、指標として設定しました。 
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柱２ 
社会的養育＊の充実・強化 
（３） 社会的養護＊のもとで生活する子供の自立支援の推進 

 

現 状  

○ 令和４（2022）年の児童福祉法改正により、児童養護施設＊等の措置に関して児童の意見又は意

向を勘案して行うことや、児童福祉審議会等の調査審議及び意見の具申など、児童の権利擁護に

係る環境整備を行うことが明確化されました。 

○ 同改正により、社会的養護経験者等の実態把握及びその自立のために必要な支援について、都

道府県の義務として明確化されました。 

○ 全ての児童養護施設＊で、苦情を受け付ける窓口の設置や第三者委員制度など、苦情解決に係る

体制を整えています。 

○ 県こども家庭センター＊（児童相談所）では、施設に入所する子供に対して、オレンジ（子供の

権利）ノート＊等を配付し、その内容を丁寧に説明しています。 

○ 社会的養護＊のもとで生活する子供の意見表明権を保障するため、令和４（2022）年８月から県

こども家庭センター一時保護施設へ、令和５（2023）年 10 月から児童自立支援施設へ、第三者で

あるＮＰＯ法人への外部委託により意見表明等支援員（アドボケイト）を派遣し、子供の意見を

聞く仕組みを構築しています。 

○ 義務教育終了後に支援を要する子供が入所する自立援助ホーム＊は、県内８か所に増え、社会的

養護自立支援拠点事業所＊が県内２か所に設置され、児童養護施設＊等を退所した者が自立支援を

受けることができる機会が増えています。 

 ＜自立援助ホーム＊の設置数＞  H30：３か所 ⇒ R5：８か所 

○ 令和６（2024）年４月からは、児童自立生活援助事業の要件が弾力化により、上限年齢が撤廃

され、自立援助ホーム＊以外の児童養護施設＊や里親＊の居宅においても、生活や就業等に係る自

立支援の実施ができるようになりました。 

○ 児童養護施設＊や里親＊のもとで暮らしている子供の、高等学校卒業後の大学等への進学率は、

年度によってばらつきがあるものの概ね上昇傾向にありますが、県全体の進学率 83.3％（令和５

年学校基本調査を基に県算出）に比べると低い水準です。 

＜高校等卒業後の大学等への進学率（児童養護施設＊・里親＊等）＞ 

H29：40.0％ ⇒ R5：53.1％ 

 

課 題  

○ 施設入所や里親＊委託された子供の中には、施設入所等の選択に当たって説明や意見聴取が十分

されていない場合や、自分が親元を離れなければならない理由等を理解していない場合、自分の

出自や成育歴等を把握していない場合もあり、社会的養護＊が必要な子供の意見表明権や知る権利

など権利擁護を保障する仕組みが十分に整っていません。 

○ 里親＊・施設等が、県こども家庭センターと連携し、里親＊委託や施設入所中から、子供ごとに、

将来を見据えた支援が行われる必要があります。 

○ 社会的養護＊のもとで生活していた子供の実情を把握し、必要に応じて、自立援助ホーム＊や社

会的養護自立支援拠点事業所＊等による適切な自立支援を行う必要があります。 

○ 自立援助ホーム＊に加え、子供の状況に応じて、児童養護施設＊や里親＊の居宅での児童自立生

活援助事業の実施を推進していく必要があります。 
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取組の方向  

▶ 里親等委託、施設入所や一時保護の決定時等の子供への意見聴取、子供の意見表明権や自らの出

自、生い立ちを知る権利の保障等、社会的養護＊のもとで生活している子供の権利擁護を推進しま

す。 

▶ 社会的養護経験者等＊の実情を把握し、必要な支援策を検討していきます。 

▶ 自立援助ホーム＊や社会的養護自立支援拠点事業所＊のほか、児童養護施設＊や里親＊の居宅にお

ける児童自立生活援助事業を活用し、社会的養護＊のもとで生活していた子供の生活、就学・就労

について支援します。 

 
成 果 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

社会的養護＊のもとで生活する子供の進学率（高等学校

卒業後） 
53.1％ ■％ 

指標の設定趣旨  

社会的養護＊のもとで生活する子供の高校卒業後の進学率を、県平均の水準に近づけることは、

個々の状況に応じた支援によって、一般家庭で養育されている子供と同様に、希望する進路を選べ

る状態になっていると考えられることから、指標として設定しました。 

 

参 考 指 標 現状（R6） 目標（R11） 

児童養護施設＊や里親＊の居宅における児童自立生活援

助事業の実施状況 
■件 ■件 
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目指す姿 柱３ ひとり親家庭の自立支援の推進 
 

◆ ひとり親家庭が、様々な支援制度について、いつでも情報を得ることができ、必要に応じて市町

や広島県ひとり親家庭サポートセンターでの適切な支援につながるなど、地域のネットワークの中

で孤立することなく生活できています。 

また、離婚等を理由としてひとり親となる家庭では、離婚前から、子供の養育に関する義務とし

て、「養育費」と「面会交流」の重要性を十分に理解し、相談員や弁護士等による専門的な相談支援

により、「養育費」の支払や「面会交流」が適切に実行されています。 

こうした取組により、ひとり親家庭の子育てや生活上の負担が軽減され、安心して、充実した生

活を送ることができています。 

 

◆ ひとり親家庭の子供が、家庭や学校、地域などで安心して過ごせる居場所があり、生活習慣や学

力などの自立に必要な力を身に付けることができています。 

 

◆ ひとり親家庭で育った子供が、将来の夢や目標に向けて、活用可能な支援策等の情報を得られ、

他の家庭との環境の差によって将来の選択肢を自ら狭めることなく、自信を持って意欲的に取り組

むことができています。 

 

成果指標 

 養育費を受け取っている人の割合 

28.3％ ⇒ ●％（検討中） 

 

 面会交流を実施している人の割合 

34.7％ ⇒ ●％（検討中） 

 

 ひとり親家庭の子供の進学率（高等学校卒業後） 

75.0％ ⇒ 84.0％ 
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柱３ 
ひとり親家庭の自立支援の推進 
（１） ひとり親家庭の子育てと生活支援の充実 

 

現 状  

○ ひとり親家庭では、頼れる存在がいない家庭や経済的に困窮している家庭の割合が高くなって

います。 

＜頼れる人がいないと答えた人の割合＞（令和６（2024）年３月 子供の生活実態調査（以下「子

供の生活実態調査」という。）） 

小５の保護者 ⇒ ふたり親世帯：2.6％   ひとり親世帯：5.1％ 

中２の保護者 ⇒ ふたり親世帯：3.4％   ひとり親世帯：10.0％  

＜年収が中央値の１／２未満の世帯の割合＞（子供の生活実態調査） 

小５の子供のいる世帯 ⇒ ふたり親世帯：5.0％   ひとり親世帯：47.6％ 

中２の子供のいる世帯 ⇒ ふたり親世帯：4.9％   ひとり親世帯：46.9％ 

○ 県では、広島県ひとり親家庭サポートセンター（以下「センター」という。）に養育費＊専門相

談員及び就業相談員を配置し、就業や養育費＊、生活全般に関する相談について、市町の母子・父

子自立支援員等と連携して対応しています。 

○ 日中仕事等で相談機関に行くことが難しいひとり親家庭等が、必要な情報を効率的に得ること

ができるよう、センターでは夜間・土日の電話相談やＩＣＴを活用した相談体制を整備している

ほか、令和５年度には、養育費＊専門相談員を増員するなど、養育費＊や面会交流に関する相談体

制を強化し、弁護士会や法テラス、市町の母子・父子自立支援員等と連携して、相談支援に取り

組んでいます。 

＜センターへの相談延べ件数＞（センター調べ） 

R2：1,174 件   R5：1,759 件 

○ 県内の離婚等を理由とするひとり親家庭のうち、養育費＊を受け取っている者や面会交流を行っ

ている者の割合は横ばいとなっています。 

 ＜養育費＊の取り決めと受け取り状況＞（広島県調査「ひとり親家庭等自立支援施策の需要調査」。

注釈ない場合以下同じ） 

取り決めをしている割合 R1：42.1％   R6：44.2％ 

受け取っている割合   R1：28.9％   R6：28.3％ 

 ＜面会交流の取り決めと交流状況＞ 

取り決めをしている割合 R1：29.6％   R6：34.0％ 

交流している割合    R1：28.8％   R6：34.7％ 

○ ひとり親家庭では、一人で育児をしながら働く必要があるため、勤務時間や場所等、働き方の

制約を受けることが多く、正規の職員として就業する割合は約５割となっています。 

＜ひとり親家庭のうち正規の職員・従業員として就業している者の割合＞ 

  母子世帯 R1：42.4％   R6：48.6％ 

  父子世帯 R1：64.5％   R6：55.9％ 

 

課 題  

○ ひとり親家庭が孤立しないためには、地域の中で見守り、生活上の悩みなどを、必要に応じて

市町の母子・父子自立支援員やセンター等相談機関につなぎ、継続的に支援していく体制を構築

する必要があります。 

○ 収入の少ないひとり親家庭が経済的に困窮しないよう、必要な支援を行う必要があります。 

○ 育児と仕事の両立で、日中忙しいことの多いひとり親家庭が、相談したい時にいつでも相談で

きる体制を拡充する必要があります。 
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○ 離婚等を理由とするひとり親家庭においては、「養育費＊」の支払や「面会交流」が適切に実行

されるよう、「養育費＊」や「面会交流」の重要性について学ぶ機会を充実させる必要があります。 

○ ひとり親家庭の親が、制約のある中でも就業の希望を叶えるため、就業に必要な基本的なマナ

ーや就業先から求められる実践的なスキルを身に付けられる機会を提供する必要があります。 

 

取組の方向  

▶ ひとり親家庭が地域で孤立しないよう、市町や支援団体などによるネットワークづくりを促進

し、市町のひとり親家庭支援担当部署につながった相談者について、継続的にフォローできるよう

市町とセンターの連携を強化します。 

▶ 収入が不足するひとり親家庭を支援するため、児童扶養手当や母子父子寡婦福祉資金貸付金等に

よる経済的支援を実施するほか、ひとり親家庭に低収入の家庭が多い要因について、センターでの

就業に関する相談内容などから分析し、支援の充実につなげます。 

▶ ひとり親家庭が相談したい時にいつでも相談できるよう、センターでは、夜間・土日の電話相談

やＡＩやＳＮＳ等のＩＣＴを活用した相談体制の充実に取り組みます。 

▶ 離婚等を理由とするひとり親家庭が、養育費＊や面会交流の必要性や意義を理解し、取り決め方

法を確実に学ぶことができるよう、わかりやすい情報提供に取り組みます。 

▶ ひとり親が、希望する就業に向けた力をつけられるよう、センターによる基礎的なマナー講座の

ほか、職業訓練など、より実践的なスキルを身に着けられる機会を提供します。 
 

成 果 指 標 現状（R1） 目標（R11） 

養育費＊を受け取っている人の割合 28.3％ 検討中 

指標の設定趣旨  

養育費＊を受け取っている人の割合が増加することが、ひとり親家庭の経済基盤の充実につながる

と考えられることから、指標として設定しました。 

 

成 果 指 標 現状（R6） 目標（R11） 

面会交流を実施している人の割合 34.7％ 検討中 

指標の設定趣旨  

面会交流を実施している割合が増加することが、ひとり親家庭の子供がどちらの親からも愛され、

大切な存在であることを実感することにつながると考えられることから、指標として設定しました。 

 

参 考 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

母子・父子自立支援員相談件数 

（政令市・中核市を除く） 
17,053 件 検討中 

 

参 考 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

広島県ひとり親家庭サポートセンターにおける相談件

数  
1,759 件 検討中 
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 参 考 指 標 現状（R6） 目標（R11） 

年収が中央値の１／２未満のひとり親世帯の割合 

小５の子供のいる 

世帯：47.6％ 

中２の子供のいる 

世帯：46.9％ 

検討中 

 

 参 考 指 標 現状（R6） 目標（R11） 

生活の悩みを相談する相手のいないひとり親家庭の

親の割合 

小５の保護者：5.1％ 

中２の保護者：10.0％ 
検討中 
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柱３ 
ひとり親家庭の自立支援の推進 
（２） ひとり親家庭の子供の自立に向けた支援の充実 

 

現 状  

○ ひとり親家庭の子供は、ふたり親家庭の子供と比較して、「情緒の問題」や「仲間関係の問題」

など心理的な課題を抱える傾向にあります。 

＜子供の心理的な状態＞（令和６（2024）年３月 子供の生活実態調査（以下「子供の生活実態

調査」という。）） ※数値が高いほど心理的な問題との関連性が高い 

  情緒の課題   ：小５⇒ ひとり親世帯：3.61   ふたり親世帯：3.13 

           中２⇒ ひとり親世帯：3.92   ふたり親世帯：3.57 

  仲間関係の問題 ：小５⇒ ひとり親世帯：2.36   ふたり親世帯：2.21 

           中２⇒ ひとり親世帯：2.50   ふたり親世帯：2.11 

○ 生活面においては、ひとり親家庭では、毎日朝食を食べている割合や平日同じ時間に寝ている

割合が低くなっています。 

＜日常的な生活の状況＞（子供の生活実態調査） 

朝食を毎日食べる者の割合：小５⇒ ひとり親世帯：77.2％   ふたり親世帯：89.3％ 

               中２⇒ ひとり親世帯：74.5％   ふたり親世帯：82.2％ 

  平日同じ時間に寝ている者の割合：小５⇒ ひとり親世帯：74.4％  ふたり親世帯：80.4％ 

                  中２⇒ ひとり親世帯：78.6％  ふたり親世帯：83.0％ 

○ また、地域のクラブ活動や部活動等への参加状況について、ひとり親家庭の子供は、ふたり親

家庭の子供と比較して、参加していない割合が高くなっており、その理由として、「費用がかかる

から」「家の事情（家族の世話、家事など）があるから」といった事項が、ふたり親よりも高くな

っています。 

＜地域のスポーツクラブや文化クラブ、学校の部活動へ参加していない割合＞（子供の生活実態

調査） 

小５⇒ ひとり親世帯：29.7％   ふたり親世帯：25.0％ 

中２⇒ ひとり親世帯：24.7％   ふたり親世帯：13.5％ 

＜参加しない理由＞ 

費用がかかるから：小５⇒ ひとり親世帯：13.4％   ふたり親世帯：6.9％ 

           中２⇒ ひとり親世帯：10.6％   ふたり親世帯：6.8％ 

家の事情（家族の世話、家事など）があるから： 

小５⇒ ひとり親世帯：8.1％   ふたり親世帯：7.3％ 

           中２⇒ ひとり親世帯：6.8％   ふたり親世帯：3.2％ 

○ 学習面においては、ひとり親家庭の子供は、学校での成績を「やや下の方」「下のほう」と考え

ている割合が高く、学校の授業以外で学習しない子供の割合が多くなっています。 

＜学校での成績を「やや下の方」「下のほう」と考えている割合＞（子供の生活実態調査） 

  中２⇒ ひとり親世帯：49.9％   ふたり親世帯：34.1％ 

＜学校の授業以外で学習しない子供の割合＞（子供の生活実態調査） 

  中２⇒ ひとり親世帯：11.1％   ふたり親世帯：5.1％ 

○ ひとり親家庭の親・子供ともにふたり親家庭に比べ、大学以上の進学希望者の割合が低く、要

因としては経済的な要因が大きくなっています。 

＜進学希望「高校まで」＞（子供の生活実態調査） 

中２（親）⇒ ひとり親世帯：23.7％   ふたり親世帯：10.6％ 

中２（子）⇒ ひとり親世帯：21.0％   ふたり親世帯：12.7％ 
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＜高校までとした理由が家庭の経済的状況による者の割合＞（子供の生活実態調査） 

中２（親）⇒ ひとり親世帯：35.1％   ふたり親世帯：19.9％ 

中２（子）⇒ ひとり親世帯：13.8％   ふたり親世帯：5.9％ 

○ ひとり親家庭の保護者、子供ともに「小学校・中学校・高校で、将来社会で活躍するために必

要な力をつける」ための支援を求める割合が高くなっています。 

＜ひとり親家庭が県に求める支援＞（子供の生活実態調査） 

小学校・中学校・高校で、将来社会で活躍するために必要な力をつけるための支援 

小５⇒ 親：53.4％（２位）、 子：29.4％（１位） 

中２⇒ 親：54.1％（２位）、 子：35.3％（２位） 

 

課 題  

○ 心理的に不安を抱えているひとり親家庭の子供など、支援が必要な子供を早期に発見し、適切

な支援につなげる必要があります。 

○ ひとり親家庭の子供が、自立に必要な力を身につけられるよう、生活指導や体験の提供、学習

支援等の取組が、県内多くの市町で行われる必要があります。 

○ ひとり親家庭の子供が経済的な理由等により進学をあきらめずに済むよう支援するほか、奨学

金や就学支援制度などの情報を早い段階から提供していく必要があります。 

 

取組の方向  

▶ 全ての子育て家庭と継続的に関わるネウボラとの情報連携の強化や、ひとり親家庭等の子供が気

軽に立ち寄ることができる安心安全な居場所の設置の促進などにより、支援が必要な子供を早期に

発見し、市町のこども家庭センターや学校などと連携して支援する体制の構築に取り組みます。 

▶ 市町が生活指導や学習支援などを実施するために必要な個別学習支援員の配置や実施スペース

の確保に係る費用等を支援します。 

▶ 母子父子寡婦福祉資金＊貸付等により修学に係る費用の貸付を行うとともに、高校生等奨学給付

金制度等、各種の進学に向けた支援情報をＳＮＳや学習支援の場など地域の居場所等を活用して発

信します。 
 

成 果 指 標 現状（R6） 目標（R11） 

ひとり親家庭の子供の進学率（高等学校卒業後） 75.0％ 84.0％ 

指標の設定趣旨  

ひとり親家庭が、個々の状況や課題に応じた必要な情報や適切な支援を受けることによって、子

供の高校卒業後の進学率が向上することが、子供の自立につながると考えられることから、指標と

して設定しました。 
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目指す姿 柱４ 障害のある子供等への支援 
◆ 県内の医療型短期入所＊定員の拡充（令和 5（2023）年度比約 1.4 倍）が図られ、医療的ケア＊を

日常的に必要とする障害児とその家族は、在宅で必要なサービスを利用できない、休息できない、

といった不安や負担が軽減されています。 

 

◆ 発達障害児及びその家族は、身近な地域で、早い段階から、療育等に関する必要な相談支援や、

専門性の高い療育・発達支援を受けることができています。 

 

◆ 地域のかかりつけ医や専門医療機関、保健・医療・福祉・教育が連携した地域ネットワーク支援

体制が各市町で整備されており、発達障害児やその家族は、ライフステージを通じて、個々の特性

に応じた医療や支援を早期かつ適切に、多機関の専門職から支援を受けることができています。 

 

◆ 個別の教育支援計画＊及び個別の指導計画＊が、特別な支援を必要とする全ての生徒等に作成され、

校種間で適切に引き継がれているほか、それらの計画が教職員間及び関係機関等で共有されており、

教員は各生徒等の実態に応じた指導を行っています。 

 

◆ 特別支援教育＊に係る通級による指導＊の担当教員及び特別支援学校＊の全ての教員並びに特別支

援学級＊担任の 60％が特別支援学校＊教諭免許状を取得しており、生徒等の自立や社会参加に向けて、

生徒等一人一人の教育的ニーズを的確に把握しています。 

 

◆ 本県独自の特別支援学校技能検定＊の実施など、生徒の職業的自立を目指した取組を推進すること

により、特別支援学校＊高等部に所属する就職を希望する全ての生徒が卒業までに特別支援学校技能

検定＊１級を取得し、就職しています。 

 

成果指標 

 在宅の医療的ケア＊児の生活を支援する県内の医療型短期入所＊定員数 

67 人 ⇒ 91 人 

 

 発達障害＊に係る地域ネットワーク支援体制が整備された市町数 

８市町 ⇒ 23 市町 

 

 個別の教育支援計画＊及び個別の指導計画＊作成率 

公立幼稚園等 100％ ⇒100％、公立小学校 100％ ⇒ 100％、 

公立中学校 100％ ⇒ 100％、公立高等学校 100％ ⇒ 100％ 

 

 個別の教育支援計画活用率 

公立小学校 99.2％ ⇒ 100％、公立中学校 97.0％ ⇒ 100％、公立高等学校 83.1％ ⇒ 100％ 

 

 特別支援学校＊教諭免許状保有率 

小・中学校通級による指導＊の担当教員 48.4％ ⇒ 100％ 

小・中学校特別支援学級＊担任 27.4％ ⇒ 60％ 

特別支援学校＊教員 86.4％ ⇒ 100％ 

 

 特別支援学校＊高等部（本科）における就職希望者のうち、就職した者の割合 

100％ ⇒ 100％  
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柱４ 
障害のある子供等への支援 
（１） 地域における重層的な支援体制の構築 

 

現 状  

○ 医療技術の進歩により、ＮＩＣＵ＊（新生児集中治療室）等に長期間入院した後、引き続き人工

呼吸器や胃ろう等を使用し、たんの吸引や経管栄養などの医療的ケア＊が日常的に必要な障害児

（以下「医療的ケア＊児」という。）が今後増加することが見込まれるとともに、退院して地域で

生活するケースが増加しています。 

＜在宅の医療的ケア＊児数（R3県調査）＞ 499 人 

○ 発達障害は、早期から適切な支援を行うことにより、発達障害があっても、日常生活や社会生

活に適応することは可能であることから、早期把握、早期支援が重要です。このため、県では乳

幼児健康診査を始めとする様々な場面における気づきを強化するとともに、気づいた段階から特

性に応じた支援が身近な地域で行われるよう、早期把握、早期支援の強化を図るための研修や、

関係機関への助言等を行っています。 

  また、市町の地域支援体制の点検・評価、地域内の連携状況の把握・分析を行うツール（Ｑ－

ＳＡＣＣＳ）の普及等により、地域の支援機関の連携強化に取り組んでいます。 

○ 発達に課題のある子供が、身近な地域で適切に診察、診断、助言を受けることができるよう、

医師や医療スタッフの養成のための研修を実施しており、県内の発達障害の診療を行っている医

師は徐々に増加しています。 

 

課 題  

○ 在宅の医療的ケア児及びその家族等を支援する医療型の短期入所については、人員配置や設備

基準の法的規制、医療職等の専門資格を有する人材の不足等により、新規事業所の参入が難しい

状況となっています。 

○ 発達障害の早期把握、早期支援については、市町によって取組状況や連携強化に差異がありま

す。このため、身近な地域で早期から適切な支援が受けられるよう、支援機関の対応力向上や、

気づきの段階から関係機関が連携した重層的な支援体制の構築を図る必要があります。 

○ 県内の発達障害の診療を行う医師は徐々に増加していますが、発達障害の診療が一部の専門医

療機関に集中し、初診までに長期の待機が生じています。また、専門医療機関の初診時に、療育

や障害福祉、母子保健等の医療以外の分野による支援につながっていないケースが多く存在して

います。 

 

取組の方向  

▶ 在宅の医療的ケア児及びその家族等の支援ニーズを踏まえ、医療型短期入所事業所の参入を促進

するため、医療機関等への働きかけを行うとともに、社会福祉整備費補助金等の活用により、医療

的ケア児等を含めた重症心身障害児（者）を対象とする通所支援事業所の拡充や定員増を図ります。

また、医療的ケアに対応できる看護職員等の人材育成を図ります。 

▶ 発達障害児及びその家族が、早期から身近な地域で発達障害の特性に配慮した支援が受けられる

よう、県発達障害者支援センターによる機関コンサルテーションや、ライフステージ等に応じた研

修会の実施等により、支援者の質の向上を図ります。 

また、地域支援マネジャーの派遣や、地域おける発達支援の中核的な支援機関である児童発達支

援センターの機能強化等により、地域支援体制の構築・強化をサポートするとともに、市町におけ

る効果的な活用事例の普及による「Ｑ―ＳＡＣＣＳ」の活用促進等を図り、地域の実情に応じた支

援体制の構築に取り組みます。 
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▶ 早期から身近な地域で発達障害を診断し、必要な医療を受けることができるよう、医師や医療ス

タッフの養成に向けた研修を引き続き実施します。また、社会情勢や医療環境の変化等も踏まえな

がら、長期の初診待機者の減少に取り組むとともに、初診待機期間から発達障害の特性に配慮した

支援が受けられるよう、医療以外の分野も含めた、各支援機関が連携した重層的な地域支援体制の

整備を図ります。 

 
成 果 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

在宅の医療的ケア＊児の生活を支援する県内の医療型

短期入所＊定員数 
67 人 91 人 

指標の設定趣旨  

介護者がレスパイトできるよう医療型短期入所＊定員を確保することが、医療的ケア＊児及びその

介護者の在宅生活の充実につながると考えられることから、指標として設定しました。 

 

成 果 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

発達障害＊に係る地域ネットワーク支援体制が整備さ

れた市町数 
８市町 23 市町 

指標の設定趣旨  

発達障害＊に係る地域ネットワーク支援体制が整備された市町数が増加することは、地域の実情に

応じて相互補完の理念に基づく多職種連携支援が構築されていることの成果であり、初診待機期間

から発達障害の特性に配慮した支援を受けることにつながることも期待できると考えられることか

ら、指標として設定しました。 

 

参 考 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

児童発達支援センター＊の設置市町数 ※ 12 市町 22 市町 

発達障害の初診待機期間が１か月以上かつ、待機期間

中に必要な支援につながっていない方の人数（推計値） 
950 人 ０人 

※ 市町単独での設置が困難な場合は、障害保健福祉圏域で支援する。 
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柱４ 
障害のある子供等への支援 

（２） 幼保・小・中・高等学校等の支援体制の整備 
 

現 状  

○ 特別支援学校＊や特別支援学級＊等に在籍する幼児児童生徒（以下「生徒等」という。）が年々

増加しています。 

＜特別支援学校＊に在籍する生徒等数＞ H30：2,755 人 ⇒ R5：2,833 人 ＊広島市立を含む 

 ＜特別支援学級＊に在籍する生徒等数＞ H30：6,659 人 ⇒ R5：10,072 人 ＊広島市立を含む 

○ 乳幼児期から学校卒業後までの一貫した長期的な計画である「個別の教育支援計画＊」と、指導

目標や指導内容・方法を具体的に盛り込んだ計画である「個別の指導計画＊」の作成率は、全校種

で 100％となっており、概ね全ての公立学校で特別支援教育＊を推進するための基本的な支援体制

が整備されています。 
 

課 題  

○ 個別の教育支援計画＊や個別の指導計画＊（以下「個別の計画等」という。）の作成率は全校種

で 100％となりましたが、引き続き特別な支援を必要とする全ての生徒等に対して、個別の計画等

を作成していくよう周知するとともに、就学前から社会参加まで切れ目なく支援を受けられるよ

う、指導に携わる複数の教員が情報を共有し、指導の一貫性や統一性を図るために、個別の計画

等の活用を促進する必要があります。 
 
取組の方向  

▶ 幼保・小・中・高等学校等が、特別な支援を必要とする生徒等全員に対して、個別の計画等を作

成するとともに、個別の教育支援計画＊を校種間の接続や関係機関等との連携において活用するこ

とにより、乳幼児期から学校卒業後まで一貫した指導・支援を行うための切れ目ない支援体制を整

備します。 
 
 

成 果 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

個別の教育支援計画＊作成率  

公立幼稚園等 100％ 
100％ 

（R10） 

公立小学校 100％ 
100％ 

（R10） 

公立中学校 100％ 
100％ 

（R10） 

公立高等学校 100％ 
100％ 

（R10） 

指標の設定趣旨  

個別の教育支援計画＊の作成率を 100％で維持することが、生徒等一人一人の障害の状態に応じた

教育的支援につながると考えられることから、指標として設定しました。 
※ 広島市立を除く 
※ 「公立幼稚園等」とは、公立幼稚園及び公立幼保連携型認定こども園＊ 
※ 広島県特別支援教育ビジョンにおいて、最終目標達成見込年度を令和 10（2028）年度に設定している。 
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成 果 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

個別の教育支援計画＊活用率 

公立小学校 99.2％ 
100％ 

（R10） 

公立中学校 97.0％ 
100％ 

（R10） 

公立高等学校 83.1％ 
100％ 

（R10） 

指標の設定趣旨  

個別の教育支援計画＊の活用率が上昇することが、乳幼児期から学校卒業後まで一貫した指導・支

援を行うための切れ目ない支援体制を整備につながると考えられることから、指標として設定しま

した。 
※ 広島市立を除く＊ 

※ 「活用率」とは、個別の教育支援計画の作成時に前籍校から提供を受けた個別の計画等個別の教育支援計画
を活用した学校の割合。 

※ 広島県特別支援教育ビジョンにおいて、最終目標達成見込年度を令和 10（2028）年度に設定している。 
 
 

成 果 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

個別の指導計画＊作成率 

公立幼稚園等 100％ 
100％ 

（R10） 

公立小学校 100％ 
100％ 

（R10） 

公立中学校 100％ 
100％ 

（R10） 

公立高等学校 100％ 
100％ 

（R10） 

指標の設定趣旨  

個別の指導計画＊の作成率 100％を維持することが、生徒等一人一人の障害の状態に応じた指導に

つながると考えられることから、指標として設定しました。 
※ 広島市立を除く 
※ 「公立幼稚園等」とは、公立幼稚園及び公立幼保連携型認定こども園＊ 

※ 広島県特別支援教育ビジョンにおいて、最終目標達成見込年度を令和 10（2028）年度に設定している。 
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柱４ 
障害のある子供等への支援 
（３） 教員の専門性の向上 

 

現 状  

○ 小・中学校等の教員の特別支援教育＊に関する専門性の向上を図るため、毎年、免許法認定講習

を開催し、特別支援学校＊教諭免許状（以下「免許状」という。）の取得を推進していますが、免

許状保有率が伸び悩んでいます。 

 ＜特別支援学校＊教員の在籍校種の免許状保有率＞ H30：81.0％ ⇒ R5：86.4％ 

  ＜特別支援学級＊担任の免許状保有率＞ H30：32.3％ ⇒ R5：27.4％ 

 ＜通級による指導＊の担当教員の免許状保有率＞ H30：67.9％ ⇒ R5：48.4％ 
＊ 特別支援学校＊の教員は、幼稚園、小学校等の免許状に加えて、特別支援学校＊教諭免許状を

所持しなければならないが、教育職員免許法附則第 15 項において、当分の間特別支援学校＊教

諭免許状を所持しなくても特別支援学校＊の教員となることができるとされています。また、

小・中学校等の特別支援学級＊担任や通級による指導＊の担当教員は、教育職員免許法上特別支

援学校＊教諭免許状の所持は必要とされていないが、近年の特別な支援を必要とする幼児・児

童・生徒が増加している状況からも、より専門的な指導を行うために、取得が望ましいとされ

ています。 

 

課 題  

○ 小・中学校等の特別支援学級＊担任や通級による指導＊の担当教員については、特別支援学級＊

の急増等に対応した免許状保有者等の専門性を有する教員の確保が必要となっています。 

○ 特別な支援が必要な児童生徒が年々増加し、児童生徒の教育的ニーズが多様化しており、その

教育的ニーズに対応するために、指導を担当する教員の専門性の向上が必要です。 

 

取組の方向  

▶ 免許状の取得を促進する免許法認定講習や、教員長期研修派遣の実施、特別支援教育＊に関する

研修を充実させるとともに、免許状保有率が伸び悩む要因を分析して、より効果的な取得促進策を

検討し、通常の学級を含め、全ての学びの場における教員の指導の充実を図ります。 

 

成 果 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

特別支援学校＊教諭免許状保有率 

小・中学校  

通級による指

導＊の担当教員 

48.4％ 
100％ 

(R10) 

小・中学校  

特別支援学級＊

担任 

27.4％ 
60％ 

(R10) 

特別支援学校＊

教員 
86.4％ 

100％ 

(R10) 

指標の設定趣旨  

教員の特別支援教育＊に関する専門性を高めることが、生徒等一人一人の障害の状態に応じた指導

の充実につながると考えられることから、専門性を客観的に評価する指標として設定しました。 

※ 広島市立を除く（本務者のみ） 

※ 広島県特別支援教育ビジョンにおいて、最終目標達成見込年度を令和 10（2028）年度に設定している。 
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柱４ 
障害のある子供への支援 
（４） 特別支援学校＊における教育の充実 

 

現 状  

○ ジョブサポートティーチャー＊（就職支援教員）による就職指導や、生徒の実態、適性及び希望

に合った新規企業・業種の開拓、本県独自の特別支援学校技能検定＊などによって生徒の就職意欲

を高めることにより、特別支援学校＊高等部卒業者の就職率は、全国平均並みで推移しています。 

＜特別支援学校＊高等部（本科）卒業者の就職率＞ 

R3.3 卒：21.6％ ⇒ R6.3 卒：32.7％  
＊特別支援学校＊高等部（本科）卒業者のうち、企業等に就職した割合（広島市立を含む） 

＜特別支援学校＊高等部（本科）卒業者の離職率＞ 

R 元.3 卒：21.6％ ⇒ R2.3 卒：28.1％  
＊就職した者のうち、卒業後３年の間に離職した割合（広島市立を含む） 

○ 就職を希望する生徒以外についても、キャリア教育＊を通じて、生徒一人一人の希望に寄り添っ

た進路指導を行っています。 

○ 一人１台端末の活用について、効果的に活用して、主体的な学び＊と協働的な学び＊を実践でき

ている教員がいるものの、十分に活用できていない場面も一定程度見られます。 

 

課 題  

○ 高等部卒業者の就職率は全国平均並みで推移していますが、業種・職種等就職希望者のニーズ

は多様化しており、新規企業・業種の開拓、キャリア教育＊及び職業教育の充実を継続する必要が

あります。 

○ 生徒一人一人の障害の状態等に応じた進路指導を行い、就職希望者以外についても適切な進路

選択ができるよう支援していく必要があります。 

○ 全国に比べ、ＩＣＴ＊を活用して指導できる教員の割合が低い状況があります。 

 

取組の方向  

▶ 生徒の就職意欲を高めるとともに、働く態度の育成や技能の習得を通じて、特別支援学校＊高等

部卒業者の就職支援を図り、就職希望者の就職の実現につなげます。 

▶ 就業体験の機会の確保等、進路学習を充実させることで、就職希望者以外の生徒の希望する進路

の実現につなげます。 

▶ 特別支援学校＊においては、授業におけるＩＣＴ＊活用の促進と教員の指導力を高めます。 

 

成 果 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

特別支援学校＊高等部（本科）における就職希望者のう

ち、就職した者の割合※ 
100％ 

100％ 

（R10） 

指標の設定趣旨  

特別支援学校＊高等部（本科）卒業者のうち、就職希望者全員の就職を実現することが、生徒の職

業的自立の重要な要素の一つと考えられることから、指標として設定しました。 

※ 特別支援学校＊高等部卒業者の就職率には、就労継続支援 A型事業所は含まない。 

※ 広島県特別支援教育ビジョンにおいて、最終目標達成見込年度を令和 10（2028）年度に設定している。 
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参 考 指 標 現状（R5） 目標（R11） 

就職希望者のうち、卒業までに特別支援学校技能検定＊

１級を取得した者の割合 
71.7％ 

100％ 

（R10） 

※ 広島県特別支援教育ビジョンにおいて、最終目標達成見込年度を令和 10（2028）年度に設定している。 

 
  
 


